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玉川大学 教職課程認定学部・学科（免許校種・免許教科）一覧 

 

・文学部 国語教育学科（中・高 国語）、英語教育学科（中・高 英語） 

・農学部 生産農学科（中・高 理科、高 農業） 

・工学部 情報通信工学科（中・高 数学、高 工業）、ソフトウェアサイエンス学科（中・

高 数学、高 情報）、マネジメントサイエンス学科（中・高 数学）、デザインサイエ

ンス学科（中・高 数学、中 技術、高 工業） 

・教育学部 教育学科（幼、小、中 社会、中・高 保健体育、高 地理歴史・公民）、 

教育学科通信教育課程（幼、小、中 社会、高 地理歴史・公民）、乳幼児発達

学科（幼） 

 ※乳幼児発達学科は保育士資格も取得可能 

・芸術学部 音楽学科（中・高 音楽）、アート・デザイン学科（中・高 美術、高 工

芸） 

・大学院 

文学研究科 人間学専攻（中 社会、高 公民）、英語教育専攻（中・高 英語） 

農学研究科 資源生物学専攻（中・高 理科、高 農業） 

工学研究科 機械工学専攻（高 工業）、電子情報工学専攻（中・高 数学、高 工

業） 

教育学研究科 教育学専攻（幼、小）、教職専攻【教職大学院】（小、中 社会・技術、

中・高 国語・英語・理科・数学・音楽・美術・保健体育・保健・家庭、

高 農業・工業・情報・地理歴史・公民・工芸） 

・芸術専攻科 芸術専攻（中・高 音楽・美術） 

 

※学部は一種免許、大学院・芸術専攻科は専修免許 

※ダブル免許プログラム：文学部・農学部・工学部・芸術学部では、中・高一種免許状に

加え、小二種免許状取得が可能。教育学部教育学科では、小一種免許状に加え、中二種免

許状（国語・英語・理科・数学・音楽・美術・技術）、高一種免許状（情報）の取得が可

能。 

  



 

 
 

大学としての全体評価 

 

玉川大学は、全人教育の理念のもと、これまで学生たちの教育・研究に取り組

んできました。とりわけ教員養成においては、全人格を完成させた教師を世に送

り出すべく、文学部・文学研究科、農学部・農学研究科、工学部・工学研究科、

教育学部・教育学研究科、芸術学部にて、幼稚園、小学校、中学校、高等学校の

教員免許状取得のための教職課程を提供しています。 

本学における教員養成では、上述した教育理念に加えて、「子供に慕われ、親

たちに敬われ、同僚に愛せられ、校長に信ぜられよ」という教師訓と、「進みつ

つある教師のみ人を教うる権利あり」という教師として生涯学び続けるためのモ

ットーを中核に据えています。教職を志望する学生たちに限らず、教員養成課程

を担う我々大学教員も同様に、教師訓と教師としてのモットーを胸に、日々の教

育活動に取り組んでいます。 

全学で毎年度点検調査をとおして一年間の取り組みを振り返り、抽出された課

題について教員養成を含めた各学部、各部署で改善に努めてきました。教育職員

免許法施行規則改正による教職課程の自己点検・評価が義務化され、本学は一般

社団法人 全国私立大学教職課程協会が作成した「『教職課程自己点検評価報告

書』作成の手引き」にそって教職課程の自己点検・評価を実施しています。 

教職課程自己点検・評価については、教職課程運営に関する全学的組織である

「教師教育リサーチセンター」を中心に、教職課程委員会委員、関係教職員の協

力のもと報告書を作成し、学内外に公開しています。社会変化を踏まえた教員養

成のあり方、今後必要な取り組み、時代の変化にともなう学び方などを考慮しな

がら、教員養成全体の課題を見据えて本報告書を作成しました。 

創立者・小原國芳は、自著『師道』において、「教育の結論は、教師でありま

す。」と記しています。そして、「学校の最大最高の宝は実に、優秀なる教師で

す。」とも述べています。未来を担う若き世代の教育のために、誠心誠意教職に

向きあう教師となることを本学の学生たちには期待しています。やがて本学を巣



 

 
 

立ち、園児、児童、生徒たちのために全身全霊で打ち込む教師として教壇に立つ

日を夢見る学生たちを、これからも大切に教え育み、導きつづける手を休めるこ

とがないよう、今後も邁進する所存です。 

 

玉川大学 

学長 小原 一仁 
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玉川大学 

Ⅰ 教職課程の現況及び特色 

１ 教職課程の現況
（１） ⼤学名： ⽟川⼤学
（２） 学部名： ⽂学部、農学部、⼯学部、教育学部、芸術学部

⽂学研究科、農学研究科、⼯学研究科、教育学研究科
芸術専攻科

（３） 所在地： 東京都町⽥市⽟川学園 6-1-1
（４） 教職課程の履修者数及び教員数

➀ 教職課程の履修者数
・通学課程 令和６年度（令和 6 年 5 ⽉１⽇現在）

学部 学科名 教科 免許種 教職課程履修者数 合計
1 年 2 年 ３年 ４年

⽂
国語教育 国語 中学 1 種 61 56 56 39 212

⾼校 1 種 61 56 56 39 212
英語教育 英語 中学 1 種 39 42 63 49 193

⾼校 1 種 39 42 63 49 193

農 ⽣産農 理科 中学 1 種 24 32 19 31 106
⾼校 1 種 24 32 19 31 106

農業 ⾼校 1 種 24 32 19 31 106

⼯

情報通信⼯ 数学 中学 1 種 5 4 3 3 15
⾼校 1 種 5 4 3 3 15

⼯業 ⾼校 1 種 0 0 0 0 0

ソフトウェア
サイエンス

数学 中学 1 種 14 17 15 3 49
⾼校 1 種 14 17 15 3 49

情報 ⾼校 1 種 14 17 15 3 49
マネジメント
サイエンス 数学 中学 1 種 40 29 23 17 109

⾼校 1 種 40 29 23 17 109

デザイン
サイエンス

数学 中学 1 種 4 3 − − 7
⾼校 1 種 4 3 − − 7

技術 中学 1 種 0 0 − − 0
⼯業 ⾼校 1 種 0 0 − − 0

教育 教育

幼稚園 1 種 6 0 5 9 20
⼩学校 1 種 166 142 145 147 600

社会
中学 1 種 64 48 42 21 175
⾼校 1 種（公⺠） 64 48 42 21 175
⾼校 1 種(地歴) 64 48 42 21 175

保 健
体育

中学 1 種 46 44 40 48 178
⾼校 1 種 46 44 40 48 178

乳幼児発達 幼稚園 1 種 83 81 81 77 322

芸術

⾳楽 ⾳楽 中学 1 種 16 20 21 26 83
⾼校 1 種 16 20 21 26 83

アート・
デザイン

美術 中学 1 種 8 9 7 6 30
⾼校 1 種 8 9 7 6 30

⼯芸 ⾼校 1 種 8 9 7 6 30
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玉川大学 

・通信教育課程 令和６年度（令和 6 年 5 ⽉１⽇現在）

学部 学科名 教科 免許種 教職課程履修者数 合計
1 年 2 年 ３年 ４年

教育 教育

幼稚園 1 種 1 5 40 124 170
⼩学校 1 種 20 22 246 458 746

社会
中学 1 種 4 10 12 32 58
⾼校 1 種（公⺠） 4 2 8 13 27
⾼校 1 種(地歴) 1 3 5 12 21

・⼤学院 令和６年度（令和 6 年 5 ⽉１⽇現在）

研究
科 専攻名 教科 免許種

教職課程履
修者数 合計

1 年 2 年

⽂学
⼈間学 社会 中学専修

⾼校専修（公⺠） 

英語教育 英語 中学専修 2 3 5
⾼校専修 2 3 5

農学 資源⽣物学 理科 中学専修 2 1 3
⾼校専修 2 1 3

農業 ⾼校専修

⼯学

機械⼯学 ⼯業 ⾼校専修

電⼦情報⼯学 数学 中学専修 1 1 2
⾼校専修 1 1 2

⼯業 ⾼校専修

教育学

教育学 幼稚園専修 ６ 4 10
⼩学校専修 １

教職

⼩学校専修 6 7 13
国語 中学専修 2 1 3

⾼校専修 2 1 3

社会
中学専修 1 3 4
⾼校専修（公⺠） 1 3 4
⾼校専修(地歴) 1 1 2

数学 中学専修 3 3
⾼校専修 3 3

理科 中学専修 2 2
⾼校専修 2 2

⾳楽 中学専修 1 1
⾼校専修 1 1

美術 中学専修
⾼校専修

保 健
体育

中学専修 1 1
⾼校専修 1 1

保健 中学専修
⾼校専修

技術 中学専修
家庭 中学専修

⾼校専修
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玉川大学 

⼯芸 ⾼校専修
情報 ⾼校専修 1 1
農業 ⾼校専修
⼯業 ⾼校専修

英語 中学専修 1 1
⾼校専修 1 1

・専攻科 令和６年度（令和 6 年 5 ⽉１⽇現在）

専攻 専攻名 教科 免許種

教職
課程
履修
者数

合計

1 年

芸術
芸術専攻科 ⾳楽 中学専修 0 0

⾼校専修 0 0

芸術専攻科 美術 中学専修 0 0
⾼校専修 0 0

➁ 教員数
教授 准教授 講師 助教 その他

教員数 116 24 27 0 11
備考：

（５） 卒業者の現況
通学

教科 免許種

就 職 先 状 況

認 定 こ ど も 園 幼稚園 ⼩学校 中学校 ⾼等学校 特別⽀援学校

正規 他 正規 他 正規 他 正規 他 正規 他 正規 他

国語 中⾼１種 8 2 3 3

数学 中⾼１種 7 6 1 1

英語 中⾼１種 11 3 4 4

理科 中⾼１種 9 1 2

社会 中１種 4 1

⾳楽 中⾼１種 4 5 1

美術 中⾼１種 1 1

保健体育 中⾼１種 7 8

地理歴史 ⾼１種 2 1

情報 ⾼１種 1

⼩ １ 種⼩

２種

135 25

幼稚園 18 2
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玉川大学 

２ 特色

本学は「全人教育」を教育理念として掲げ、「真・善・美・聖・健・富」の６

つの価値の調和を追求し、単に知識や技術を修得するのではなく、絶えず新しい

知識を主体的に求める姿勢、もてる知識を正しく使う倫理観を育み、健やかな社

会人となるべく教育活動を展開し、バランスの良い人間形成を行っている。ま

た、本学で得られる学びは多岐にわたっており、それぞれの専門性を深めること

ができるだけではなく、専門とは異なる分野についても学部を横断した学際的な

学びが実現できる柔軟なシステムが採られ、本学の特徴の一つになっている。こ

の恵まれた学習環境のもと、一人の「人」としてしっかりと自立し、かつ自律で

きる社会人を育成していくことに努めている。 

教員養成は、５学部 11 学科（通信教育課程を含む）、大学院４研究科、１専攻

科において行われており、これまでに 6,000 名以上（通信教育課程を除く）の教

員を輩出してきた。卒業生は全国の教育現場や各自治体の教育行政の現場で、学

校長・園長、指導主事等の役職を担い、教育界のリーダーとして幅広く活躍して

いる。本学の「全人教育」による豊かな人間性を備えた教員は、これまでも高い

評価を得ているが、2012 年に「質の高い教員養成」を目指して、「教師教育リサ

ーチセンター」を開設し、学生を対象とした教員養成にとどまらず、教員を対象

とした研究・研修支援にも力を注いできた（資料①～⑤）。 

教員養成における特徴として、次の４点があげられる。一つは、教員養成にお

ける単位の実質化への取り組みとして、本学で定める半期履修上限 16 単位（CAP

制度）の中で全学の教職課程カリキュラムを実施していること（資料⑥）。次

に、卒業に必要な 124 単位の中で教育職員免許状を取得できるカリキュラムが設

計されていること。さらには、4 年間を通して、各段階の目標を定め、教職課程受

講者への指導・支援を計画し、教員養成が行われていること。最後に、４年間を

通して、各段階の目標を定め、教職課程受講者への指導・支援を計画し、教員養

成が行われていること。更には、教員養成の質向上に向けた全学体制による教職
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玉川大学 

課程の組織運営（教師教育リサーチセンターによる全学学生支援と研究活動の推

進）がなされていることである（資料⑦～⑧）。 

また、創立 100 周年（2029 年）へ向け、各学部各部署において中長期計画が策

定されており、教員養成についても教師教育リサーチセンターを中心に中長期計

画を策定した。 

特に、令和６年度より実践的指導力を向上させ、より質の高い教員養成の実現

のため、１年生から４年生まで常に教育現場で実践的指導力を学び、理論と実践

の往還を繰り返すことで、即戦力となる教員の養成を目指し、学校体験活動を単

位化して教育実習の単位とするカリキュラム改定（令和６年度入学生より適用）

に着手したことは、特徴的な活動である（資料⑨）。 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料①：学校法人玉川学園組織機構図（令和６年４月１日版）

・資料②：玉川大学教師教育リサーチセンター規程

・資料③：学校法人玉川学園組織規程

・資料④：令和６年度 在籍者数（５月１日現在）

・資料⑤：令和６年度 教職課程受講者数（通学課程）

・資料⑥：2024 履修ガイド

・資料⑦：2024 教職課程受講ガイド

・資料⑧：2024 年度教師教育リサーチセンター（リーフレット）

・資料⑨：学校での多様な体験活動による理論と実践の往還（リーフレット）
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玉川大学 

Ⅱ 基準領域ごとの教職課程自己点検・評価

基準領域１ 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み

基準項目１－１ 教職課程教育の目的・目標を共有

〔現状〕

本学の教員養成の目標は、創立者・小原國芳の精神を継承した教師像を追求する

ことである。その精神は「玉川教師訓」として現在も継承され、「子供に慕われ、

親たちに敬われ、同僚に愛せられ、校長に信ぜられよ」を実践できる教師の育成が、

全学の教員養成の目標として掲げられている（資料⑦～⑧）。

この教員養成の目標は、全学の教員養成の支援組織である教師教育リサーチセン

ターの入口にも掲示されており、学生、教職員が常に目にしている。また、『教育

実習日誌』の表紙裏（資料１－１－１）をはじめ、教職員の参加する教職関連の会

議体や、学生の出席するガイダンス、講座等の資料にも多く掲載され、教職員・学

生に周知されている。

さらに、各学部学科のディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーにも教員

養成に関する目的・目標が明確に示されている（資料⑥）。

〔優れた取組〕

・本学が目指す教師像による目標の明確化

本学の教員養成の目的・目標である「教師像」を「玉川教師訓」として示し、「玉

川教師訓」を実践できる教員を養成している。さらに具体的な力量を次のように示

している。

１．確かな学力と健やかな体を育てる「学習指導力」

２．豊かな心を育て自己実現を図る「幼児・児童・生徒指導力」

３．ともに高めあうクラスをつくる「学級経営力」

４．新たな学校づくりを推進する「協働力」

・ 目標の周知へ向けての対応
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玉川大学 

「玉川教師訓」は平成 21 年度より「教職課程受講ガイド」の冊子版および Web 版

への記載により、および在籍する教職員全員に周知している（資料⑦）。

また、インスタグラムにおいても広報している。インスタグラムは令和 6 年 10

月末現在、フォロワー数は約 800 名（資料１－１－２）。 

さらには、令和３年度より「教職課程受講支援プログラムの手引き」を Web 版

で作成し、教員養成に関わる普遍的な目的・目標から年度ごとの講座内容まで提示

している（資料１－１－４）。

〔改善の方向性・課題〕

目的・目標について、様々な会議や、学生への提供資料の中に掲載しているが、

学生はもちろん教員も入れ替わるため、周知の状況・理解度の確認が困難である。

教職課程関連ガイダンスの時間的制約もあり、目指す「教師像」について詳細な内

容まで踏み込むことができない状況にある。

今後も引き続きさらなる広報・周知に努めたい。

＜根拠となる資料・データ等＞

・資料１－１－１：教育実習日誌（表紙裏）

・資料１－１－２：教師教育リサーチセンターインスタグラム

・資料１－１－３：教員養成支援の成果と課題

・資料１－１－４：「教職課程受講支援プログラムの手引き」
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玉川大学 基準領域１ 

基準項目１－２ 教職課程に関する組織的工夫 

〔現状〕

本学では、平成 18 年（2006 年）４月、教職に関する総合センターとして「教

職センター」を設置したが、質の高い教員養成と教師教育学の研究活動推進実現

するために改組し、平成 24 年（2012 年）４月に「教師教育リサーチセンター」

（資料⑧）を新設した。

教師教育リサーチセンターは教職課程履修学生をサポートする教職課程支援室

と教師教育にかかわる研究活動を支援する教員研修室を設けている。教師教育リ

サーチセンターでは、これまでの教職課程支援事務（教職課程認定申請、変更届

の提出を含む）並びに学修支援、キャリア支援のみならず、教師教育（教員養

成・採用・研修）に関する研究・調査を行う研究機関的要素、さらには教育委員

会、小・中・高等学校、幼稚園、保育所との連携を推進する機能を持つ全学の教

員養成を包括するセンターとして位置づけられ、教職課程に関する情報公開も行

っている。

全学組織のため、高等教育附置機関として位置づけられており、教員、事務職

員をもって構成することとなっている（資料③：学校法人組織規程第６条参

照）。したがって、事務的支援に留まらず、本学の教員養成に必要な教員を採用

し、学生指導・支援、研究活動を行うことが可能となっている。

〔優れた取組〕

・教師教育リサーチセンターが各学部学科と連携を図り、各学部学科の特性を生か

しながら、大学の目標・目的、３ポリシーとの精査も行い、学部間を横断した全学

体制での学生支援を実現している（資料１－２－１）。また、教師教育リサーチセ

ンターに教職に関する窓口を一本化することで、教員養成に関する事項を掌握し、

課題の抽出とその改善を迅速に行うことが可能となる。教職課程教育に関しては教

師教育リサーチセンター、教職課程以外の学士課程教育に関しては教学部と明確に

業務を区分することによって、学生情報、学校現場からの連絡事項、教員からの情
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玉川大学 基準領域１ 

報も集約され、教職課程を有する全学部学科に統一的に対応できることは大きな特

徴といえる。この特徴は、カリキュラム検討の際にも活かされている。

・教職課程認定において申請した教職関連科目については、科目担当者の活字業績

審査を教師教育リサーチセンターで実施し、講師の質の担保を図っている（資料１

－２－２）。

・教職サポートルームの機能（組織と環境）（資料⑧）

教師教育リサーチセンターでは、教員を目指す学生のキャリア形成支援、教職指

導の一翼を担うため、東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県において小学校・中学校・

高等学校の校長、幼稚園長・保育所長、教育行政経験者を教職サポートルーム客員

教員として採用し、学生の相談・支援にあたっている。教職サポートルーム客員教

員は教師教育リサーチセンターや各学科の教職担当教員と連携・調整しながら、学

生相談、教育実習に関する指導、教員採用試験候補者選考試験対策の企画・講師等

を担当している。また、教科書・指導書、教職に関する最新の参考資料等を取りそ

ろえ、自由に閲覧しながら、自学自修ができる自主学修スペースや、模擬授業や共

同討議などができる教室も備え、さらには電子黒板、デジタル教科書などの ICT 関

連の教材、教具も備え、教職サポートルーム客員教員の指導を受けながら、実践的

指導力を身につけられる環境を整えている。

さらに、令和５年度より地方自治体の教員採用試験受験を希望する学生、地元で

教育実習を実施する学生の指導を担う教職講座・実習指導担当客員教員を新設した。

初年度は教員採用試験受験者数の多い茨城県・静岡県の校長、教育行政経験者を採

用した。令和６年度には栃木県・群馬県・長野県・新潟県・福島県の出身教員も採

用し、関東地方においては教育実習の訪問指導を 100％実施した。次年度は北海道・

青森県・宮城県・富山県・福岡県とさらに地域を拡大し、以降３年以内には通学課

程においては訪問指導を 100％としていく予定である。 

・教職課程委員会における教員養成に関する審議と情報の共有（資料１－２－３） 

教師教育リサーチセンター長が委員長となり、事務局は教師教育リサーチセンタ
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玉川大学 基準領域１ 

ーが担っている。教職課程を置く学科では、必ず教職担当教員が任命され教職課程

委員会委員となっている。委員会は月 1 回実施し、教職に関連する諸々の事項につ

いて検討・審議し全学での決定事項としている。さらに教職課程に関連する情報の

共有が図られている。また、審議内容や報告事項によっては、それぞれの学科の会

議、学部の教授会等、また全学の教務委員会にも情報を提供し、教職課程に関する

情報の共有を図っている。教師教育リサーチセンターの担う業務の大半は、教職課

程委員会にて審議・報告がなされており、研究活動等の状況についても情報共有が

なされている。

大学全体では各学部学科において年度ごとの自己点検・評価を行い、教育研究活

動等点検調査委員会に提出している。教員養成に関する事項も例外ではなく、教職

課程委員会での審議内容を中心とした自己点検・評価を行い、年度の振り返りとと

もに、課題の抽出も行っている。この内容は、教育研究活動等点検調査委員会にお

いて教員養成部会より全学に報告されている。

また、教職大学院においては、専門職学位課程としての特性を踏まえ、「教職大

学院自己点検・評価委員会」を設置し、カリキュラム等に関する点検・評価を行っ

ている。評価結果は「自己評価書」としてまとめ、第三者評価会・教育程連携協議

にて意見を徴し、カリキュラムや指導体制の改善に生かしている。

・教職課程 FD・SD 研修会の実施（資料１－２－６）

全学で行う FD・SD 研修会の分科会として、教職課程運営に必要な情報、最新

の教育事情や情報に関する内容について、有識者による講演を教師教育リサーチセ

ンターが主催し、年に１回実施している。その内容は、全学的な FD 委員会の報告

書としてまとめられ、教職員に配付している。（資料１－２－４）出席者は、教職

担当教員、教職に関する事項を取り扱う部署の職員のみならず、学部長、教務主任

を対象としている。また、教師教育リサーチセンターでは、年に１回公開研修会の

「教師教育フォーラム」も実施しており、これも教職課程 FD・SD 研修の一環と

して位置づけている。
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・教職 IR 実施へ向けてのデータ整備（資料１－２－７）

今後の教職課程をデータに基づき意思決定していくための情報整理を目的とし

て、令和６年度に「教職 IR データブック 2018-2023」（A4・146 頁）をまとめた。

同書は、①教職課程受講者、②教員就職、③教員採用試験、④教員免許取得、⑤ダ

ブル免許プログラム、⑥教育実習、⑦参観実習、⑧介護等体験、⑨教職講座、⑩教

員研修の 10 項目から成る。令和６年度は、理事長・理事および教師教育リサーチ

センター所属の教職員に配付した。

〔改善の方向性・課題〕

近年、文部科学省からの答申をはじめとする通知が多く、提供すべき情報が増え

ている。その内容も多岐にわたり、情報を集約している教師教育リサーチセンター

でも、すべてを理解し把握しきれているのか疑問でもあることは昨年と同様である。

教職課程委員会や教職課程 FD・SD 研修会等を通じて情報共有しているものの、

すべての教職員に深く理解してもらうためには、通常の研修とは別に勉強会を開催

するなども考えたいが、より効果的に行うことができる対策の検討が引き続き必要

である。

また、教師教育フォーラムは主にオンラインで実施している。このことは、遠

方の方々に受講の機会を提供することとなり、多くの参加があった。一方でワー

クショップ形式での研修の実施方法については、今後、対面受講とオンライン受

講を効果的・効率的に活用し、より有効な研修の仕組みの構築も引き続き考えて

いきたい。

「教職 IR データブック」は、今後年度版として発行を計画している。「2018-

2023」は、教職課程委員会資料や「年報」への掲載事項の再編集部分が大半を占

めていたこともあり、各学部への配付には至らなかったが、今後は学部運営にも

有用な内容へと改善を図っていきたい。
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＜根拠となる資料・データ等＞

・資料１－２－１：玉川大学における教員養成への取り組み

・資料１－２－２：教職関連科目担当教員の業績確認について

・資料１－２－３：玉川大学教授会等運営規程（教職課程委員会部分抜粋）

・資料１－２－４：令和６年度ファカルティ・ディベロップメント活動報告書（抜粋）

・資料１－２－５：2024 年度教師教育フォーラムチラシ

・資料１－２－６：2024 年度大学教育力研修分科会教職課程ワークショップ

・資料１－２－７：「教職 IR データブック 2018-2023」
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玉川大学 基準領域２ 

基準領域２ 学生の確保・育成・キャリア支援 

基準項目２－１ 教職を担うべき適切な学生の確保・育成 

〔現状〕

本学では、各学部において定めたディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポ

リシーに基づき、アドミッション・ポリシーを「大学案内」に明示している（入試

広報部作成：資料２－１－１）。

また、オープンキャンパスや入試説明会において、教員志望の入学希望者とその

保護者等に対して、教師教育リサーチセンターが本学の教員養成の取り組みや実績

等について説明する機会を設けている。配布資料の中にも、「先生になろう！スタ

ートブック」（入試広報部作成：資料２－１－２）があり、教職に興味、関心のあ

る入学希望者に本学の教職課程への取り組みを紹介し、教員志望者の確保につとめ

ている。また、教職を目指す学生に対して、教職課程に特化した入試制度もある。 

教職課程受講希望者については、１年生の春学期にガイダンスを実施し、登録を

したうえで教職課程履修が開始される（資料２－１－３）。例年 550～600 名が希

望し、最終的に教員免許状を取得する学生は、500～550 名程となる。教職課程受

講については、最初のガイダンスへの出席以外は特別な条件は設けておらず、人数

の制限もしていないが、受講を継続するための条件を学部学科ごとに定め、その内

容を『教職課程受講ガイド』（資料⑦）に記載している。受講継続条件には、担保

されるべき累積 GPA 基準が示されており、各学部学科の特性により多少の違いは

あるが、修得済みである科目や、取得しておく資格や検定が明確に示されている。

それらの条件について、各学部学科の会議により一人一人の学生について特定の期

末や年度末に確認が行われ、教職課程の受講継続について厳密に可否判定が行われ

る。

〔優れた取組〕

・教職課程受講希望者の入試制度（資料２－１－４～２－１－５）

東京・千葉・埼玉・神奈川（1 都 3 県）の高等学校または中等教育学校を卒業見
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込みで、教員を目指す受験生を対象にした『首都圏教員養成総合型入学審査』と先

の 1 都 3 県以外の高等学校または中等教育学校を卒業見込みで、教員を目指す受

験生を対象にした『地域創生教員養成入学試験』の教員志望者に特化した 2 つの選

抜制度がある。また、教育学部教育学科はもとより、文学部の国語教育学科、英語

教育学科といった学科名称は、教員志望の受験生にとってもわかりやすい学部学科

組織になっている。農学部、工学部には、それぞれ、理科教員養成プログラム、数

学教員養成プログラムを設置し、教員志望者はこの区分で受験をすることなってい

る。ただし、このプログラムで入学しなかった場合でも、申し出により教職課程を

受講することも可能である。

教員志望者は、中学卒業時等、比較的早い時期から教員を志望する意思が強い傾

向があるため、2023 年度より高校 1・2 年生を対象とした「はじめてガイダンス」

を実施した（資料２－１－６）。

また、令和６年度には教員志望者に特化した「先生になるため」ガイダンスを新

たに開催し、さらなる広報強化を果たした（資料２－１－７）。

・4 年間を通した教職課程指導・支援体制（資料１－２－１）

教職課程を受講する大半の学生は、高等学校での進路決定時に「教師になりたい」

と強い意志を持って大学を選択している。そのため、教職に就きたいという大学入

学時のモチベーションを持続させるためには、1 年生からの教職課程支援が必要不

可欠であり、そこから大学 4 年間を通した教職課程受講支援プログラム（資料１－

１－３～４）が重要であるととらえ、一貫した学生指導・支援を行っている。各学

年の目標は、1 年生：教職の意義と基礎理論を学ぶ、2 年生：指導法の基礎を学ぶ、

3 年生：教科・教職の専門性と実践力を養う、4 年生：実践と応用、総まとめ、と

しており、それぞれの学年の目標に応じたプログラムとなっている。

〔改善の方向性・課題〕

教職課程履修学生の 25～30％の教員免許の取得のみを希望する学生に対する指

導については、常に課題としてとらえている。また、現在のところ教職課程におけ
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る受講人数の制限について、特に検討してはいないが、本学における適正な人数に

ついて検討してみたい。

入試制度と教員採用試験名簿登載率の関係についても、今後詳細に分析していき

たい。

＜根拠となる資料・データ等＞

・資料２－１－１：アドミッション・ポリシー2025

・資料２－１－２：先生になろう！スタートブック 2025

・資料２－１－３：令和 6 年度教職課程受講ガイダンス資料

・資料２－１－４：玉川大学 2025 年度 大学案内（抜粋）

・資料２－１－５：玉川大学 2025 年度 入試ガイド（抜粋）

・資料２－１－６：高校１・２年生対象「はじめてガイダンス」

・資料２－１－７：「先生になるため」ガイダンス

基準項目２－２ 教職へのキャリア支援 

〔現状〕

本学のキャリア支援は、一般企業・公務員についてはキャリアセンターが担い、

教員・保育士就職については教師教育リサーチセンターが担っている（資料２－２

－１）。学生の中には当初は教員就職を目指していたが、途中から進路変更をする

場合もあるが、その場合には、教師教育リサーチセンターとキャリアセンターが連

携・情報共有を図りながら、学生指導に当たっている。

教員就職支援については、前述の教職課程受講支援プログラムに基づき大学のカ

リキュラムとの関連も踏まえながら、各種ガイダンス、学外実習（ボランティア、

インターンシップ等）、教員採用試験対策（論作文・面接を中心に）等を行ってい

る。希望する学生には校長・教育行政職を経験した客員教員による個別相談も対応

している。
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〔優れた取組〕

・教職課程受講支援プログラム（資料⑧、資料１－１－４、資料１－２－１）

本プログラムは教職課程を受講している学生の、資質と能力の向上のための要素

と、教員就職支援のための講座等の要素を持っている。キャリア支援における教員

採用試験対策では、ガイダンス、教員採用模擬試験、面接・論作文対策等が行われ

ている。指導にあたっては、教職サポートルーム客員教員が中心となって行い、学

科の教員とも連携している。また、学生指導に際しては、学生の取得見込みの免許

種や就職を希望する自治体により、教職サポートルーム客員教員の専門教科や元勤

務していた地域（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、横浜市、川崎市、相模原市）

をふまえて、最も適切な指導ができるよう、担当学生の割り振りを行っている。

・教師教育リサーチセンター編「論作文＆面接対策」（資料２－２－２）

採用試験対策において重要となる、論作文指導や面接指導（含む模擬授業、実技

指導、集団討議等）については、長きにわたり教職サポートルーム客員教員が工夫

しながら対応してきた。その集大成として、『論作文＆面接対策』（時事通信出版局）

を出版した。当テキストは最新の教育事情のデータに差し替え、教員採用試験の出

題傾向を調査して毎年内容を精査して改訂を行い、学生指導の際のテキストとして

使用している。教職課程受講者 2 年生全員に配付し、3 年時には、最新のものを再

配布している（初版は 2018 年度版。現在は 2026 年度版〈ISBN978-4-7887-1978-

1〉まで刊行済み）。 

・教員採用試験合格者への特別講座の実施

神奈川県・横浜市・川崎市においては教員採用試験の早期化に伴い、3 年次のう

ちに合格内定を出すようになった。該当者は 4 年次の 1 年間を有効に過ごすため

に一部自治体で実施される研修に加え、本学内においても校長・教育行政職を経験

した客員教員により特別講座を開催した（資料１－１－３）。

4 年次受験で合格した学生対象には、従来より現場で活躍する卒業生による特別

講話を年末年始にかけて実施している。

16



玉川大学 基準領域２ 

・大学院への進学

進路の一つとして、大学院への進学も考えられる。本学には、教育学研究科、教

職大学院、文・農・工学研究科があり、各研究科で専修免許の取得も可能となって

いる。教育学研究科には、「教師教育学コース」もあり、教員養成を行う課程を担

当できる大学教員の養成も行っている。

〔改善の方向性・課題〕

学生指導にあたって、意欲や適性を欠く学生への指導は大きな課題といえる。特

に、指導の内容が進路変更を伴う場合、その指導の方法や事後支援については最重

要課題といえる。令和６年度入学生より適用となった「教育実習の在り方の見直し」

による学校での多様な体験活動による理論と実践の往還による実践指導力の育成・

向上（資料⑨）は、この課題解決に向けた一つの可能性が示されるものと期待して

いる。

教職課程受講支援プログラムにおけるキャリア支援については、学部生を中心に

組み立てられているため、通信教育課程の学生および大学院生への教員採用試験対

策は、時期、回数等が限定されたものとなっており、全学体制での教職へのキャリ

ア支援上の課題としてとらえている。このことについては、教職課程受講支援プロ

グラム見直しの際の課題としており、通学課程、通信教育課程、大学院を含めたプ

ログラムの検討を行うこととしている。

また、大学院への進学者は多くないが、高い専門性を備えた教員の養成を考える

と、大学院進学を含めたキャリア支援を検討する必要がある。

さらに、卒業生との連携も「教師・保育者の集い」を 1 回実施したが（資料２－

２－３）、参加者も十数名と参加者も決して多くはなく、引き続きの課題としてと

らえている。教員採用試験に不合格であった卒業生の就職支援や、教員として働く

卒業生の組織を構築することも必要ととらえている。

＜根拠となる資料・データ等＞

・資料２－２－１：令和 6 年度就職状況のまとめ（抜粋）
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・資料２－２－２：教師教育リサーチセンター編「論作文＆面接対策」（表紙）

・資料２－２－３：第 7 回教師・保育者の集い
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基準領域３ 適切な教職課程カリキュラム 

基準項目 ３－１ 教職課程カリキュラムの編成・実施 

〔現状〕 

本学では全学的に 2013（平成 25）年度入学生より、半期に履修できる単位数を

16 単位に制限している。教職課程の全科目もその例外ではない。こうしたことか

ら教職の科目もすべてその学部・学科の卒業単位に含まれている。半期に履修でき

る上限単位を設定することで、予習や復習に充てる時間を確保し、教員養成におけ

る単位の実質化に取り組んでいる（資料⑥）。

授業内容については、教職課程コアカリキュラムに対応した教職課程カリキュラ

ムを提供し、教員免許取得に必要な科目はすべて、教師教育リサーチセンターがシ

ラバスのチェックを行い、課程認定との整合性を精査し、問題の有無などを確認し

ている。

また、教員免許取得に必要な科目において、やむを得ず担当教員が変更になる場

合も、該当教員の研究業績に関して、教師教育リサーチセンターが確認し、相応の

業績がないと認められる場合には、担当教員を変更するようにしている。

さらに、学校現場で異なる校種の免許を複数取得していることが求められている

ことから、本学では、主たる免許状に加えて小学校教諭二種免許状、中学校教諭二

種免許状を卒業時に取得できるプログラムを実施している（資料⑧）。

〔優れた取組〕

・カリキュラムの特徴（資料１－２－１）

本学のカリキュラムは、教養豊かな幅広い知識を持ち、基礎学力の堅固な基盤と

高度な専門能力を持った人を育成するために、ユニバーシティ・スタンダード科目

と学科科目群で構成されている。ユニバーシティ・スタンダード科目は、学士課程

教育において基礎、基盤をつくるとともに、より高次な専門教育に移行するための

重要な役割を果たしている。教員免許状取得に必要な科目は、この中の教職関連科

目群として開設されている。学科科目群は、導入科目群、発展科目群、専攻科目群

に区分され、学修進度に合わせて順に履修できるように開設されている。学生にと
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っては所属する学科の専門の学修を行い、さらには、教師としての資質能力を身に

着けていくために、教職に関する専門の学修を両立して進めている。

・教員養成の質保証に向けた学科の設置と教員養成プログラムの開設（資料②）

教育学部はもとより、それ以外の学部の中に、教員養成を主とした学科を設置した。

このことにより、教職科目と教科科目が相互補完されて学修することができる。

文学部国語教育学科

文学部英語教育学科

教員養成プログラムにより、教員に必要な基礎科目の学修や、専門教科に応じ

た科目の学修に取り組み、教員になるための基盤を創り上げる。

農学部生産農学科  理科教員養成プログラム

工学部情報通信工学科、ソフトウェアサイエンス学科、マネジメントサイエン

ス学科、デザインサイエンス学科

数学教員養成プログラム

・理論と実践の往還を重視したカリキュラムへの転換

理論と実践の往還を重視した取り組みについて検討をすすめ、「教育実習」等の

在り方を見直し、学校体験活動の積極的な活用を令和 6 年度入学生から実施した。

また、「介護等体験」は特別支援学級を設置する学校での実施とする取り組みを令

和 6 年度より開始した（資料⑨）。この取り組みについては、教師教育リサーチセ

ンター教員の共同研究により検証する予定

・ICT を活用した授業力の強化

ICT を活用した授業力については、令和 4 年度入学生より「ICT 活用の理論と実

践」として従来の２単位科目「教育の方法と技術」から独立した 1 単位科目を新設

した。また授業以外にも ICT 関係の講座を開設し、単位修得後にも ICT 活用の意

識を継続できる仕掛けとして位置づけた

・ダブル免許プログラム（資料⑦～⑧）

教育学部以外の学部・学科でも、それぞれの専門性を生かした各教科の中学校・
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高等学校教諭一種免許状が取得できるが、通常学期ではない長期休業期間に設けら

れた特別学期（サマーセッション、ウィンターセッション）に科目を開講し、卒業

と同時に小学校教諭二種免許状を取得することができるプログラムがある。

また、教育学科においては、小学校教諭一種免許状に加え、教育学科では別の学

科で課程認定を受けている教科の中学校教諭二種免許状を取得できるプログラム

を有している。

このプログラムにより、複数免許状を取得することが可能となり、高度な専門性

を有する小学校教員や、隣接し接続する小学校教育を理解する中学校教員の養成も

行っている。

・大学院での教職課程の充実

教育学研究科以外の研究科においても、専修免許状が取得できるが、教科におけ

る専門性の修得だけではなく、教職の専門性を高める科目として「教育内容・方法

学研究」、「教育制度学研究」、「教育実践学研究」の 3 科目を導入し、専修免許状の

質の保証を図っている。これらの科目は、各研究科での修士の学位の授与条件とし

て、必修科目と位置づけている。

また、教育学研究科においては、「教師教育学研究コース」を設置し、大学・

大学院教職課程専任教員、教職大学院専任教員、教師教育学研究者の養成にも取

り組んでいる。

令和 6 年度には、大学院の奨学金返還免除となる施策に基づき、大学院生が

30 時間以上学校現場実習を実施する 1 単位科目「教職特別実習」を新設し、令和

７年度からの対応を可能とした（資料③、資料３－１－３）。 

〔改善の方向性・課題〕

理論と実践の往還を重視したカリキュラムへの転換においては、1 年次から 4 年

次まで毎年断続的に学校現場で実習する取り組みとして開始したが、理論の学びを

どの科目で実施するかを具体化する点が課題として残っている。例えば、1 年次の

「学校体験活動Ａ」を「教職概論」、2 年次の「介護等体験」を「特別支援教育」、
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3 年次の「学校体験活動 B」を「教育課程編成論」や各教科の指導法のどの回で実

践と結びつけるかを明確にしていく検討を進める。

また、ICT の活用についても、1～2 年次に学んだ内容を各教科の指導法へ接続

していくことが重要だが、現時点では科目担当教員まかせとなっている。シラバス

やコアカリキュラムで明確に規定し、対応を求めていくことが課題となっている。 

さらには、教職課程科目のカリキュラム・ツリーやカリキュラム・ポリシーを策

定し、各学科の履修モデルに位置づけていくことも大きな課題である。

＜根拠となる資料・データ等＞

・資料３－１－１：全国私立大学教職課程協会第 43 回研究大会報告資料

・資料３－１－２：「ICT 活用の理論と実践」コアカリキュラム

・資料３－１－３：「教職特別実習」の新設
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基準項目  ３－２ 実践的指導力育成と地域との連携 

〔現状〕

実践的指導力を養成するための取り組みの第一歩として、教職課程受講の 1 年生

全員に参観実習を実施している。今までは児童・生徒の視点で学校活動を経験し、

教師の仕事を見て、教師になろうと考えてきたが、この参観実習では、教える立場、

教師の視点で学校の 1 日を体験し、学生の教育現場への理解を深め、教職に対する

自覚を促し、進路選択の機会を与えることを目的として実施している。さらに、秋

学期に実施する「学校体験活動Ａ」、2 年次の特別支援学級を設置する学校にて実

施する「介護等体験」、3 年次の教育実習事前指導および「学校体験活動Ｂ」、4 年

次の教育実習に生かしていくことも期待している。

また、本学においては教育実践の質的充実を図り、地域との連携も踏まえて、各

地域の教育委員会・校長会と密接な連携のもと、教育実習協議会を実施し、意見交

換や情報交換を行っている。本学の学生の状況や、教育現場が求める教師像を軸と

した教育実習生への大学と実習校双方の指導の在り方等について協議を行い、情報

を共有し、教員養成における学生指導の充実に努めている。

〔優れた取組〕

・参観実習の実施（資料３－２－１）

近隣の教育委員会や校長会にお願いし、その管轄下の公立小学校・中学校で受け

入れ校を決めていたうえで、1 校あたり 5 名程度の学生が登校時から下校までの終

日参観を行う。なお、それに際し、複数回の事前指導とガイダンスを行い、また受

け入れ校との連絡、確認なども全て学生が行う。時期は 10 月中旬（教育学部は 6

月中旬）で、当日は教員 1 名が引率する。令和 6 年度の参観実習受け入れ校は、幼

稚園・保育園 18 園、小学校 31 校、中学校 63 校（春：30 校、秋：33 校）小中一

貫校 1 校にのぼる。参観実習の実際の流れの概略は、 

 事前指導 ⇒ プロフィール文書作成 ⇒ 参観実習受け入れ校との事前打ち

合わせ ⇒ 参観実習当日 ⇒ 報告書の作成 となっている。

・教育委員会への表敬訪問
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 近隣の教育委員会へは年度初めに毎年表敬訪問を実施している。例年は、神奈川

県、横浜市、川崎市、千葉県、千葉市、埼玉県、さいたま市を対象としているが、

令和 5 年度から 6 年度にかけては新たな取り組みによる学生受け入れを依頼する

こともあり、東京都は近隣の町田市、稲城市、狛江市、神奈川県は多くの市町村の

教育長に面会を申し入れ、概要説明のうえ依頼を進めた。

・教育実習協議会の実施（資料３－２－２）

横浜市、川崎市、相模原市、町田市において、教育実習を受け入れていただいた

学校に、教育実習に関するアンケートを実施している。内容としては、教育実習生

に対する大学の指導について、教育実習に臨む学生の態度・姿勢について、大学へ

の要望について確認している。アンケート内容を市ごとにまとめ、その資料を基に、

校長会の代表者との協議会を実施している。アンケートの内容のみならず、教育実

習生の最近の特徴や、養成大学に臨むこと等について意見交換を行い、必要に応じ

て翌年の事前指導に反映させるなどの対応を行っている。

また、幼稚園や保育所との実習協議会については、実習園、実習保育所を中心に、

免許・資格の認定を持つ教育学部を中心に開催している。

なお、介護等体験の協議会も受け入れ施設や学校と同様に開催していたが、令和

5 年度まではコロナ禍により、現場での介護等体験を代替措置で対応したため、協

議会も行わなかった。令和 6 年度より介護等体験は特別支援学級を設置する学校に

おける実施に変更したため、教育実習に関する協議会で取り扱う話題とし、この会

の役割を終えた。

・教師教育フォーラム・教職課程 FD・SD 研修会におけるシンポジストの依頼

令和 6 年度は「教師教育フォーラム」において「教員不足解消のための教員確保

と大学の教員養成改革」をテーマに掲げ、東京都・神奈川県・横浜市の教育委員会

より要職に就く方をシンポジストとしてお招きした。

また、前年度までは教師教育リサーチセンター独自に開催していた教職課程 FD・

SD 研修会は、令和 6 年度より大学全体の「大学教育力研修」の分科会に位置づけ
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を変えたが、「新たな取り組み『学校体験活動Ａ』『介護等体験』の初年度振り返り」

のテーマで教職課程に特化した内容でワークショップを行った。こちらは町田市・

横浜市・川崎市・相模原市の校長をお招きし、学校現場において新たな取り組みが

どのように受け止められているかを確認した。

〔改善の方向性・課題〕

教育実習において、遠方の実習校への訪問指導を割愛する場合がある。

学校体験活動については、授業の空き時間が課題となっていたが、令和 6 年度か

らは各学科の授業時間割を調整し、空き時間を確保して、1 年次から学校体験活動

を新たに単位化することによって、教育実習の在り方を見直し、各学年において必

ず学校体験活動を実施することができるよう体制を整えた（資料⑨）。

教育実習指導を充実させるために、令和 5 年度より遠方地域においても校長を経

験した客員教員の採用を開始したが、学生 1 名のみの地域の対応については課題と

なっている。また、通信教育課程学生の教育実習もいずれ 100％の訪問指導対応を

目指しているが、通学課程のために採用した教員のみでは対応困難な地域も出てく

るため、教員採用計画の見直しが必要となっている。

地域連携においては、必要に応じて各自治体との包括協定を締結する交渉も進め

ている。

＜根拠となる資料・データ等＞

・資料３－２－１：私立大学の特色ある教職課程事例集Ⅴ（抜粋）

・資料３－２－２：私立大学の特色ある教職課程事例集Ⅲ（抜粋）
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玉川大学 

Ⅲ．総合評価（全体を通じた自己評価）

令和 6 年度は年度当初に計画した事業については、おおむね予定通りに実行で

きた。学生への指導・支援については、教師教育リサーチセンターを中心に各学

部・学科の教員と連携を取りながら、また、教育委員会、学校現場との連携も図

りながら、より質の高い教員養成と、より多くの教員就職ができるよう対応し

た。教員採用試験結果において、過去最高の名簿登載率となったことに鑑みて、

学生への指導・支援が適切に行われたものと判断できる。

しかしながら、基準領域それぞれに課題はあり、今後も一つ一つの課題に対し

て、具体的な検討をしながら、より質の高い教員養成に向けて取り組んでいきた

い。また、文部科学省答申、通知等について、本学の教員養成の現状を踏まえな

がらその内容を精査し、引き続き改革・改善ができるものから対応していきたい

と考えている。

教師教育リサーチセンターの実施する事業については、令和 6 年度事業報告書

（教師教育リサーチセンター）として学長の承認を得ている。教職課程運営につ

いては、教職課程委員会での審議事項を中心としてまとめ、2024 年度自己点

検・評価結果・改善計画 報告書および 2024 年度分科会部会開催状況として教育

研究活動等点検調査委員会に提出し、学長の承認を得ている。

本報告書については、上記の内容をもとに教師教育リサーチセンターが点検を

行い、報告書として取りまとめたものである。
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玉川大学 

Ⅳ 「教職課程自己点検・評価報告書」作成プロセス 

教師教育リサーチセンターの実施する事業については、「令和 6 年度事業報告

書」（教師教育リサーチセンター）として理事長・学長の承認を得ている。教職

課程運営については、教職課程委員会での審議事項を中心としてまとめ、2024

年度自己点検・評価結果・改善計画 報告書および 2024 年度分科会部会開催状況

として教育研究活動等点検調査委員会に提出し、理事長・学長の承認を得てい

る。

また、大学部長会・大学院研究科長会にて作成プロセスの周知を図り、本報告

書の内容確認を可能とするスケジュールを提示、全学で共有する仕組みを構築し

た。

本報告書については、上記の内容をもとに、全国私立大学教職課程協会『「教

職課程自己点検・評価報告書」作成の手引き 令和 6 年度版』（改訂版）に基づ

き、教師教育リサーチセンターが点検を行い、報告書として取りまとめたもので

ある。
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令和５年４月より募集停止

収益事業部門 営 業 課

購 買 部

情 報 ・ 調 査 課
広 報 課
秘 書 課

玉川アスレチック・デパートメント

出 版 部 編 集 課

教 職 員 相 談 室
法 人 部 門

経 理 部

保 健 セ ン タ ー 健 康 院

学 友 会 事 務 部

教 育 情 報 ・ 企 画 部 Ｅ Ｑ Ａ 課

総 務 部 総 務 課
管 財 課
情 報 基 盤 シ ス テ ム 課

人 事 部 人 事 課

図 書 ・ 情 報 活 用 推 進 室

初 等 中 等 教 育 支 援 機 関 学 園 教 学 部 学 園 教 学 課
学 園 入 試 広 報 課
生 徒 相 談 室

中 学 部
高 等 部

初 等 中 等 教 育 附 置 機 関 ア カ デ ミ ッ ク サ ポ ー ト セ ン タ ー E S 推 進 室

学 園 ⻑ 副 学 園 ⻑ 玉 川 学 園 初 等 中 等 教 育 機 関 幼 稚 部
小 学 部

継 続 学 習 セ ン タ ー

共 通 教 育 附 置 機 関 国 際 教 育 セ ン タ ー 国 際 教 育 戦 略 課
大 学 国 際 教 育 課
Ｋ − 12 国 際 教 育 課

学 生 相 談 室

入 試 広 報 部 入 試 課
入 試 広 報 課

キ ャ リ ア セ ン タ ー

学 務 課
授 業 運 営 課

研 究 推 進 事 業 部 研 究 推 進 課
知 財 戦 略 課

学 生 支 援 セ ン タ ー 学 生 支 援 課

教 員 研 修 室

Ｅ Ｌ Ｆ セ ン タ ー

Ｔ Ａ Ｐ セ ン タ ー

Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 研 究 セ ン タ ー

高 等 教 育 支 援 機 関 教 学 部 教 務 課

先 端 知 能 ・ ロ ボ ッ ト 研 究 セ ン タ ー
（ AIBot 研 究 セ ン タ ー ）

評 議 員 会 量 子 情 報 科 学 研 究 所 量 子 情 報 数 理 研 究 セ ン タ ー
超 高 速 量 子 通 信 研 究 セ ン タ ー

教 師 教 育 リ サ ー チ セ ン タ ー 教 職 課 程 支 援 室

高 等 教 育 開 発 セ ン タ ー

理 事 会 理 事 ⻑ 脳 科 学 研 究 所 脳 シ ス テ ム 研 究 セ ン タ ー
脳 ・ 心 ・ 社 会 融 合 研 究 セ ン タ ー

ミ ツ バ チ 科 学 研 究 セ ン タ ー
生 物 機 能 開 発 研 究 セ ン タ ー

常 任 会 監 査 室 菌 学 応 用 研 究 セ ン タ ー
人 文 科 学 研 究 セ ン タ ー

観 光 学 部 観 光 学 科

高 等 教 育 附 置 機 関 教 育 学 術 情 報 図 書 館

教 育 博 物 館

学 術 研 究 所 Ｋ - １ ６ 一 貫 教 育 研 究 セ ン タ ー

メ デ ィ ア ・ デ ザ イ ン 学 科 令和３年４月より募集停止
芸 術 教 育 学 科 令和３年４月より募集停止

リ ベ ラ ル ア ー ツ 学 部 リ ベ ラ ル ア ー ツ 学 科

芸 術 学 部 音 楽 学 科
ア ー ト ・ デ ザ イ ン 学 科
演 劇 ・ 舞 踊 学 科
パ フ ォ ー ミ ン グ ・ ア ー ツ 学 科 令和３年４月より募集停止

通 信 教 育 課 程
乳 幼 児 発 達 学 科

全 人 教 育 研 究 セ ン タ ー
健 康 教 育 研 究 セ ン タ ー
デ ン マ ー ク ･ オ レ ロ ッ プ
高 等 体 操 学 校 東 洋 分 校

マ ネ ジ メ ン ト サ イ エ ン ス 学 科

エ ン ジ ニ ア リ ン グ デ ザ イ ン 学 科

経 営 学 部 国 際 経 営 学 科

教 育 学 部 教 育 学 科

環 境 農 学 科
先 端 食 農 学 科

農 産 研 究 セ ン タ ー

工 学 部 情 報 通 信 工 学 科
ソ フ ト ウ ェ ア サ イ エ ン ス 学 科

デ ザ イ ン サ イ エ ン ス 学 科

芸 術 専 攻 科 芸 術 専 攻

文 学 部 国 語 教 育 学 科
英 語 教 育 学 科

学 ⻑ 玉 川 大 学 農 学 部 生 産 農 学 科

教職専攻専門職学位課程 ( 教職大学院）

大 学 院 脳 科 学 研 究 科 心 の 科 学 専 攻 修 士 課 程
脳 科 学 専 攻 博 士 課 程 後 期

資 源 生 物 学 専 攻 博 士 課 程 後 期

大 学 院 工 学 研 究 科 機 械 工 学 専 攻 修 士 課 程
電 子 情 報 工 学 専 攻 修 士 課 程
シ ス テ ム 科 学 専 攻 博 士 課 程 後 期

大 学 院 マ ネ ジ メ ン ト 研 究 科 マ ネ ジ メ ン ト 専 攻 修 士 課 程

学校法人玉川学園組織機構図（令和6年4月1日施行）
高 等 教 育 機 関 大 学 院 文 学 研 究 科 人 間 学 専 攻 修 士 課 程

英 語 教 育 専 攻 修 士 課 程

大 学 院 農 学 研 究 科 資 源 生 物 学 専 攻 修 士 課 程

大 学 院 教 育 学 研 究 科 教 育 学 専 攻 修 士 課 程

990736
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○玉川大学教師教育リサーチセンター規程 

平成18年４月１日制定 

改正 

平成21年４月１日 

平成24年４月１日 

平成27年４月１日 

令和５年４月１日 

玉川大学教師教育リサーチセンター規程 

（趣旨） 

第１条 玉川大学学則第61条に基づき、玉川大学教師教育リサーチセンター（以下「本センター」と

いう。）の運営について、本規程を定める。 

（目的） 

第２条 本センターは、教職に関する専門的研究（以下「本研究」という。）を行い、国内外の諸研

究・教育機関等と連携を密にし、玉川大学における教員養成等の充実を図ることを目的とする。さ

らに研究活動の成果を生かして、玉川大学に共通する教育職員免許状・資格の取得支援、教職に係

る就職支援を推進することを目的とする。 

（事業） 

第３条 本センターは、本研究・支援の目的を達成するために、教員研修室及び教職課程支援室を置

き、次の事業を行う。 

(１) 教職の専門的・総合的研究に関する事項 

(２) 教職のＦＤ・ＳＤ研修に関する事項 

(３) 教職課程（教育実習、保育実習、介護等体験、学校体験活動等）に関する事項 

(４) 教育職員免許状取得に関する事項 

(５) 保育士、学校図書館司書教諭、図書館司書、社会教育主事・社会教育士、学芸員の資格取得

に伴う学生対応に関する事項 

(６) 教員免許の許認可（大学院を含む。）に関する事項 

(７) 教員・保育士希望者の就職支援及びキャリアデザイン支援に関する事項 

(８) 教職課程委員会に関する事項 

(９) 現職教員及び教育委員会等との連携研修等に関する事項 

(10) その他本センターに関する事項 

（重要事項） 

第４条 本センターの基本方針、事業計画の改正等に係る重要事項は、大学部長会の議を経て、学長

の承認をうけなければならない。 

（組織） 

第５条 本センターは、次の教職員をもって構成する。 

センター長、教授、准教授、講師、助教、研究員、事務職員 

２ 教職員は専任、兼担及び兼任（非常勤）とする。 

３ 本センターは、必要に応じて、国内外の諸研究・教育機関等からの推薦のあった者、本センター

が招聘する者等を客員教員として受け入れることができる。 

（センター長） 

第６条 センター長は、本センターの教育研究活動及び諸事業を統括する。 

２ 本センターは、必要に応じて副センター長を置くことができる。副センター長は、センター長を

補佐し、センター長の命を受けた業務を代行する。 

３ センター長の任期は２か年とし、再任を妨げない。 

（研究費） 

第７条 本センターの研究費は、本センター予算及び受託研究費等によるものとする。 

（教職課程受講料） 

第８条 本センターでは、教育職員免許状・資格の取得支援、教職に係る就職支援を推進するための

経費として、学生より教職課程受講料を徴収する。 

990736
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２ 教職課程受講料の詳細については、別に定める教職課程履修規則による。 

（委員会） 

第９条 本センターに、玉川大学教授会等運営規程第５条に基づき教職課程委員会を置く。 

２ 教職課程委員会に関する事項は、別に定める玉川大学教授会等運営規程による。 
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○学校法人玉川学園組織規程 

平成10年４月１日制定 

改正 

平成11年４月１日 

平成12年４月１日 

平成13年４月１日 

平成14年４月１日 

平成15年４月１日 

平成16年４月１日 

平成17年４月１日 

平成18年４月１日 

平成19年４月１日 

平成20年４月１日 

平成21年４月１日 

平成21年11月１日 

平成22年４月１日 

平成23年４月１日 

平成24年４月１日 

平成25年４月１日 

平成26年４月１日 

平成27年４月１日 

平成28年４月１日 

平成29年４月１日 

平成30年４月１日 

平成31年４月１日 

令和２年４月１日 

令和３年４月１日 

令和４年４月１日 

令和５年４月１日 

学校法人玉川学園組織規程 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、学校法人玉川学園（以下「本法人」という。）寄附行為第４条に定める設置す

る学校の教育、研究の充実及び組織の円滑かつ能率的な運営を図ることを目的とする。 

２ 本規程は、諸規程の特別の定めがある場合を除き全ての本法人の教員及び職員に適用する。 

（構成） 

第２条 本法人の組織は、次の各号に定める。 

(１) 教育・研究に関する組織を、高等教育機関及び高等教育附置機関、初等中等教育機関及び初

等中等教育附置機関、共通教育附置機関で構成する。 

(２) 事務に関する組織は、高等教育支援機関、初等中等教育支援機関、法人部門で構成する。 

(３) 収益事業に関する組織として収益事業部門を置く。 

２ 前項の組織の他に理事長の直轄機関として、監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デ

パートメントを置く。 

（教員及び職員） 

第３条 本法人に専任の教員及び職員を置く。 

２ 前項のほか、必要に応じて顧問、客員教員、嘱託教員及び職員、臨時職員及び非常勤教員及び職

員を置くことができる。 

（教員及び職員の任免） 

第４条 教員及び職員の任免は、諸規程に別段の定めのある場合のほかは、常任会の議を経て理事長
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がこれを行う。 

（定義） 

第５条 この規程において次の各号に掲げる者は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 高等教育機関及び高等教育附置機関の教員は、教授、准教授、講師、助教、助手及び研究員

をいう。 

(２) 初等中等教育機関及び初等中等教育附置機関の教員は、教諭、養護教諭、講師及び研究員を

いう。 

(３) 共通教育附置機関の教員は、前第１号及び２号による 

(４) 職員は、事務職員（司書、学芸員を含む。）、技術指導員、技術職員、指導員、実習助手を

いう。 

(５) シニアスタッフは、教員及び職員のうち、特定分野について見識を有する専門職者をいう。 

２ この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 分掌 組織単位に与えられた個別業務の範囲をいう。 

(２) 職制 系統的に編成された業務の単位として各人が配置された地位をいう。 

(３) 職務 特定職制の行う業務の具体的な内容を個別的に明らかにしたものをいう。 

(４) 任免 任命及び免職することをいう。 

(５) 任命 職を命じることをいう。 

(６) 補職 特定の職に就けることをいう。 

(７) 免職 職を解くことをいう。 

(８) 任用 期間を定め特定の職に就けることをいう。 

(９) 統督 組織をまとめ指揮監督することをいう。 

(10) 統括 自己の所管する事項を総合的にまとめることをいう。 

(11) 管掌 自己の管轄する事項を責任・権限で管理することをいう。 

第２章 高等教育機関・高等教育附置機関 

（組織） 

第６条 高等教育機関及び高等教育附置機関は、次の各号に定めるものとし、教員、技術指導員、技

術職員、指導員及び事務職員をもって構成する。 

(１) 高等教育機関 

玉川大学（大学院・専攻科を含む。） 

(２) 高等教育附置機関 

玉川大学教育学術情報図書館 

玉川大学小原國芳記念教育博物館 

玉川大学学術研究所 

玉川大学脳科学研究所 

玉川大学量子情報科学研究所 

玉川大学教師教育リサーチセンター 

玉川大学国際教育センター 

玉川大学ＥＬＦセンター 

玉川大学ＴＡＰセンター 

ＩＣＴ教育研究センター 

（副学長） 

第７条 大学に副学長を置くことができる。 

（学部長及び副学部長） 

第８条 大学の各部に学部長を置く。 

２ 学部長は、学長の命を受けて各学部の教育及び研究に関する事項を統括し、所属する教員を管掌

する。 

３ 副学部長は、理事長が必要と認めたとき、置くことができる。 

４ 副学部長は、学長の命を受けて学部長を補佐する。 

５ 副学部長は、学部長の命を受けた事項を担当する。 

（研究科長） 
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第９条 大学院の各研究科に研究科長を置く。 

２ 研究科長は、学長の命を受けて研究科の教育及び研究に関する事項を統括し、所属する教員を管

掌する。 

（主任、副主任、センター長、副センター長） 

第10条 大学の学部及び大学院研究科の専攻に主任を、学部のセンターにセンター長を置く。 

２ 学部の主任は、学部長及び副学部長を補佐し、学部及び学科の運営を担当する。研究科の専攻の

主任は、研究科長を補佐し、専攻の運営を担当する。学部のセンター長は、学部長及び副学部長を

補佐し、センターの運営を担当する。 

３ 主任及びセンター長の空席がある場合には、主任代理及びセンター長代理を置く。 

４ 主任代理は、主任職を代行し、センター長代理はセンター長職を代行する。 

５ 副主任、副センター長を必要に応じて置くことができる。 

６ 副主任は学部長の命を受けて主任を、副センター長は学部長の命を受けてセンター長を補佐する。 

７ 副主任は主任の、副センター長はセンター長の命を受けた事項を担当する。 

（高等教育附置機関の長） 

第11条 高等教育附置機関に館長、所長、センター長を置く。 

２ 各部署の長は、学長の命を受けて所管する事項を統括し、所属する教員及び職員を管掌する。 

３ 館長、所長、センター長の空席がある場合には、館長代理、所長代理、センター長代理を置く。 

４ 館長代理、所長代理、センター長代理は、館長職、所長職、センター長職を代行する。 

５ 副館長、副所長、副センター長を必要に応じて置くことができる。 

６ 副館長、副所長、副センター長は学長の命を受けて各部署の長を補佐する。 

７ 副館長、副所長、副センター長は、所属する部署の長の命を受けた事項を担当する。 

（高等教育附置機関の主任、副主任） 

第12条 高等教育附置機関に主任を置くことができる。 

２ 主任は、部署の長を補佐し、部署の運営を担当する。 

３ 主任の空席がある場合には、主任代理を置く。 

４ 主任代理は、主任職を代行する。 

５ 副主任を必要に応じて置くことができる。 

６ 副主任は、部署の長の命を受けて主任を補佐する。 

７ 副主任は、主任の命を受けた事項を担当する。 

（教員の補職） 

第13条 高等教育機関及び高等教育附置機関の教員の補職は、学長が行う。 

第３章 初等中等教育機関・初等中等教育附置機関 

（組織） 

第14条 初等中等教育機関及び初等中等教育附置機関は、次の各号に定めるものとし、教員、実習助

手及び事務職員をもって構成する。 

(１) 初等中等教育機関 

玉川学園高等部 

玉川学園中等部 

玉川学園小学部 

玉川学園幼稚部 

(２) 初等中等教育附置機関 

アカデミックサポートセンター 

（副学園長） 

第15条 高等部、中学部、小学部の副校長及び幼稚部の副園長として副学園長を置く。 

（学園教学部長） 

第16条 高等部、中学部、小学部の副校長職及び幼稚部の副園長職として、学園教学部長を置く。 

２ 学園教学部長は、学園長の命を受けて、初等中等教育機関に関する事項について統括する。 

３ 学園教学部長は、常任会において理事長が任命する。 

（部長・担当部長） 

第17条 初等中等教育機関（以下「各学校」という。）に教頭職として部長・担当部長を置く。 
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２ 部長・担当部長は、学園長及び副校長及び副学園長の命を受けて所属する各学校の教学に関する

事項を統括し、所属する教員を管掌する。 

３ 初等中等教育機関に教育部長を置き、各学校間の調整並びに園児、児童及び生徒の教育に関する

事項を統括する。 

（主任、副主任） 

第18条 各学校に主任を置く。 

２ 主任は、部長・担当部長を補佐し、教学等に関する事項を担当する。 

３ 主任の空席がある場合には、主任代理を置く。 

４ 主任代理は、主任職を代行する。 

５ 副主任を必要に応じて置くことができる。 

６ 副主任は、部長・担当部長の命を受けて主任を補佐する。 

７ 副主任は、主任の命を受けた事項を担当する。 

（初等中等教育附置機関の長） 

第19条 初等中等教育附置機関にセンター長を置く。 

２ センター長は、学園長の命を受けて所管する事項を統括し、所属する教員を管掌する。 

３ センター長の空席がある場合には、センター長代理を置く。 

４ センター長代理は、センター長職を代行する。 

５ 副センター長を必要に応じて置くことができる。 

６ 副センター長は、学園長の命を受けてセンター長を補佐する。 

７ 副センター長は、センター長の命を受けた事項を担当する。 

（教員の補職） 

第20条 初等中等教育機関及び初等中等教育附置機関の教員の補職は、学園長が行う。 

第４章 共通教育附置機関 

（組織） 

第21条 共通教育附置機関に国際教育センターを置き、教員及び事務職員を持って構成する。 

第５章 高等教育支援機関 

（高等教育支援機関） 

第22条 高等教育支援機関は、次の各号に定めるものとし、職員をもって構成する。 

(１) 教学部 

(２) 研究推進事業部 

(３) 学生支援センター 

(４) 入試広報部 

(５) キャリアセンター 

(６) 継続学習センター 

２ 必要に応じて教員を置くことができる。 

第６章 初等中等教育支援機関 

（初等中等教育支援機関） 

第23条 初等中等教育支援機関に、学園教学部を置き、教員及び職員をもって構成する。 

第７章 法人部門 

（法人部門） 

第24条 法人部門は、次の各号に定めるものとし、職員をもって構成する。 

(１) 総務部 

(２) 人事部 

(３) 経理部 

(４) 保健センター 健康院 

(５) 学友会事務部 

第８章 収益事業部門 

（収益事業部門） 

第25条 収益事業部門は、次の各号に定めるものとし、職員をもって構成する。 

(１) 出版部 
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(２) 購買部 

第９章 監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デパートメント 

（監査室） 

第26条 監査室は、本法人の監査に関して統括すると共に、コンプライアンスの意識向上に関する事

項を担当し、職員をもって構成する。 

（教育情報・企画部） 

第27条 教育情報・企画部は、本法人のより健全な経営基盤の整備、本法人のＩＲ（Ｉｎｓｔｉｔｕ

ｔｉｏｎａｌ Ｒｅｓｅａｒｃｈ）統合、及び教育の質保証に関する事項を担当し、職員をもって

構成する。 

２ 教育情報・企画部に、必要に応じ教員を置くことができる。 

３ 前項の教員は、本法人全体の視野に立ち、教育・支援・法人・収益の各機関及び部門の業務に関

する調査・研究等を行うと共に、理事長、担当理事の諮問事項及び特命事項を担当する。 

（玉川アスレチック・デパートメント） 

第28条 玉川アスレチック・デパートメントは、本法人のスポーツブランドの確立、学生・生徒・児

童・園児及び教職員のスポーツ振興に関する事項を担当し、教員及び職員をもって構成する。 

第10章 職制及び任命、職務 

（部署の長） 

第29条 共通教育附置機関、高等教育支援機関、初等中等教育支援機関、法人部門、収益事業部門及

び監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デパートメントに、部長、センター長、院長、

室長を置く。 

２ 各部署の長は、理事長の命を受けて所管する業務を統括し、所属する職員を管掌する。 

（シニアスタッフ） 

第30条 共通教育附置機関、高等教育支援機関、初等中等教育支援機関、法人部門、収益事業部門及

び監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デパートメントに必要に応じてシニアスタッフ

を置くことができる。 

２ シニアスタッフの職務は、次の各号による。 

(１) 指定された担当業務の調査・研究を行い、その経過及び結果について理事長、常勤の理事に

報告及び意見具申をする。 

(２) 理事長、常勤の理事の諮問事項について報告及び意見具申をする。 

(３) 各部署の長からの相談及び要請に基づいて助言及び支援を行うと共に、必要に応じて会議等

へ出席し、協議に参画する。 

(４) 理事長、常勤の理事からの特命事項を担当する。 

(５) その他各部署における業務を担当する。 

（次長） 

第31条 共通教育附置機関、高等教育附置機関、初等中等教育附置機関、高等教育支援機関、初等中

等教育支援機関、法人部門、収益事業部門及び監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デ

パートメントに、必要に応じて次長を置くことができる。 

２ 次長は、所属する部署の長を補佐し、その命を受けた業務を担当する。 

（課長、相談室長、担当課長〈業務担当〉） 

第32条 共通教育附置機関、高等教育附置機関、初等中等教育附置機関、高等教育支援機関、初等中

等教育支援機関、法人部門、収益事業部門及び監査室、教育情報・企画部、玉川アスレチック・デ

パートメントに、課、相談室等を置くことができる。 

２ 課に課長、相談室に相談室長を置く。 

３ 課長は、所属する部署の長を補佐し、その命を受けた所管業務を担当する。 

４ 相談室長は、部署の長が兼務する。 

５ 必要に応じて、業務担当課長を置くことができる。 

６ 業務担当課長は、課長の命を受けて課の所管業務の一部を担当する。 

（課長補佐） 

第33条 課に、必要に応じて課長補佐を置くことができる。 

２ 課長補佐は、課長を補佐し、その命を受けた業務を担当する。 
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（係長、主任） 

第34条 課に係を置くことができる。 

２ 係に、必要に応じて係長を置くことができる。 

３ 係長は、課長の命を受けた業務を担当する。 

４ 係に、必要に応じ主任を置くことができる。 

５ 主任は、係長の命を受けた業務を担当する。 

（職員の補職） 

第35条 共通教育附置機関、高等教育支援機関、初等中等教育支援機関、法人部門、収益事業部門、

監査室及び教育情報・企画部、玉川アスレチック・デパートメントの職員の補職は、各部署の長が

行う。 

第11章 組織の変更 

（組織の変更） 

第36条 高等教育機関、初等中等教育機関及び収益事業部門の組織の新設、改廃は、学校法人玉川学

園寄附行為第44条の手続によらなければならない。 

２ 共通教育附置機関、高等教育附置機関、初等中等教育附置機関の組織の新設・改廃は、学校法人

玉川学園稟議規程第８条の手続によらなければならない。 

３ 前項以外の組織の新設、改廃は、常任会の議を経て、理事長が決定する。 

第12章 その他 

（プロジェクトの設置） 

第37条 本法人は、新規事業や重要な検討課題が生じ、既存の組織では対応できない場合に、一定の

期間専従的に人員を集中してこれを検討する組織として、プロジェクトを置くことができる。 

２ プロジェクトの設置については、学校法人玉川学園プロジェクト設置・運営規程の定めるところ

による。 

（細則） 

第38条 この規程の実施・施行については、学校法人玉川学園組織事務分掌細則の定めるところによ

る。 

２ 部署の体系は、学校法人玉川学園組織機構図の定めるところによる。 

（事務主管） 

第39条 この規程に係る事務主管は、総務部とする。 

（規程の改廃） 

第40条 この規程の改廃は、常任会の議を経なければならない。 



部署等別

性別
男 女 計

69 49 118

0 1 1

3,135 3,129 6,264

655 974 1,629

54 54 108

374 430 804

267 322 589

305 318 623

4,859 5,277 10,136

11 22 33

195 250 445

3 1 4

0 0 0

0 0 0

大　学
（教育学部教育学科通信教育課程）

玉川学園 在籍者数 総括表
令和6年5月1日現在

大学院

芸術専攻科 芸術専攻

大　学

単位互換履修生

幼稚部

小学部

中学部

高等部

合　計

科目等履修生

総合計 10,618

科目等履修生（通信教育課程）

聴講生

研究生

990736
タイプライターテキスト
資料④



学年

修士課程・専門職学位課程

男 0 0 - - 0 0

人間学専攻 女 0 0 - - 0 0

計 0 0 - - 0 0

男 1 3 - - 4 3

英語教育専攻 女 2 0 - - 2 0

計 3 3 - - 6 3

男 9 11 - - 20 12

資源生物学専攻 女 6 3 - - 9 4

計 15 14 - - 29 16

男 0 2 - - 2 1

機械工学専攻 女 0 0 - - 0 1

計 0 2 - - 2 2

男 3 7 - - 10 9

電子情報工学専攻 女 1 3 - - 4 1

計 4 10 - - 14 10

男 4 2 - - 6 3

マネジメント専攻 女 3 1 - - 4 2

計 7 3 - - 10 5

男 4 2 - - 6 11

教育学専攻 女 6 10 - - 16 11

計 10 12 - - 22 22

男 3 9 - - 12 11

教職専攻 女 7 2 - - 9 8

計 10 11 - - 21 19

男 0 2 - - 2 1

心の科学専攻 女 1 1 - - 2 0

計 1 3 - - 4 1

男 24 38 - - 62 51

女 26 20 - - 46 27

計 50 58 - - 108 78

学年

博士課程後期

男 0 0 3 - 3 0

資源生物学専攻 女 1 1 0 - 2 0

計 1 1 3 - 5 0

男 0 0 0 - 0 0

システム科学専攻 女 0 0 0 - 0 0

計 0 0 0 - 0 0

男 1 2 1 - 4 0

脳科学専攻 女 1 0 0 - 1 0

計 2 2 1 - 5 0

男 1 2 4 - 7 0

女 2 1 0 - 3 0

計 3 3 4 - 10 0

男 0 - - - 0 1

女 1 - - - 1 0

計 1 - - - 1 1

脳
科
学

研
究
科

大学院・芸術専攻科 在籍者数

令和6年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 合計 令和5年度
修了者数

文
学
研
究
科

農
　
学

研
究
科

工
学
研
究
科

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

研

究

科

教
育
学

研
究
科

修士課程・専門職学位課程 合計

１年 ２年 ３年

芸術専攻科 芸術専攻

注：修士課程長期履修学生3年・4年コースの学生は2年次に含む。

合計 令和5年度
修了者数

農
　
学

研
究
科

工
　
学

研
究
科

脳
科
学

研
究
科

博士課程後期 合計

４年



学年

部別

男 36 ( 0 ) 31 39 22 128 33

国語教育学科 女 31 ( 0 ) 34 42 31 138 30

計 67 ( 0 ) 65 81 53 266 63

男 21 ( 0 ) 31 41 27 120 52

英語教育学科 女 32 ( 1 ) 28 41 45 146 37

計 53 ( 1 ) 59 82 72 266 89

男 57 ( 0 ) 62 80 49 248 85

文学部計 女 63 ( 1 ) 62 83 76 284 67

計 120 ( 1 ) 124 163 125 532 152

男 91 ( 1 ) 111 71 85 358 80

生産農学科 女 32 ( 1 ) 34 28 43 137 48

計 123 ( 2 ) 145 99 128 495 128

男 31 ( 3 ) 30 25 18 104 26

環境農学科 女 9 ( 0 ) 20 13 11 53 11

計 40 ( 3 ) 50 38 29 157 37

男 36 ( 0 ) 53 44 38 171 32

先端食農学科 女 30 ( 4 ) 32 28 31 121 41

計 66 ( 4 ) 85 72 69 292 73

男 158 ( 4 ) 194 140 141 633 138

農学部計 女 71 ( 5 ) 86 69 85 311 100

計 229 ( 9 ) 280 209 226 944 238

男 56 ( 0 ) 63 68 58 245 54

情報通信工学科 女 1 ( 0 ) 4 12 2 19 4

計 57 ( 0 ) 67 80 60 264 58

男 68 ( 1 ) 63 64 59 254 48

ソフトウェアサイエンス学科 女 19 ( 1 ) 10 10 12 51 10

計 87 ( 2 ) 73 74 71 305 58

男 38 ( 1 ) 44 48 40 170 50

マネジメントサイエンス学科 女 21 ( 0 ) 16 22 11 70 24

計 59 ( 1 ) 60 70 51 240 74

男 24 ( 2 ) 23 0 0 47 0

デザインサイエンス学科 女 5 ( 1 ) 10 0 0 15 0

計 29 ( 3 ) 33 0 0 62 0

男 0 ( 0 ) 0 34 24 58 36

エンジニアリングデザイン学科 女 0 ( 0 ) 0 11 5 16 4

計 0 ( 0 ) 0 45 29 74 40

男 186 ( 4 ) 193 214 181 774 188

工学部計 女 46 ( 2 ) 40 55 30 171 42

計 232 ( 6 ) 233 269 211 945 230

  注 ：（   ）内数値は本学園高等部からの入学者数を示す。

大学 在籍者数 １－１
令和6年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 合計
令和5年度
卒業者数

文
学
部

農
学
部

工
学
部



学年

部別

男 99 ( 4 ) 85 93 80 357 77

国際経営学科 女 49 ( 1 ) 47 46 36 178 37

計 148 ( 5 ) 132 139 116 535 114

男 140 ( 6 ) 101 90 110 441 110

教育学科 女 142 ( 4 ) 133 149 137 561 140

計 282 ( 10 ) 234 239 247 1,002 250

男 6 ( 0 ) 2 0 1 9 2

乳幼児発達学科 女 77 ( 8 ) 79 82 81 319 78

計 83 ( 8 ) 81 82 82 328 80

男 146 ( 6 ) 103 90 111 450 112

教育学部計 女 219 ( 12 ) 212 231 218 880 218

（通信教育課程を除く） 計 365 ( 18 ) 315 321 329 1,330 330

男 - ( - ) - - 2 2 11

パフォーミング・アーツ学科 女 - ( - ) - - 4 4 84

計 - ( - ) - - 6 6 95

男 - ( - ) - - 3 3 33

メディア・デザイン学科 女 - ( - ) - - 8 8 65

計 - ( - ) - - 11 11 98

男 - ( - ) - - 2 2 12

芸術教育学科 女 - ( - ) - - 2 2 39

計 - ( - ) - - 4 4 51

男 10 ( 1 ) 4 15 9 38 -

音楽学科 女 21 ( 0 ) 29 26 28 104 -

計 31 ( 1 ) 33 41 37 142 -

男 33 ( 4 ) 39 35 39 146 -

アート・デザイン学科 女 64 ( 4 ) 70 81 69 284 -

計 97 ( 8 ) 109 116 108 430 -

男 16 ( 0 ) 16 19 11 62 -

演劇・舞踊学科 女 64 ( 0 ) 78 91 84 317 -

計 80 ( 0 ) 94 110 95 379 -

男 59 ( 5 ) 59 69 66 253 56

芸術学部計 女 149 ( 4 ) 177 198 195 719 188

計 208 ( 9 ) 236 267 261 972 244

男 83 ( 4 ) 79 89 70 321 77

リベラルアーツ学部計 女 79 ( 0 ) 85 100 106 370 79

計 162 ( 4 ) 164 189 176 691 156

男 28 ( 0 ) 27 22 22 99 16

観光学部計 女 28 ( 6 ) 54 43 91 216 78

計 56 ( 6 ) 81 65 113 315 94

男 816 ( 27 ) 802 797 720 3,135 749

女 704 ( 31 ) 763 825 837 3,129 809

計 1,520 ( 58 ) 1,565 1,622 1,557 6,264 1,558

　注　：（    ）内数値は本学園高等部からの入学者数を示す。

リ
ベ
ラ
ル

ア
ー

ツ
学
部

大学 在籍者数 １－２

令和6年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 合計
令和5年度
卒業者数

経
営
学
部

教
育
学
部

芸
術
学
部

観
光
学
部

合　計



部別

男 850 22

教育学科通信教育課程計 女 1,224 36

計 2,074 58

大学 在籍者数 １－３
令和6年5月1日現在

在籍種別
正科生 科目等履修生 合計

令和5年度
卒業者数

教
育
学
部

655 195

974 250

1,629 445



年令
性別

14 25 54 20

20 18 54 29

34 43 108 49

学年
性別

65 ( 20 ) 66 62 62 63 56 374 61

72 ( 29 ) 72 70 74 72 70 430 68

137 ( 49 ) 138 132 136 135 126 804 129

学年
性別

108 ( 53 ) 74 85 267 92

111 ( 65 ) 109 102 322 98

219 ( 118 ) 183 187 589 190

学年
性別

118 ( 82 ) 92 95 0 305 92

115 ( 86 ) 90 113 0 318 112

233 ( 168 ) 182 208 0 623 204

幼稚部 在籍者数
令和6年5月1日現在

３歳児 ４歳児 ５歳児 合計
令和5年度
卒園者数

男子 15

女子 16

計 31

小学部 在籍者数
令和6年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計
令和5年度
卒業者数

計

男子

女子

計

中学部 在籍者数
令和6年5月1日現在

７年 ８年 ９年 合計
令和5年度
卒業者数

男子

女子

注：初等中等教育機関の学年は、中学部は７～９年、高等部は10～12年と表記する。

高等部 在籍者数
令和6年5月1日現在

10年 11年 12年 専攻科 合計
令和5年度
卒業者数

男子

女子

計

注：（       ）内数値は本学園の各学校からの進学者数を示す。

注：初等中等教育機関は、寄附行為第４条に規定する学校表記とする。



令和6年5月1日現在

男 1

女 0

男 1

女 3

男 0

女 1

男 1

女 0

男 0

女 1

男 3

女 1

男 5

女 16

男 11

女 22

計 33

男 195

女 250

計 445

令和6年5月1日現在

男 3

女 1

計 4

令和6年5月1日現在

男 0

女 0

計 0

令和6年5月1日現在

男 0

女 0

計 0

工学部

ソフトウェアサイエンス学科

マネジメントサイエンス学科

科目等履修生 在籍者数

　　　 部別
科目等履修生

文学部

国語教育学科

英語教育学科

農学部 生産農学科

研究生 在籍者数

教育学部 教育学科

教育学研究科 教育学専攻

合　計

教育学部 教育学科（通信教育課程）

合　計

聴講生 在籍者数

聴講生

合　計

研究生

合　計

単位互換履修生 在籍者数

単位互換履修生

合　計



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和6年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男 2 0 0 2 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0

女 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

計 3 0 0 3 0 3 0 0 3 0 0 0 0 0 0

男 5 0 0 5 0 5 0 0 5 0 0 0 0 0 0

女 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

計 6 0 0 6 0 6 0 0 6 0 0 0 0 0 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男 4 1 0 3 0 4 1 0 3 0 0 0 0 0 0

女 4 3 0 1 0 4 3 0 1 0 0 0 0 0 0

計 8 4 0 4 0 8 4 0 4 0 0 0 0 0 0

男 6 6 0 0 0 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0

女 6 4 0 2 0 6 4 0 2 0 0 0 0 0 0

計 12 10 0 2 0 12 10 0 2 0 0 0 0 0 0

男 10 0 0 10 0 10 0 0 10 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 10 0 0 10 0 10 0 0 10 0 0 0 0 0 0

男 27 7 0 20 0 27 7 0 20 0 0 0 0 0 0

女 12 7 0 5 0 12 7 0 5 0 0 0 0 0 0

計 39 14 0 25 0 39 14 0 25 0 0 0 0 0 0

男 10 6 0 4 0 10 6 0 4 0 0 0 0 0 0

女 6 4 0 2 0 6 4 0 2 0 0 0 0 0 0

計 16 10 0 6 0 16 10 0 6 0 0 0 0 0 0

男 9 7 0 2 0 9 7 0 2 0 0 0 0 0 0

女 11 5 0 6 0 11 5 0 6 0 0 0 0 0 0

計 20 12 0 8 0 20 12 0 8 0 0 0 0 0 0

男 19 13 0 6 0 19 13 0 6 0 0 0 0 0 0

女 17 9 0 8 0 17 9 0 8 0 0 0 0 0 0

計 36 22 0 14 0 36 22 0 14 0 0 0 0 0 0

男 43 21 0 22 0 38 18 0 20 0 5 3 0 2 0

女 13 8 1 4 0 12 8 0 4 0 1 0 1 0 0

計 56 29 1 26 0 50 26 0 24 0 6 3 1 2 0

男 18 10 0 8 0 15 7 0 8 0 3 3 0 0 0

女 4 4 0 0 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0

計 22 14 0 8 0 19 11 0 8 0 3 3 0 0 0

男 12 7 0 5 0 12 7 0 5 0 0 0 0 0 0

女 8 8 0 0 0 5 5 0 0 0 3 3 0 0 0

計 20 15 0 5 0 17 12 0 5 0 3 3 0 0 0

男 73 38 0 35 0 65 32 0 33 0 8 6 0 2 0

女 25 20 1 4 0 21 17 0 4 0 4 3 1 0 0

計 98 58 1 39 0 86 49 0 37 0 12 9 1 2 0

男 22 10 0 12 0 20 10 0 10 0 2 0 0 2 0

女 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

計 23 10 0 13 0 21 10 0 11 0 2 0 0 2 0

男 16 10 0 6 0 16 10 0 6 0 0 0 0 0 0

女 12 1 0 11 0 3 1 0 2 0 9 0 0 9 0

計 28 11 0 17 0 19 11 0 8 0 9 0 0 9 0

男 16 8 0 8 0 16 8 0 8 0 0 0 0 0 0

女 3 1 0 2 0 3 1 0 2 0 0 0 0 0 0

計 19 9 0 10 0 19 9 0 10 0 0 0 0 0 0

男 12 9 0 3 0 12 9 0 3 0 0 0 0 0 0

女 2 2 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

計 14 11 0 3 0 14 11 0 3 0 0 0 0 0 0

男 17 2 2 13 0 13 2 0 11 0 4 0 2 2 0

女 3 0 0 3 0 1 0 0 1 0 2 0 0 2 0

計 20 2 2 16 0 14 2 0 12 0 6 0 2 4 0

男 83 39 2 42 0 77 39 0 38 0 6 0 2 4 0

女 21 4 0 17 0 10 4 0 6 0 11 0 0 11 0

計 104 43 2 59 0 87 43 0 44 0 17 0 2 15 0

マネジメントサイエンス学科

デザインサイエンス学科

エンジニアリングデザイン学科

工学部

農学部

情報通信工学科

教　職　員 教　　員 職　　員

玉川大学

文学研究科

農学研究科

工学研究科

マネジメント研究科

英語教育学科

文学部

生産農学科

環境農学科

先端食農学科

教育学研究科

教職専攻専門職学位課程
（教職大学院）

脳科学研究科

大学院

国語教育学科

ソフトウェアサイエンス学科



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和6年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

教　職　員 教　　員 職　　員

男 27 10 0 17 0 27 10 0 17 0 0 0 0 0 0

女 12 4 0 8 0 12 4 0 8 0 0 0 0 0 0

計 39 14 0 25 0 39 14 0 25 0 0 0 0 0 0

男 27 10 0 17 0 27 10 0 17 0 0 0 0 0 0

女 12 4 0 8 0 12 4 0 8 0 0 0 0 0 0

計 39 14 0 25 0 39 14 0 25 0 0 0 0 0 0

男 95 22 0 73 0 94 22 0 72 0 1 0 0 1 0

女 60 13 0 47 0 57 13 0 44 0 3 0 0 3 0

計 155 35 0 120 0 151 35 0 116 0 4 0 0 4 0

男 25 5 0 20 0 25 5 0 20 0 0 0 0 0 0

女 39 2 0 37 0 39 2 0 37 0 0 0 0 0 0

計 64 7 0 57 0 64 7 0 57 0 0 0 0 0 0

男 120 27 0 93 0 119 27 0 92 0 1 0 0 1 0

女 99 15 0 84 0 96 15 0 81 0 3 0 0 3 0

計 219 42 0 177 0 215 42 0 173 0 4 0 0 4 0

男 14 3 0 11 0 14 3 0 11 0 0 0 0 0 0

女 24 7 0 17 0 24 7 0 17 0 0 0 0 0 0

計 38 10 0 28 0 38 10 0 28 0 0 0 0 0 0

男 134 30 0 104 0 133 30 0 103 0 1 0 0 1 0

女 123 22 0 101 0 120 22 0 98 0 3 0 0 3 0

計 257 52 0 205 0 253 52 0 201 0 4 0 0 4 0

男 25 6 1 18 0 24 6 0 18 0 1 0 1 0 0

女 44 12 0 32 0 41 10 0 31 0 3 2 0 1 0

計 69 18 1 50 0 65 16 0 49 0 4 2 1 1 0

男 33 9 0 24 0 29 8 0 21 0 4 1 0 3 0

女 23 4 0 19 0 23 4 0 19 0 0 0 0 0 0

計 56 13 0 43 0 52 12 0 40 0 4 1 0 3 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男 35 10 0 25 0 35 10 0 25 0 0 0 0 0 0

女 30 2 0 28 0 22 2 0 20 0 8 0 0 8 0

計 65 12 0 53 0 57 12 0 45 0 8 0 0 8 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男 93 25 1 67 0 88 24 0 64 0 5 1 1 3 0

女 97 18 0 79 0 86 16 0 70 0 11 2 0 9 0

計 190 43 1 146 0 174 40 0 134 0 16 3 1 12 0

男 34 14 0 20 0 34 14 0 20 0 0 0 0 0 0

女 25 9 0 16 0 23 9 0 14 0 2 0 0 2 0

計 59 23 0 36 0 57 23 0 34 0 2 0 0 2 0

男 34 14 0 20 0 34 14 0 20 0 0 0 0 0 0

女 25 9 0 16 0 23 9 0 14 0 2 0 0 2 0

計 59 23 0 36 0 57 23 0 34 0 2 0 0 2 0

男 15 12 0 3 0 15 12 0 3 0 0 0 0 0 0

女 4 2 0 2 0 4 2 0 2 0 0 0 0 0 0

計 19 14 0 5 0 19 14 0 5 0 0 0 0 0 0

男 15 12 0 3 0 15 12 0 3 0 0 0 0 0 0

女 4 2 0 2 0 4 2 0 2 0 0 0 0 0 0

計 19 14 0 5 0 19 14 0 5 0 0 0 0 0 0

男 5 3 2 0 0 0 0 0 0 0 5 3 2 0 0

女 9 5 1 0 3 0 0 0 0 0 9 5 1 0 3

計 14 8 3 0 3 0 0 0 0 0 14 8 3 0 3

男 8 6 0 2 0 6 4 0 2 0 2 2 0 0 0

女 6 3 0 2 1 3 1 0 2 0 3 2 0 0 1

計 14 9 0 4 1 9 5 0 4 0 5 4 0 0 1

男 27 12 0 15 0 27 12 0 15 0 0 0 0 0 0

女 8 3 1 4 0 7 3 1 3 0 1 0 0 1 0

計 35 15 1 19 0 34 15 1 18 0 1 0 0 1 0

男 87 13 13 61 0 82 13 9 60 0 5 0 4 1 0

女 16 1 1 13 1 14 1 1 12 0 2 0 0 1 1

計 103 14 14 74 1 96 14 10 72 0 7 0 4 2 1

男 11 5 0 6 0 11 5 0 6 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 11 5 0 6 0 11 5 0 6 0 0 0 0 0 0

脳科学研究所

量子情報科学研究所

観光学部

教育学術情報図書館

教育博物館

学術研究所

音楽学科

芸術教育学科

芸術学部

リベラルアーツ学科

リベラルアーツ学部

観光学科

乳幼児発達学科

教育学部

アート・デザイン学科

演劇・舞踊学科

パフォーミング・アーツ学科

メディア・デザイン学科

国際経営学科

経営学部

教育学科

　教育学科　通信教育課程

教育学科



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和6年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

教　職　員 教　　員 職　　員

男 60 7 1 52 0 52 0 0 52 0 8 7 1 0 0

女 29 7 0 17 5 18 1 0 17 0 11 6 0 0 5

計 89 14 1 69 5 70 1 0 69 0 19 13 1 0 5

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 3 2 0 0 1 0 0 0 0 0 3 2 0 0 1

計 3 2 0 0 1 0 0 0 0 0 3 2 0 0 1

男 60 7 1 52 0 52 0 0 52 0 8 7 1 0 0

女 32 9 0 17 6 18 1 0 17 0 14 8 0 0 6

計 92 16 1 69 6 70 1 0 69 0 22 15 1 0 6

男 28 6 0 22 0 28 6 0 22 0 0 0 0 0 0

女 26 11 0 15 0 22 7 0 15 0 4 4 0 0 0

計 54 17 0 37 0 50 13 0 37 0 4 4 0 0 0

男 5 3 1 1 0 2 2 0 0 0 3 1 1 1 0

女 4 3 0 0 1 0 0 0 0 0 4 3 0 0 1

計 9 6 1 1 1 2 2 0 0 0 7 4 1 1 1

男 4 2 1 1 0 2 1 0 1 0 2 1 1 0 0

女 5 3 0 0 2 0 0 0 0 0 5 3 0 0 2

計 9 5 1 1 2 2 1 0 1 0 7 4 1 0 2

男 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0

女 8 7 0 0 1 0 0 0 0 0 8 7 0 0 1

計 12 11 0 0 1 0 0 0 0 0 12 11 0 0 1

男 8 3 1 0 4 0 0 0 0 0 8 3 1 0 4

女 43 6 1 0 36 0 0 0 0 0 43 6 1 0 36

計 51 9 2 0 40 0 0 0 0 0 51 9 2 0 40

男 13 10 2 1 0 0 0 0 0 0 13 10 2 1 0

女 27 16 0 2 9 0 0 0 0 0 27 16 0 2 9

計 40 26 2 3 9 0 0 0 0 0 40 26 2 3 9

男 25 17 3 1 4 0 0 0 0 0 25 17 3 1 4

女 78 29 1 2 46 0 0 0 0 0 78 29 1 2 46

計 103 46 4 3 50 0 0 0 0 0 103 46 4 3 50

男 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0

女 20 4 7 0 9 0 0 0 0 0 20 4 7 0 9

計 23 7 7 0 9 0 0 0 0 0 23 7 7 0 9

男 3 2 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 0 1 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 3 2 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 0 1 0

男 6 5 0 1 0 0 0 0 0 0 6 5 0 1 0

女 20 4 7 0 9 0 0 0 0 0 20 4 7 0 9

計 26 9 7 1 9 0 0 0 0 0 26 9 7 1 9

研究推進課

知財戦略課

研究推進事業部

ＴＡＰセンター

ＩＣＴ教育研究センター

教務課

学務課

授業運営課

教学部

教職課程支援室

教員研修室

教師教育リサーチセンター

ＥＬＦセンター



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和6年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

教　職　員 教　　員 職　　員

男 6 4 1 1 0 0 0 0 0 0 6 4 1 1 0

女 5 3 0 0 2 0 0 0 0 0 5 3 0 0 2

計 11 7 1 1 2 0 0 0 0 0 11 7 1 1 2

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男 6 4 1 1 0 0 0 0 0 0 6 4 1 1 0

女 5 3 0 0 2 0 0 0 0 0 5 3 0 0 2

計 11 7 1 1 2 0 0 0 0 0 11 7 1 1 2

男 8 7 1 0 0 0 0 0 0 0 8 7 1 0 0

女 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

計 9 8 1 0 0 0 0 0 0 0 9 8 1 0 0

男 7 4 3 0 0 0 0 0 0 0 7 4 3 0 0

女 7 3 2 0 2 0 0 0 0 0 7 3 2 0 2

計 14 7 5 0 2 0 0 0 0 0 14 7 5 0 2

男 15 11 4 0 0 0 0 0 0 0 15 11 4 0 0

女 8 4 2 0 2 0 0 0 0 0 8 4 2 0 2

計 23 15 6 0 2 0 0 0 0 0 23 15 6 0 2

男 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 0 0 0

女 5 3 2 0 0 0 0 0 0 0 5 3 2 0 0

計 10 8 2 0 0 0 0 0 0 0 10 8 2 0 0

男 3 2 1 0 0 0 0 0 0 0 3 2 1 0 0

女 3 2 0 0 1 0 0 0 0 0 3 2 0 0 1

計 6 4 1 0 1 0 0 0 0 0 6 4 1 0 1

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

計 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 5 3 0 0 2 0 0 0 0 0 5 3 0 0 2

計 5 3 0 0 2 0 0 0 0 0 5 3 0 0 2

男 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

女 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0

計 3 2 1 0 0 0 0 0 0 0 3 2 1 0 0

男 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

女 9 6 1 0 2 0 0 0 0 0 9 6 1 0 2

計 10 7 1 0 2 0 0 0 0 0 10 7 1 0 2

男 801 290 30 477 4 695 224 9 462 0 106 66 21 15 4

女 570 184 17 293 76 369 103 2 264 0 201 81 15 29 76

計 1371 474 47 770 80 1064 327 11 726 0 307 147 36 44 80

大学国際教育課

K-12国際教育課

国際教育センター

玉川大学

入試課

入試広報課

入試広報部

キャリアセンター

継続学習センター

国際教育戦略課

学生支援課

学修支援課

学生支援センター



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和6年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

教　職　員 教　　員 職　　員

男 2 2 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

女 19 4 6 9 0 17 4 4 9 0 2 0 2 0 0

計 21 6 6 9 0 19 6 4 9 0 2 0 2 0 0

男 37 21 15 1 0 30 21 8 1 0 7 0 7 0 0

女 36 14 18 4 0 28 14 10 4 0 8 0 8 0 0

計 73 35 33 5 0 58 35 18 5 0 15 0 15 0 0

男 46 30 14 2 0 40 30 8 2 0 6 0 6 0 0

女 20 9 5 6 0 18 9 3 6 0 2 0 2 0 0

計 66 39 19 8 0 58 39 11 8 0 8 0 8 0 0

男 40 28 8 4 0 36 28 4 4 0 4 0 4 0 0

女 32 16 8 8 0 29 16 7 6 0 3 0 1 2 0

計 72 44 16 12 0 65 44 11 10 0 7 0 5 2 0

男 3 1 1 1 0 1 0 0 1 0 2 1 1 0 0

女 6 2 2 1 1 1 0 0 1 0 5 2 2 0 1

計 9 3 3 2 1 2 0 0 2 0 7 3 3 0 1

男 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

女 7 2 0 1 4 1 0 0 1 0 6 2 0 0 4

計 8 3 0 1 4 1 0 0 1 0 7 3 0 0 4

男 4 2 1 1 0 1 0 0 1 0 3 2 1 0 0

女 13 4 2 2 5 2 0 0 2 0 11 4 2 0 5

計 17 6 3 3 5 3 0 0 3 0 14 6 3 0 5

男 5 3 1 1 0 0 0 0 0 0 5 3 1 1 0

女 30 13 4 4 9 0 0 0 0 0 30 13 4 4 9

計 35 16 5 5 9 0 0 0 0 0 35 16 5 5 9

男 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

女 5 3 1 0 1 0 0 0 0 0 5 3 1 0 1

計 7 5 1 0 1 0 0 0 0 0 7 5 1 0 1

男 7 5 1 1 0 0 0 0 0 0 7 5 1 1 0

女 35 16 5 4 10 0 0 0 0 0 35 16 5 4 10

計 42 21 6 5 10 0 0 0 0 0 42 21 6 5 10

男 136 88 39 9 0 109 81 20 8 0 27 7 19 1 0

女 155 63 44 33 15 94 43 24 27 0 61 20 20 6 15

計 291 151 83 42 15 203 124 44 35 0 88 27 39 7 15

男 11 8 1 2 0 0 0 0 0 0 11 8 1 2 0

女 5 3 0 1 1 0 0 0 0 0 5 3 0 1 1

計 16 11 1 3 1 0 0 0 0 0 16 11 1 3 1

男 5 4 1 0 0 0 0 0 0 0 5 4 1 0 0

女 5 2 1 1 1 0 0 0 0 0 5 2 1 1 1

計 10 6 2 1 1 0 0 0 0 0 10 6 2 1 1

男 7 7 0 0 0 0 0 0 0 0 7 7 0 0 0

女 3 2 0 0 1 0 0 0 0 0 3 2 0 0 1

計 10 9 0 0 1 0 0 0 0 0 10 9 0 0 1

男 23 19 2 2 0 0 0 0 0 0 23 19 2 2 0

女 13 7 1 2 3 0 0 0 0 0 13 7 1 2 3

計 36 26 3 4 3 0 0 0 0 0 36 26 3 4 3

男 7 4 2 1 0 0 0 0 0 0 7 4 2 1 0

女 14 11 3 0 0 0 0 0 0 0 14 11 3 0 0

計 21 15 5 1 0 0 0 0 0 0 21 15 5 1 0

男 7 4 2 1 0 0 0 0 0 0 7 4 2 1 0

女 14 11 3 0 0 0 0 0 0 0 14 11 3 0 0

計 21 15 5 1 0 0 0 0 0 0 21 15 5 1 0

男 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 6 6 0 0 0

女 5 3 0 0 2 0 0 0 0 0 5 3 0 0 2

計 11 9 0 0 2 0 0 0 0 0 11 9 0 0 2

男 6 1 0 5 0 0 0 0 0 0 6 1 0 5 0

女 9 3 2 4 0 0 0 0 0 0 9 3 2 4 0

計 15 4 2 9 0 0 0 0 0 0 15 4 2 9 0

男 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0

女 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

計 4 3 1 0 0 0 0 0 0 0 4 3 1 0 0

男 44 31 5 8 0 0 0 0 0 0 44 31 5 8 0

女 43 26 6 6 5 0 0 0 0 0 43 26 6 6 5

計 87 57 11 14 5 0 0 0 0 0 87 57 11 14 5

法人部門

学園入試広報課

学園教学部

玉川学園

法人部門

総務課

管財課

情報基盤システム課

総務部

高等部

ＥＳ推進室

図書・情報活用推進室

人事課

人事部

経理部

保健センター　健康院

学友会事務部

小学部

玉川学園

幼稚部

アカデミックサポートセンター

学園教学課

中学部



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和6年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

教　職　員 教　　員 職　　員

男 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0

男 3 2 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 0 1 0

女 5 4 1 0 0 0 0 0 0 0 5 4 1 0 0

計 8 6 1 1 0 0 0 0 0 0 8 6 1 1 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

計 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男 6 4 0 2 0 0 0 0 0 0 6 4 0 2 0

女 5 3 2 0 0 0 0 0 0 0 5 3 2 0 0

計 11 7 2 2 0 0 0 0 0 0 11 7 2 2 0

男 5 3 0 2 0 0 0 0 0 0 5 3 0 2 0

女 4 2 0 2 0 0 0 0 0 0 4 2 0 2 0

計 9 5 0 4 0 0 0 0 0 0 9 5 0 4 0

男 14 9 0 5 0 0 0 0 0 0 14 9 0 5 0

女 16 11 3 2 0 0 0 0 0 0 16 11 3 2 0

計 30 20 3 7 0 0 0 0 0 0 30 20 3 7 0

男 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

女 3 1 1 0 1 0 0 0 0 0 3 1 1 0 1

計 4 2 1 0 1 0 0 0 0 0 4 2 1 0 1

男 3 1 2 0 0 0 0 0 0 0 3 1 2 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 3 1 2 0 0 0 0 0 0 0 3 1 2 0 0

男 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

男 5 3 2 0 0 0 0 0 0 0 5 3 2 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 5 3 2 0 0 0 0 0 0 0 5 3 2 0 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男 5 3 2 0 0 0 0 0 0 0 5 3 2 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 5 3 2 0 0 0 0 0 0 0 5 3 2 0 0

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート
男 1,002 422 77 499 4 804 305 29 470 0 198 117 48 29 4
女 787 285 71 334 97 463 146 26 291 0 324 139 45 43 97
計 1,789 707 148 833 101 1,267 451 55 761 0 522 256 93 72 101

注１：教員は、教授、准教授、助教、講師、助手、研究員、教諭、養護教諭、常勤講師をいう。
注２：職員は、事務職員、技術職員、技術指導員、指導員、実習助手、英語ティーチングスタッフ、

　　　特別免許状を保有しないIB Programs Divisionの嘱託職員8名及びPrimary Division BLES・BLES-K担当の嘱託職員12名をいう。
注３：教職員数に非常勤の理事及び監事は含まない。
注４：出向者は出向元のみでカウントし、出向先の数には含まない。

教  職  員 教    員 職    員

総合計

収益事業部門

玉川アスレチック・デパートメント

玉川アスレチック・デパートメント

収益事業部門

編集課

営業課

出版部

購買部

監査室

監査室

教育情報・企画部

ＥＱＡ課

情報・調査課

資金運用課

広報課

秘書課

教育情報・企画部



年令

性別

15 14 25 54

16 20 18 54

31 34 43 108

学年

性別

65 66 62 62 63 318

72 72 70 74 72 360

137 138 132 136 135 678

学年

性別

30 80 59 70 103 82 81 505

41 78 78 75 93 78 97 540

71 158 137 145 196 160 178 1,045

学年

性別

26 28 15 15 15 10 14 123

29 33 31 27 22 12 16 170

55 61 46 42 37 22 30 293

Primary Division(幼稚部) 在籍者数
令和6年5月1日現在

３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

計

男子

女子

計

Primary Division(1～5年) 在籍者数
令和6年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 合計

男子

女子

Secondary Division(6～12年) 在籍者数
令和6年5月1日現在

６年 ７年 ８年 ９年 １０年 １１年 １２年 合計

計

男子

女子

計

IB Division(6～12年) 在籍者数
令和6年5月1日現在

６年 ７年 ８年 ９年 １０年 １１年 １２年 合計

男子

女子



合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

男 2 1 1 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

女 19 4 5 10 0 17 4 4 9 0 2 0 2 0 0

計 21 5 6 10 0 19 6 4 9 0 2 0 2 0 0

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

男 29 17 12 0 0 23 18 4 1 0 6 0 6 0 0

女 30 12 14 1 0 22 12 7 3 0 8 0 8 0 0

計 59 29 26 1 0 45 30 11 4 0 14 0 14 0 0

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

男 65 52 10 7 0 59 50 4 5 0 6 0 6 0 0

女 38 22 6 14 0 36 22 4 10 0 2 0 0 2 0

計 103 74 16 21 0 95 72 8 15 0 8 0 6 2 0

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

男 29 10 15 0 0 24 11 12 1 0 5 0 5 0 0

女 20 6 13 3 0 17 5 9 3 0 3 0 3 0 0

計 49 16 28 3 0 41 16 21 4 0 8 0 8 0 0

令和6年5月1日現在

令和6年5月1日現在

令和6年5月1日現在

令和6年5月1日現在

職　　員

教　職　員 教　　員 職　　員

教　職　員 教　　員 職　　員

Secondary Division(6～12年) 在籍者数

教　職　員 教　　員 職　　員

IB Division(6～12年) 在籍者数

Primary Division(1～5年) 在籍者数

Primary Division(幼稚部) 在籍者数

教　職　員 教　　員



令和6年5月21日
第2回教職課程委員会

1年生 2年生 3年生 4年生

英語教育学科 39 42 63 49 193
国語教育学科※2 61 56 56 39 212

計 100 98 119 88 405
生産農学科 24 32 19 31 106

計 24 32 19 31 106
ソフトウェアサイエンス学科※ 14 17 15 3 49
マネジメントサイエンス学科※ 40 29 23 17 109
情報通信工学科 5 4 3 3 15
デザインサイエンス学科 4 3 - - 7

計 63 53 41 23 180
教育学科（幼稚園） 6 0 5 9 20
教育学科（小学校） 166 142 145 147 600
教育学科（社会・公民・地歴） 64 48 42 21 175
教育学科（保健体育） 46 44 40 48 178
乳幼児発達学科 83 81 81 77 322

計 365 315 313 302 1,295
音楽学科 16 20 21 26 83
アート・デザイン学科 8 9 7 6 30

計 24 29 28 32 113

合計 576 527 520 476 2,099

令和6年度　教職課程受講者数（通学課程）

令和６年５月１日現在

計

文学部

学部名 学科名
人数

農学部

教育学部

工学部
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1

教員養成支援の成果と課題
2024

教師教育リサーチセンター

令和7年1月21日 全学園連絡会

はじめに～2024年度の教員採用試験結果報告
❶ 教育実習等の在り方の見直し 取り組み開始
❷ 教職課程認定申請 小学校二種免許
❸ 中学校複数免許取得 検討開始
❹ 実務家教員による指導体制 進行中
❺ 教員採用試験対策講座 試験早期化対応完了
❻❼併設校との連携 できることから
❽ 教職研究 現場に還元する

❾ 教員研修 NITS第２期開始

Ｃｏｎｔｅｎｔｓ 成果と課題

990736
テキストボックス
資料１－１－3




2

名簿登載率

二次試験名簿登載者数
一次試験受験者数

二次試験の合格は、各自治体の次年

度配置の名簿に登載されることを意味す
るため、合格者を「名簿登載者」と呼ぶ。
本学では50％以上の名簿登載率を目
標に掲げている。

教員・保育士就職率
公立学校教員採用候補者選考試
験の成果を表す指標。
（幼稚園は含み、保育士は含まない）

以下の式で求める。

正規・非常勤、公立・私立を問わず、
免許取得者が教職に就いた成果を
表す指標。
以下の式で求める。

教員・保育士就職者数
教員免許取得者数

広報用に教員採用試験受験者数、実

態把握用に１年次教職課程受講者数を
分母とする場合もある。
本学では80％以上の教員・保育士就
職率を目標に掲げている。

令和６年度実施までの

公立学校（園）教員採用試験結果の推移
■通学課程の教員採用試験結果の推移 （令和6年11月29日現在の集計による）

4

目標：名簿登載率
50％（合格率）

【通学・通信合計】

2019年度 59.0％
2020年度 53.2％
2021年度 47.9％
2022年度 59.1％
2023年度 62.5％
2024年度 67.3％

（人）
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令和5年度実施までの

教員・保育士就職結果の推移
■通学課程の教員・保育士結果の推移 （令和6年度分の結果は5月1日付けで確定し追加）

5

目標：教員・保育
士就職率80％

（人）

文部科学省による教員就
職率（大学院生・保育士を除く）

は令和４年度まで公表

東京学芸大 53.6％
横浜国立大 49.1％
千葉大 51.3％
埼玉大 46.7％

『大学ランキング』（朝日新聞出版）は、「教員就職者数」校種別

名簿登載率好成績の理由と今後の動向

●好成績が続いている理由 （低倍率の自治体・校種もあるが）

教員採用数は高い水準で一定だった中で、受験者数は新卒が増加傾向、
既卒が減少傾向を示している（高等学校はいずれも減少）。本学の学生は
教員の熱心な指導により、新卒の中では優位に立てたと推測される。

●教員採用試験対策のこれから（倍率回復も見込まれる中で）
令和7年度採用分から教員採用数は減少に転じ、令和8年度採用からは
毎年史上最低数を下回っていく見込み。その中で本学学生が合格を勝ち
取っていくためには、従来通りの教員の熱心な指導に加えて、これまで以上
に学生本人の質向上が求められる。
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2025年度実施

教員採用試験
日程

7

5/10（土）・11（日） 7/6（日）

5/11（日） 7/12（土）

5/17（土） 7/19（土）・20（日）

6/14（土） 7/20（日）・21（祝）

6/15（日） 白 未定

6/28（土）・29（日）

7/5（土）・6（日）

【3年次受験に関して】
赤字 3年生と同時期に実施
青字 12月の前倒し選考
緑字 同時期に大学推薦方式（年度内内定）
紫字 2月に大学推薦方式（年度内内定）

北海道

札幌市
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秋田県 岩手県

山形県
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野
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山
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岐

阜

県
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滋
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奈
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県
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重
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・
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戸
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島
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山

口
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高知県

福

岡

市

福

岡

県

大

分
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宮

崎

県

佐

賀
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た
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愛名

知古
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市
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10

１年生 ２年生 ３年生 ４年生

●令和6年度改訂
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学部等名 学科等名 免許状の種類 備考

文学部 英語教育学科 小学校教諭二種免許状 小専科指導

農学部 生産農学科 小学校教諭二種免許状 小専科指導

工学部 情報通信工学科 小学校教諭二種免許状 小専科指導

ソフトウェアサイエンス学科 小学校教諭二種免許状 小専科指導

マネジメントサイエンス学科 小学校教諭二種免許状 小専科指導

デザインサイエンス学科 小学校教諭二種免許状 小専科指導

全国で申請は3大学8学科
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技術美術音楽

社会国語

保健
体育

理科英語 数学
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●玉川学園 併設校（現場ニーズを目的とした活動） アカデミックサポートセンターと企画検討中
●ICT 実践校 相模原市立中野中学校
●学びの多様化学校（不登校特例校）分教室 世田谷区立世田谷中学校・鎌倉市立由比ヶ浜中学校（令和７年度新設）
●特別支援学校（町田の丘学園等） 都内関係性のある特別支援学校 等
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☑

☑
☑

☑
☑

☑

教員研修

教師教育フォーラム

❿
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ご清聴ありがとうございました



令和６年度 

教職課程受講支援 

プログラムの手引き 

玉川大学教師教育リサーチセンター 

990736
テキストボックス
資料１－１－4
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教員・保育士をめざす皆さんへ 

教職・保育職をめざす皆さんは、大多数が高等学校での進路決定時に「教師になりたい」「ぜひ

免許状を取得したい」という強い意志をもって大学を選択したと思います。しかし、学部・学科によ

っては教職関連科目の受講が 2 年次から始まる場合もあるので、入学後 1 年間教職課程としては

空白の期間を過ごすことになります。このため「教職課程を履修したい」「教員になりたい」という意

欲が低下することになりかねません。 

本学では、1 年次から教職課程受講支援を実施し、大学 4 年間を通した「教職課程受講支援プ

ログラム」を構築することで、一貫した学生支援を行い、教職に就くという大学入学時のモチベーシ

ョンを持続させ質の高い教員を養成することをめざしています。 

また、教職・保育職に就くためには専門的なスキルが必要です。そして専門的なスキルを身につ

けるためには多くの「時間」がかかります。 

本学では、主に公立の幼稚園・保育所・小学校・中学校・高等学校の教員や保育士になる人材

を養成することをめざしていますが、その職に就くためには、まず免許や資格が必要です。それら

を取得するためには、授業で必要な単位を修得しなければなりませんが、免許や資格が取れれば

誰もが教職に就けるわけではありません。教員や保育士になるためには、求められる資質・能力が

必要です。それらを身につけるためには時として大学を離れ、教育の現場で子供たちや現職の先

生方と交わり、自身に足りないもの、できないことを知り、自分に磨きをかけることも必要です。 

教員・保育士になるためには、資質・能力が必要であり、免許・資格が必要であり、そしてそれら

を兼ね備えることに加えて、採用試験に合格しなければなりません。道は決して簡単ではありませ

んが、だからこそ尊いのです。 

本学では、教員・保育士をめざす学生の皆さんのために、「教職課程受講支援プログラム」を用

意し、皆さんの夢の実現のために戦略的に準備を進めていきます。しかしながら、大学で用意され

たことだけをやっていれば必ず教員・保育士になれることを保証するものでもありません。ご自身の

正しく主体的な努力があって初めて、教員・保育士になることができるのです。 

ぜひ高い意識をもって、教職・保育職というすばらしい仕事に就くことをめざしてもらえればと思

います。 

教員を務めていく上では学び続けることが大切です。このプログラムが教員としての学びのスタ

ートとなります。本気で教員・保育士になりたい皆さんを教師教育リサーチセンターは全力でサポ

ートします。 
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Ⅰ プログラムの概要 
本プログラムは、教職課程受講学生を対象としています（ただし、指定期日までに所定の教職課

程受講料が納入されなかった場合には、受講を中止します）。 

毎年 4月初旬に UNITAMA「教職・資格情報」へ本ガイドの当該年度版を掲示しますので、内容

を確認のうえ、プログラムを受講してください。 

 

●学部ごとの実施内容 

本プログラムでは、1 年次から 4 年次まで段階的に、教員採用試験合格へ向けて必要なスキル

を習得していきます。 

以下に示す図のとおり、入学年度、学部ごとに一部実施時期が異なりますが、同様の内容を実

施します。 

令和 6年度入学生用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※芸術学部は第６セメスターで教育実習を実施するため、実習先開拓、事前指導も前倒しになります。 

令和 5 年度 以前入学生用 

【文学部・農学部・工学部・教育学部】 
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【芸術学部】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●学年ごとの取り組み 

学年ごとの取り組みについては、以下のとおりです。 

 小・中・高 幼・保 教員就職対策講座の主な取り組み 

1 年次 参観実習 

学校体験活動 A 

教育インターンシップ 

参観実習 

教育・保育体験活動 A 

保育インターンシップ 

教職講座 

教育・教師の諸問題について書く 

一般教養・専門教養の学び方 

論作文基礎講座 

2 年次 教育インターンシップ 保育インターンシップ 教職講座 

教員の資質・能力について考える 

教職教養の学び方 

論作文基礎講座 

面接基礎講座 

3 年次 介護等体験 ※ 教育実習・保育実習 教職講座 

論作文実践講座 

面接対策講座 

4 年次 教育実習 

教員採用試験 

教育実習・保育実習 

教員採用試験 

教員採用試験対策講座 

合格者対象講座 

※芸術学部は 2年次に介護等体験、3年次に教育実習。 

※幼稚園・高等学校のみ免許取得の場合は、介護等体験は実施不要。 

  

 

第1セメスター 第2セメスター 第３セメスター 第4セメスター 第5セメスター 第6セメスター 第8セメスター

教育実習事前指導 教育実習

ガイダンス

模擬試験

教職の専門的な学修

玉川大学の教職課程受講支援プログラム

第7セメスター

ステップ
教職の意義と基礎理論を学ぶ 指導法の基礎を学ぶ 教科・教職の専門性と

実践力を養う
実践と応用 総まとめ

教科の基礎を学ぶ

大学の

カリキュラム

（授業）

教育実習

事後指導各教科の指導法に関する学修

教科に関する専門的事項・教育の基礎的理解に関する科目の学修

教職実践

演習

模擬試験・対策講座・自主学修会等 直前対策等

学校体験活動(教育ボランティア・教育インターンシップなど学校現場(他)における活動)

参観実習学外実習など

介護等体験(事前指導含む)

採用試験対策
筆記・面接・論作文等試験対策 筆記・面接・論作文等試験対策、総まとめ 教員採用試験

模擬試験・対策講座・自主学修会等

教育実習先開拓、事前指導、現場実習、事後指導
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参観実習・学校体験活動 A 
 ●１年生から現場体験 

教える立場、教師の目線から学校を１日体験することで、教育現場の理解を深め、教

職に対する自覚を促すとともに進路選択の機会とすることを目的として実施 

 ●教育学部・文学部(英語教育)は６月に実施 

 ●文(英語教育除く)・農・工・芸術学部は 10 月に実施 

  ●学校体験活動 A（令和 6 年度入学生より実施）：24 時間分の学校体験活動 

参観実習の様子 

教育インターンシップ 

 

 

 

 

 

 

 ●参観実習に参加した後に受講（選択科目） 

 ●授業として、学校現場での活動に加えて事前・中間・事後指導を実施。 

  現場での活動は 2単位 60時間。2 年次春学期から受講可（ガイダンス出席必須） 
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●各種申請 

 UNITAMA掲示に従い、指定期日までに行ってください。 

 期日を過ぎた場合には、教師教育リサーチセンター窓口での受付はできませんので、学科の教

職担当教員に報告・相談してください。 

  

 

 

 

 

 

 

介護等体験 

 

 

 

 

 

 

●令和 6 年度より「特別支援学級」を設置する小中学校にて 60 時間実施。 

令和 6 年度は、文学部・農学部・工学部・教育学部は 3 年生で実施。 

芸術学部は 2 年生で実施。 

教育実習・保育実習 

 

 

 

 

 

【教育実習】 

●教育・文・農・工学部生は 

4 年次春学期に主免、秋学期に副免の現場実習実施 

●芸術学部生 

 3 年次秋学期に主免、4 年次秋学期に副免の現場 

 実習を実施 

●教育学部で幼稚園を主免とする学生 

 3 年次秋学期・4 年次春学期に現場実習を実施 

※原則として現場実習の前年度に実習校を開拓し、 

前学期に事前指導を実施 

【保育実習】 

●教育学部乳幼児発達学科生 

 3 年次 2回と 4年次 1回の現場実習を実施 
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●配付資料 

 教職課程受講支援プログラム受講者には、以下の資料を配付する予定です。 

資料名 対象 時期 

学校体験活動 Aの手引き 1 年次生 参観実習事前指導 

教育インターンシップの手引き 教育インターンシップ受講生 教育インターンシップ

ガイダンス等 

必出テーマで押さえる教員採用試験

のための論作文＆面接対策（時事通

信出版局） 

2 年次生 論作文基礎講座 

介護等体験の手引き 3 年次生 

（芸術学部は 2年次生） 

介護等体験事前指導 

教育実習ガイド 小学校・中学校・高

等学校版（時事通信出版局） 

小学校・中学校・高等学校で

実習を実施する 3年次生 

（芸術学部は 2年次生） 

教育実習事前指導 

これからの時代の保育者養成・実習ガ

イド（中央法規出版） 

幼稚園・保育所で実習を実施

する 3年次生 

教育実習事前指導 

保育実習指導 

※上記以外にも、UNITAMA掲示等で必要に応じて資料を配付します。 
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1 年次から 2 年次は、受験を希望する自治体・校種を問わずに同じ講座に出席します。 

3 年次からは希望調査を実施のうえ、以下の 3 コースに分かれます。 

 

 

 

A コースは、小学校・中学校・高等学校の教員採用試験合格を目指し、公立学校の教員採用

試験をもとに対策講座の受講を希望する学生用のコースです。 

 

 

 

K コースは、幼稚園・認定こども園、保育所・社会福祉施設等への就職を目指すため、公立園

の教員・保育士採用試験をもとに対策講座の受講を希望する学生用のコースです。 

 

 

 

Ｓコースは、卒業後すぐには教員・保育士就職を目指さないが、将来に備えて免許取得を目

指すため、教員・保育士採用試験対策講座の受講(提供)を希望しない。自学自習にて学修を

行う学生用のコースです。 

 

※どのコースに所属する場合でも、教職課程受講料納入額は変わりません。 

※Ｓコースの所属学生も、教員・保育士採用試験対策講座の配付資料を受け取ることができま

すので、希望者は講座実施日翌日から 1 週間以内に教師教育リサーチセンター教員就職担

当にご連絡ください。 

※選択したコースを変更することは可能です。変更を希望する場合には、教師教育リサーチセ

ンター教員就職担当にご相談ください（教員採用試験出願間際の変更はお勧めしません）。 

Ａ（アドバンス）コース 

Ｋ（キンダーガーデン）コース 

Ｓ（セルフスタディ）コース 

教員・保育士採用試験対策講座 

 

 

 

 

 ●１年生から模擬試験受験ほか各種講座を実施 

 ●論作文対策として１,２年生で基礎講座、３年生で実践講座 

 ●面接対策として３年生で実践講座 

 ●４年生で教員採用試験直前対策講座（実技等、自治体ごとの試験対策） 

 ●合格者、次年度再受験者へのガイダンスも実施） 
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Ⅱ 受講にあたって 
 

●出 席 

指定された講座等には必ず出席してください。 

やむをえず欠席する場合には、事前に教師教育リサーチセンターへ連絡をすること。無断欠席

をした場合には、学科教員の指導のうえ、受講中止になる場合があるので注意してください。 

オンライン講座においては、すべて録画・録音・撮影は禁止します（事実が判明した際には、以

後の教職課程受講を認めない場合があります）。また接続の状況等で受講できない場合には、当

該時間中にメールにて教師教育リサーチセンターへご相談ください。 

 

●日程・開催方法・準備について 

  該当する学年・学部（3 年次以降は免許種）の「年間予定表」「各講座内容」を確認してください。 

 

◇学修スケジュール 

 

  

1セメ 2セメ 3セメ 4セメ 5セメ 6セメ 7セメ 8セメ

玉川大学

講座スケジュール

一般教養

教職教養

専門教養

模擬試験

1年次 2年次 3年次 4年次

1次試験対策

2次試験対策

3

年

次

早

期

受

験

教

員

・

保

育

士

採

用

試

験
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1 年次生（教育） 

実施プログラム一覧 

●年間予定表 

月 日 曜 実施プログラム 備考 

4 3 水 教職課程受講ガイダンス 4/14（日）まで視聴可能 

(アンケート登録締切) 

4 25 木 教職講座１(共通)「教員・保育士を目指す学生たちへ」 Blackboard を確認すること 

5 14 火 「学校体験活動A・教育・保育体験活動A(参観実習)」事前指導  

5 30 木 教職講座 2(共通)「学修スタートガイダンス」 Blackboard を確認すること 

6 13 木 「学校体験活動A、教育・保育体験活動A(参観実習)」  

6 14 金 【有料】日本語検定（第 1回）【希望者のみ対象】 要 申込み制 

6 20 木 ダブル免許プログラム（中 2）ガイダンス 希望者のみ 

7 4 木 教職講座 3(共通)「進路について考えよう」 Blackboard を確認すること 

9 24 火 「学校体験活動A、教育・保育体験活動A」直前指導  

9 26 木 教職講座 4(幼・保)「幼稚園・保育所の違い」 Blackboard を確認すること 

9 26 木 教職講座 4(小中高)「最新動向ガイダンス」 Blackboard を確認すること 

10 17 木 教職講座 5(幼・保)「学修ガイダンス」 Blackboard を確認すること 

10 29 火 「学校体験活動 A」中間指導  

10 31 木 教職講座 5(小中高)「私立学校と公立学校の違い」 Blackboard を確認すること 

11 14 木 (保・幼)保育士就職模試 【幼稚園】 要 申込み制 

11 14 木 (幼小中高)模擬試験「2024 年模試」 要 申込み制 

12 5 木 第 1 回論作文基礎講座 Blackboard を確認すること 

12 12 木 第 2 回論作文基礎講座 Blackboard を確認すること 

1 7 火 学芸員資格取得ガイダンス 希望者のみ 

1 10 金 令和 7年度 教育インターンシップ募集ガイダンス 希望者のみ 

1 14 火 社会教育主事・社会教育士資格取得ガイダンス 希望者のみ対象 

1 16 木 教職講座 7(幼・保) 「認定こども園」 Blackboard を確認すること 

1 16 木 教職講座 7(小中高) 「特別支援教育について」 Blackboard を確認すること 

1 16 木 「教育・保育体験活動A」中間指導（予定）日程変更可能性あり  

1 21 火 学校図書館司書・図書館資格取得ガイダンス 希望者のみ対象 

2 6 木 第 3 回論作文基礎講座 Blackboard を確認すること 
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1 年次生（文農工芸） 

実施プログラム一覧 
●年間予定表 

月 日 曜 実施プログラム 備考 

4 3 水 教職課程受講ガイダンス 4/14（日）まで視聴可能 

(アンケート登録締切) 

4 25 木 教職講座１(共通)「教員・保育士を目指す学生たちへ」 Blackboard を確認すること 

5 14 火 「学校体験活動 A(参観実習)」事前指導 ※英語教育学科のみ 

5 23 木 ダブル免許プログラム（小 2）ガイダンス 希望者のみ対象 

5 30 木 教職講座 2(共通) 「学修スタートガイダンス」 Blackboard を確認すること 

6 13 木 「学校体験活動 A(参観実習)」 ※英語教育学科のみ 

6 14 金 【有料】日本語検定（第 1回）【希望者のみ対象】 要 申込み制 

7 4 木 教職講座 3(共通) 「進路について考えよう」 Blackboard を確認すること 

7 11 木 「学校体験活動 A(参観実習)」事前ガイダンス ※英語教育学科を除く 

9 24 火 「学校体験活動 A」直前指導 ※英語教育学科のみ 

9 26 木 教職講座 4(小中高) 「最新動向ガイダンス」 Blackboard を確認すること 

10 1 火 「学校体験活動 A(参観実習)」事前指導 ※英語教育学科を除く 

10 4 金 「学校体験活動 A」直前指導 ※英語教育学科のみ 

10 11 木 「学校体験活動 A(参観実習)」 ※英語教育学科を除く 

10 22 火 「学校体験活動 A」直前指導 ※英語教育学科を除く 

10 25 金 「学校体験活動 A」直前指導 ※農学部のみ 

10 29 火 「学校体験活動 A」中間指導 ※英語教育学科のみ 

10 31 木 教職講座 5(小中高) 私立学校と公立学校の違い」 Blackboard を確認すること 

11 1 金 「学校体験活動 A」中間指導 ※英語教育学科のみ 

11 14 木 (小中高)模擬試験「2024 年模試」 要 申込み制 

11 26 火 「学校体験活動 A」中間指導 ※英語教育学科を除く 

12 5 木 第 1 回論作文基礎講座 Blackboard を確認すること 

12 6 金 「学校体験活動 A」中間指導 ※農学部のみ 

12 12 木 第 2 回論作文基礎講座 Blackboard を確認すること 

1 7 火 学芸員資格取得ガイダンス 希望者のみ対象 

1 14 火 「学校体験活動 A」直前指導（予定） ※芸術学部のみ 

1 16 木 教職講座 7(小中高) 「特別支援教育について」 Blackboard を確認すること 

1 10 金 令和 7年度 教育インターンシップ募集ガイダンス 希望者のみ 

1 14 火 社会教育主事・社会教育士資格取得ガイダンス 希望者のみ対象 

1 21 火 学校図書館司書・図書館資格取得ガイダンス 希望者のみ対象 

2 6 木 第 3 回論作文基礎講座 Blackboard を確認すること 

2 25 火 「学校体験活動 A」中間指導（予定） ※芸術学部のみ 
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●1年次に受講する各講座内容 

 

講座名 教職課程受講ガイダンス 

講 師 教師教育リサーチセンター職員（免許取得担当） 

目 的 教員になるために必要なこと、玉川大学で教員免許を取得するために必要なこと

を知ること 

位置づけ スタートアップ、玄関口 

教員免許は教職課程受講を許可された学生のみ取得できる。教職課程を受講

するためには、このガイダンス動画を視聴し、決められた期限までに登録を完了

することが必須事項となっている。手続きをしなければ教職課程受講ができない

ため教員免許を取得することができない。 

内 容 ●教職課程受講支援プログラムとは何か 

●教員になるために必要なこと 

●教職課程受講申請の手続きについて 

実施方法 期間内に Blackboard@TAMAGAWAの説明動画を確認の上、UNITAMA アンケ

ートにて登録を行う 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、『教職課程受講ガイド』を参照しながら説明を聞く

こと 

 

講座名 教職講座 1(共通)「教員・保育士を目指す学生たちへ」 

・「教員・保育士になるために必要な資質・能力について」 

・「教員・保育士にとって必要な日本語力」 

講 師 山重 ふみ子（教職サポートルーム客員教員） 

宮谷 映美子（教職サポートルーム客員教員） 

目 的 教員・保育士を目指すうえで、必要な資質・能力を理解し、どのような心構え

で 4年間を過ごすべきか、自身で考え具体的な取り組みにつなげていく意識を

つくること 

位置づけ 「教職の意義を学ぶ」ファーストステップの基礎講座 

内 容 教員・保育士になるために必要な資質・能力について本学教員より講義 

実施方法 動画配信 

注意事項 Blackboard を確認すること 
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講座名 教職講座 2(共通) 「学修スタートガイダンス」 

講 師 時事通信出版局 

目 的 教員・保育士採用試験で出される教職教養の問題に触れ、今後の授業や自主

学修を行うものを意識づけする。 

3 年後の教員・保育士採用試験へ向け、勉強法を身につけること 

位置づけ 「教職の意義を学ぶ」ファーストステップの基礎講座。 

内 容 教職教養の試験を事前に受験し、これからの 4年間の学習計画について説明。 

段階的に筆記試験の準備をおこない、重点科目は何かを確認。弱点分野を分析

し、各個人が補強すべきプログラムについて、冊子を配布。 

専門の講師より、各プログラムを説明。 

実施方法 指定教室でのライブ配信 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 3(共通) 「進路について考えよう」 

講 師 教職サポートルーム客員教員 

教育学研究科・教職大学院 

目 的 学校現場や教師を取り巻く状況は大きな変革を迎えているが、社会状況を踏ま

え、教員・保育士を目指す学生として、教育改革をはじめとする社会の動きにつ

いて、しっかりと意識すること 

位置づけ 「教職の意義を学ぶ」ファーストステップの基礎講座。 

12 月より開始する「論作文基礎講座」への基礎となる。 

教職に関心をもつ、書くことに慣れることを意図した取り組み。 

課題として提出するのは 1本だが、いろいろなテーマについて複数書いてみたう

えで自身が最もよく書けたと思うレポートを提出すると本講座の目的を達成するこ

とができるだろう。 

内 容 ・夏休みの課題 

教職を取りまく背景についての講話を聞いたうえで、夏休みに新聞（インターネッ

ト版ならびに新聞各社のホームページ等でも可）の特別支援に関する記事の中

から、関心を持った教育問題について研究・調査し、レポートとして提出する。 

レポートの形式や内容提出期間、提出方法についての説明がある。 

実施方法 指定教室でのライブ配信 

注意事項 UNITAMA「教職・資格情報」/Blackboard を確認すること 
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講座名 教職講座 4(幼・保) 「幼稚園・保育所の違い」 

講 師 教職サポートルーム客員教員 

目 的 教員・保育士を目指すにあたって、自身が希望すること校種の違いについて知る 

位置づけ 教員・保育士採用試験受験へ向けての意識づくり 

内 容 幼稚園・保育所での働き方などの違いを説明する。 

実施方法 指定教室での実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 4(小中高) 「最新動向ガイダンス」 

講 師 時事通信出版局 

目 的 教員を目指すにあたって、自身が希望する自治体の採用がどのような状況かを

把握する 

位置づけ 教員採用試験受験へ向けての意識づくり 

内 容 当該年度の教員採用試験をふまえた最新動向ガイダンスを実施。 

実施方法 指定教室でのライブ配信 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 5(幼・保) 「学修ガイダンス」 

講 師 幼稚園：特別区人事厚生組合(東京 23 区) 

保育所：世田谷区役所 

・卒業生(現役幼稚園教員・現役保育士) 

目 的 教員・保育士を目指すにあたって、実際の現場について、学ぶ 

位置づけ 教員・保育士採用試験受験へ向けての意識づくり 

内 容 幼稚園・保育所の採用試験について学ぶ。また、本学卒業生の現役教員を招聘

し、現在の働き方や在学中の学修方法について聞く。 

実施方法 指定教室での実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 5(小中高) 「私立学校と公立学校の違い-就職ガイダンス-」 

講 師 教職サポートルーム客員教員 

目 的 教員を目指すにあたって、私立学校と私立学校の違いを把握する 

位置づけ 教員採用試験受験へ向けての意識づくり 

内 容 私立学校と公立学校の成り立ちや違いについて説明 

実施方法 指定教室でのライブ配信 

注意事項 UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 

 

  

13



 

講座名 教職講座 6(幼・保) 「認定こども園について」 

講 師 鳥塚 恵子 (教職講座・実習指導担当客員教員) 

目 的 学校現場や教師を取り巻く状況は大きな変革を迎えているが、社会状況を踏ま

え、教員を目指す学生として、教育改革をはじめとする社会の動きについて、しっ

かりと意識すること 

位置づけ 「教職の意義を学ぶ」セカンドステップ。 

12 月より開始した「論作文基礎講座」で学んだことを用いて書くこと、具体的に進

路をイメージすることの２つを意図した取り組み。課題として提出するのは 1本だ

が、いろいろなテーマについて複数書いてみたうえで自身が最もよく書けたと思う

レポートを提出すると本講座の目的を達成することができるだろう。 

内 容 春休みの課題：「幼稚園・保育所・認定こども園の働き方について考える」 

実施方法 指定教室での実施 

注意事項 UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 

 

 

講座名 教職講座 6(小中高) 「受験する自治体を考えよう」 

講 師 教職サポートルーム客員教員 

目 的 学校現場や教師を取り巻く状況は大きな変革を迎えているが、社会状況を踏ま

え、教員を目指す学生として、教育改革をはじめとする社会の動きについて、しっ

かりと意識すること 

位置づけ 「教職の意義を学ぶ」セカンドステップ。 

12 月より開始した「論作文基礎講座」で学んだことを用いて書くこと、具体的に進

路をイメージすることの２つを意図した取り組み。課題として提出するのは 1本だ

が、いろいろなテーマについて複数書いてみたうえで自身が最もよく書けたと思う

レポートを提出すると本講座の目的を達成することができるだろう。 

内 容 春休みの課題：「受験する自治体について考える」 

レポートの形式や内容提出期間、提出方法についての説明がある。 

以下の資料を読み、自身の考えをまとめる。 

・「採用担当課長に聞く 2023 年度教員採用試験の最新動向」 

・受験を希望する自治体に関する記事の「求める教師像」 

実施方法 指定教室へのライブ配信 

注意事項 UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 
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講座名 第 1 回 論作文基礎講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員採用試験合格へ向けて、論作文の書き方を基本から学ぶ 

位置づけ 2 年次で実施する論作文応用講座への基礎固め 

内 容 3 回の講座をとおして、論作文執筆のためのルール、書き方の基本事項を学習

し、出題されたテーマに沿って執筆（演習）を行う。第 1回は講義１．希望校種等

のクラス編成にて取り組む。 

実施方法 校種ごとに分けて講義・演習 

注意事項 大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 

 

講座名 第 2 回 論作文基礎講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員採用試験合格へ向けて、論作文の書き方を基本から学ぶ 

位置づけ 2 年次で実施する論作文応用講座への基礎固め 

内 容 論作文執筆のためのルール、書き方の基本事項を学習し、出題されたテーマに

沿って執筆（演習）を行う。第 2回は、「論作文の書き方（講義 2）」+「執筆 1」に取

り組む。執筆 1は次回、赤字添削・評価を各自へ返却。 

実施方法 校種ごとに分けて講義・演習 

注意事項 大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 

 

講座名 第 3 回 論作文基礎講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員採用試験合格へ向けて、論作文の書き方を基本から学ぶ 

位置づけ 2 年次で実施する論作文応用講座への基礎固め 

内 容 論作文執筆のためのルール、書き方の基本事項を学習し、出題されたテーマに

沿って執筆（演習）を行う。第 3回は、「論作文の書き方（講義 3）」+「執筆 2」に取

り組む。※第 3回で執筆した論作文の講評はなく、添削・採点のみとなる。 

実施方法 志望する自治体ごとに分けて講義・演習 

注意事項 大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 
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講座名 ダブル免許プログラム（中 2）ガイダンス【教育学部教育学科対象】 

講 師 教師教育リサーチセンター職員（ダブル免許プログラム担当） 

目 的 国が推進する小中免許の併有にチャレンジする学生を増やすため 

位置づけ より質の高い教員養成を目指した取り組み 

内 容 ダブル免許プログラムで取得できる免許と取得のための留意事項について説明

する 

実施方法 指定教室での実施 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、『教職課程受講ガイド』を手元に置いて参加すること 

 

講座名 ダブル免許プログラム（小 2）ガイダンス【文・農・工・芸術学部対象】 

講 師 教師教育リサーチセンター職員（ダブル免許プログラム担当） 

目 的 国が推進する小中免許の併有にチャレンジする学生を増やすため 

位置づけ より質の高い教員養成を目指した取り組み 

内 容 ダブル免許プログラムで取得できる免許と取得のための留意事項について説明

する 

実施方法 指定教室での実施 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、『教職課程受講ガイド』を手元に置いて参加するこ

と 

 

講座名 学芸員資格取得ガイダンス【希望者のみ対象】 

講 師 教師教育リサーチセンター職員（資格取得担当）・芸術学部担当教員 

目 的 学芸員の資格取得者を増やすため 

位置づけ より質の高い教員養成を目指した取り組み 

内 容 資格についての概要と、資格取得のために必要な手続き等を説明する 

実施方法 Zoom によるオンライン説明会 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、『履修ガイド』を手元に置いて参加すること 

 

講座名 資格取得ガイダンス【希望者のみ対象】 

講 師 教師教育リサーチセンター職員（資格取得担当）・教育学部担当教員 

目 的 社会教育士、図書館司書、学校図書館司書教諭の資格取得者を増やすため 

位置づけ より質の高い教員養成を目指した取り組み 

内 容 資格についての概要と、資格取得のために必要な手続き等を説明する。 

実施方法 Zoom によるオンライン説明会 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、『履修ガイド』を手元に置いて参加すること 
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講座名 日本語検定（第 1回）【希望者のみ対象】 

講 師 東京書籍 

目 的 教師の資質・能力のひとつである「日本語力」を高める 

位置づけ より質の高い教員養成を目指した取り組み 

内 容 文部科学省をはじめ、43 都道府県教育委員会、42 市区町村教育委員会等が後

援している日本語検定を準会場である本学にて実施 

実施方法 本学会場にて受検 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、参加すること 
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2 年次生（教育） 

実施プログラム一覧 

●年間予定表 

月 日 曜 実施プログラム 備考 

4 11 木 (小中高)教育委員会集団説明会 要 申込み制 

4 18 木 第 1 回 論作文応用講座  

5 9 木 教職講座１(幼・保)「スタートガイダンス」  

5 9 木 教職講座１(小中高)「学修スタートガイダンス」  

6 6 木 第 2 回 論作文応用講座  

6 13 木 (小中高) ICT 教育  

6 14 金 【有料】日本語検定（第 1回） 希望者のみ 

6 27 木 教職講座 2(幼・保)「私立園と公立園の違い」  

7 5 金 実習開拓ガイダンス(幼稚園)   

7 11 木 教職講座 2(小中高)「過去問分析ガイダンス」  

9 12 木 (保・幼)保育士就職模試 【＋幼稚園】 要 申込み制 

9 12 木 (幼小中高)模擬試験「2024 年模試」 要 申込み制 

10 3 木 保育士資格取得ガイダンス【乳幼児発達学科のみ対象】  

10 17 木 (幼・保)採用試験説明会 希望者のみ 

10 31 木 (小中高)私立学校就職ガイダンス 希望者のみ 

11 7 木 面接基礎講座  

1 7 火 学芸員資格取得ガイダンス・博物館実習受講ガイダンス 希望者のみ 

1 12 金 令和 6年度 教育インターンシップ募集ガイダンス 希望者のみ 

1 23 木 教職講座 3(幼・保)「就職試験の最新動向」  

1 23 木 教職講座 3(小中高)「最新動向ガイダンス」  

1 14 火 社会教育主事・社会教育士資格取得ガイダンス 希望者のみ 

1 21 火 学校図書館司書・図書館資格取得ガイダンス 希望者のみ 

2 6 木 【有料】(小中高)模擬試験「自治体別模試」 希望者のみ 
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2 年次生（文農工芸） 

実施プログラム一覧 

 

●年間予定表 

月 日 曜 実施プログラム 備考 

4 11 木 (小中高)教育委員会集団説明会 要 申込み制 

4 18 木 第 1 回 論作文応用講座  

5 9 木 教職講座１(小中高)「学修スタートガイダンス」  

6 2 金 令和 5年度（秋） 教育インターンシップ募集ガイダンス 希望者のみ 

6 6 木 第 2 回 論作文応用講座  

6 13 木 (小中高) ICT 教育  

6 14 金 【有料】日本語検定（第 1回） 希望者のみ 

7 11 木 教職講座 2(小中高)「過去問分析ガイダンス」  

9 12 木 (小中高)模擬試験「2024 年模試」 要 申込み制 

9 20 金 介護等体験事前指導① 【芸術学部のみ】  

9 27 金 介護等体験事前指導② 【芸術学部のみ】  

10 4 金 介護等体験事前指導③ 【芸術学部のみ】  

10 31 木 (小中高)私立学校就職ガイダンス 希望者のみ 

11 7 木 面接基礎講座  

11 29 金 介護等体験 中間指導 【芸術学部のみ】  

1 7 火 学芸員資格取得ガイダンス・博物館実習受講ガイダンス 希望者のみ 

1 10 金 令和 6年度 教育インターンシップ募集ガイダンス 希望者のみ 

1 23 木 教職講座 3(小中高) 「最新動向ガイダンス」  

1 14 火 社会教育主事・社会教育士資格取得ガイダンス 希望者のみ 

1 21 火 学校図書館司書・図書館資格取得ガイダンス 希望者のみ 

2 6 木 【有料】(小中高)模擬試験「自治体別模試」 希望者のみ 
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●2年次に受講する各講座内容 

講座名 教職講座 1(幼・保) 「スタートガイダンス」 「幼稚園・保育所の最新動向」 

講 師 教職サポートルーム客員教員 

目 的 進路の明確化、進路を踏まえ、受験対策をしていくための方向性を定める 

位置づけ 教員・保育士採用試験対策のスタート 

内 容 進路や学習の仕方など、相談する教員を、就職希望の校種ごとに、紹介。幼稚

園・保育所の動向について、担当教員より、説明。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 1(小中高) 「学修スタートガイダンス」 

講 師 時事通信出版局 

目 的 進路の明確化、進路を踏まえ、受験対策をしていくための方向性を定める 

位置づけ 教員採用試験対策のスタート 

内 容 学習計画の確認と説明。各学年でどの科目を準備し、重点科目は何かを確認。

各自の弱点科目・分野を分析する。各個人が補強すべきプログラムについて、冊

子を配布。 

実施方法 指定教室でのライブ配信 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 2 「私立園と公立園の違い」 

講 師 田澤 里喜(教育学部教育学科) 

目 的 私立園を中心に、公立園との違いについて説明し、進路の方向性を定める 

位置づけ 進路の明確化、進路を踏まえ、受験対策をしていくための方向性を定める 

内 容 私立園を中心とした公立園との違いについて、説明。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 2(小中高) 「過去問分析ガイダンス」 

講 師 時事通信出版局 

目 的 進路の明確化、進路を踏まえ、受験対策をしていくための方向性を定める 

位置づけ 教員採用試験の過去問から、受験する自治体の傾向をつかむ 

内 容 ●実際に出題傾向の分析の仕方をその場で体験する 

●自らの志望自治体の現状を知り、具体的な対策につなげる 

●複数の課題より選択し、ワークシート作成・模試等に取り組む 

実施方法 指定教室へのライブ配信 

注意事項 Blackboard を確認すること 
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講座名 教職講座 3(幼・保) 「就職試験の動向」・「コース選択ガイダンス」 

講 師 教職サポートルーム客員教員 

目 的 採用試験に向け、本格的な心構えを説明。 

位置づけ 「実践力を養う」ステップへの導入 

内 容 3 年次の目的「採用試験に備える」にあわせ、卒業後の進路に基づくコース選択

ガイダンスを実施。採用試験の動向を把握し、自身の進路の再確認を促す。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 3(小中高) 「最新動向ガイダンス」 

講 師 時事通信出版 

目 的 教員を目指すにあたって、自身が希望する自治体の採用がどのような状況かを

把握する 

位置づけ 教員採用試験受験へ向けての意識づくり 

内 容 当該年度の教員採用試験をふまえた最新動向ガイダンスを実施。 

実施方法 指定教室へのライブ配信 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

講座名 (小中高) ICT を活用した授業の重要性 

講 師 外来講師 

目 的 ICT を活用した講座の設置 

位置づけ 「実践力を養う」ステップへの導入 

内 容 調整中 

実施方法 指定教室へのライブ配信 

注意事項 Blackboard を確認すること 
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講座名 第 1 回 論作文応用講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員・保育士採用試験合格へ向けて、論作文の書き方を習得する 

位置づけ 教員・保育士採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 1 年次の論作文基礎講座で習得した論作文の書き方を復習。 

「論作文の書き方①（講義）＋執筆①」を実施。 

「執筆①」は各担当教員により個別指導。 

実施方法 校種ごとに分けて講義・演習 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 

講座名 第 2 回 論作文応用講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員・保育士採用試験合格へ向けて、論作文の書き方を習得する 

位置づけ 教員・保育士採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 第 1 回の講義等をふまえ、「論作文の書き方①」の復習。 

新たな課題について、「論作文の書き方②（講義）＋執筆②」を実施。 

「執筆②」は各担当教員により個別指導。 

実施方法 校種ごとに分けて講義・演習 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 

講座名 面接基礎講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員・保育士採用試験合格へ向けて、面接票の書き方を習得する 

位置づけ 教員・保育士採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 ・面接の流れを全体で実施 ・面接票の書き方のレクチャー

・面接票に基づく、進路および受験地

実施方法 校種ごとに分けて講義・演習 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 

22



 

講座名 実習開拓ガイダンス(幼稚園)  

講 師 幼稚園実習担当教員・教師教育リサーチセンター職員（実習担当） 

目 的 次年度に実施する実習先を決めるにあたっての方法を理解する 

位置づけ 免許取得の必須事項となっている実習の準備 

内 容 教育実習園開拓に必要な手続き等を説明する 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、参加すること 

 

講座名 保育士資格取得ガイダンス【乳幼児発達学科のみ対象】 

講 師 乳幼児発達学科 保育実習指導担当教員 

教師教育リサーチセンター職員（実習担当） 

目 的 保育士資格取得を取得するための手順や実習前後の流れ、3 年次の実習先を

決めるための保育実習調査票について理解する 

位置づけ 保育士資格取得に必須事項となっている実習の準備 

内 容 保育士資格を取得するための実習に必要な手続き等を説明する 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、『履修ガイド』を手元に置いて参加すること 

 

講座名 実習開拓ガイダンス(小中高) 

講 師 教師教育リサーチセンター職員（実習担当） 

目 的 次年度に実施する実習先を決めるにあたっての方法を理解する 

位置づけ 免許取得の必須事項となっている実習の準備 

内 容 教育実習校開拓に必要な手続き等を説明する 

実施方法 未定 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、参加すること 
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講座名 学芸員資格取得ガイダンス【希望者のみ対象】 

講 師 教師教育リサーチセンター職員（資格取得担当）・芸術学部教員 

目 的 学芸員の資格取得者を増やすため 

位置づけ より質の高い教員養成を目指した取り組み 

内 容 資格についての概要と、資格取得のために必要な手続き等を説明する 

実施方法 Zoom によるオンライン説明会 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、『履修ガイド』を手元に置いて参加すること 

 

講座名 博物館実習受講ガイダンス【希望者のみ対象】 

講 師 教師教育リサーチセンター職員（資格取得担当）・芸術学部教員 

目 的 学芸員の資格取得者を増やすため 

位置づけ より質の高い教員養成を目指した取り組み 

内 容 学芸員資格取得に必要な博物館実習の概要と、必要な手続き等を説明する 

実施方法 Zoom によるオンライン説明会 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、『履修ガイド』を手元に置いて参加すること 

 

講座名 資格取得ガイダンス【希望者のみ対象】 

講 師 教師教育リサーチセンター職員（資格取得担当）・教育学部教員 

目 的 社会教育主事・社会教育士、図書館司書、学校図書館司書教諭の資格取得者

を増やすため 

位置づけ より質の高い教員養成を目指した取り組み 

内 容 資格についての概要と、資格取得のために必要な手続き等を説明する 

実施方法 Zoom によるオンライン説明会 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、『履修ガイド』を手元に置いて参加すること 

 

講座名 日本語検定（第 1回）【希望者のみ対象】 

講 師 東京書籍 

目 的 教師の資質・能力のひとつである「日本語力」を高める 

位置づけ より質の高い教員養成を目指した取り組み 

内 容 文部科学省をはじめ、43 都道府県教育委員会、42 市区町村教育委員会等が後

援している日本語検定を準会場である本学にて実施 

実施方法 本学会場にて受検 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、参加すること 
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3 年次生（小中高） 

実施プログラム一覧 

●年間予定表 

月 日 曜 実施プログラム 備考 

4 11 木 (小中高)教育委員会集団説明会 要 申込み制 

4 12 金 介護等体験事前指導① 【春実施対象者】  

4 18 木 第 1 回 論作文応用講座  

4 19 金 介護等体験事前指導② 【春実施対象者】  

4 20 土 模擬試験「2024 年模試」 要 申込み制 

４ 25 木 教職講座１「A コーススタートガイダンス」  

4 26 金 介護等体験事前指導③ 【春実施対象者】  

5 16 木 第 1 回 面接対策講座  

5 23 木 第 2 回 面接対策講座  

6 6 木 第 2 回 論作文応用講座  

6 7 金 令和 6年度（秋）教育インターンシップ募集ガイダンス 文・農・工・芸希望者のみ 

6 14 金 【有料】日本語検定（第 1回） 希望者のみ 

6 21 金 介護等体験中間指導 【春実施対象者】  

6 27 木 教職講座 2「アンガーマネジメント」  

7 4 木 実習直前ガイダンス【芸術学部対象】  

9 19 木 第 1 回 論作文実践講座  

9 20 金 介護等体験事前指導① 【秋実施対象者】  

9 27 金 介護等体験事前指導② 【秋実施対象者】  

9 28 土 模擬試験「プレ模試」 要 申込み制 

10 3 木 第 3 回 面接対策講座  

10 4 金 介護等体験事前指導③ 【秋実施対象者】  

10 24 木 第 2 回 論作文実践講座  

10 31 木 (小中高)私立学校就職ガイダンス 希望者のみ 

11 23 土 教職講座 3(小中高) 「県別学習ガイダンス」  

11 28 木 第 3 回 論作文実践講座  

11 29 金 介護等体験中間指導 【秋実施対象者】  

1 7 火 博物館実習受講ガイダンス【希望者のみ】  

1 16 木 第 4 回 論作文実践講座  

1 24 金 介護等体験事後指導 【春実施対象者】  

3 20 木 教職講座 4 「教員採用試験直前ガイダンス」  

3 27 金 実習直前ガイダンス【文・農・工・教育学部のみ対象】  

     ※文学部英語教育学科は留学から帰国後、6月下旬開拓ガイダンスに出席すること。 
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3 年次生（幼・保） 

実施プログラム一覧 

●年間予定表 

月 日 曜 実施プログラム 備考 

4 18 木 第 1 回 論作文応用講座  

4 20 土 (幼稚園)模擬試験「2024 年模試」 要 申込み制 

4 20 土 (保育士)公立保育所模試 要 申込み制 

４ 25 木 教職講座 1 「K コーススタートガイダンス」  

5 16 木 第 1 回 面接対策講座  

5 23 木 第 2 回 面接対策講座  

6 6 木 第 2 回 論作文応用講座  

6 14 金 【有料】日本語検定（第 1回） 希望者のみ 

6 27 木 教職講座 2「アンガーマネジメント」  

7 4 木 私立幼稚園・保育士就職ガイダンス 希望者のみ 

9 19 木 第 1 回 論作文実践講座  

9 25 水 実習直前ガイダンス（幼稚園Ⅰ）  

9 28 木 (幼稚園)模擬試験「プレ模試」 要 申込み制 

9 28 木 (幼・保)保育士就職模試 (＋幼稚園) 要 申込み制 

10 3 木 第 3 回 面接対策講座  

10 10 木 教職講座 3 「教育課程と幼稚園教育要領」  

10 17 木 (幼・保)採用試験説明会 希望者のみ 

10 24 木 第 2 回 論作文実践講座  

11 28 木 第 3 回 論作文実践講座  

12 19 木 教職講座 4「保育･教育に関する関連法規と専門科目」  

1 23 木 実習中間指導（幼稚園Ⅰ）  

1 16 木 第 4 回 論作文実践講座  
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●3年次に受講する各講座内容 

 

講座名 教職講座 1(小中高) 「A コーススタートガイダンス」 

講 師 教職サポートルーム客員教員 

目 的 教員採用試験対策の本格的な取り組みにあたっての意識づけ 

位置づけ 「実践力を養う」ステップのキックオフ 

内 容 元校長による現場経験をもとにした講話。3年次に実施する「論作文実践講座」

「面接対策講座」の受講にあたっての心構えを説く。 

実施方法 Zoom によるライブ配信 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 1(幼・保) 「K コーススタートガイダンス」 

講 師 教職サポートルーム客員教員 

目 的 教員・保育士採用試験対策の本格的な取り組みにあたっての意識づけ 

位置づけ 「実践力を養う」ステップのキックオフ 

内 容 元園長による現場経験をもとにした講話。3年次に実施する「論作文実践講座」

「面接対策講座」の受講にあたっての心構えを説く。 

実施方法 Zoom によるライブ配信 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

 

講座名 教職講座 3(小中高) 「県別学習ガイダンス」 

講 師 時事通信出版局 

目 的 教員採用試験対策の本格的な取り組みにあたっての情報収集 

位置づけ 「実践力を養う」ステップの強化 

内 容 志望自治体ごとにグループ分けをし、自治体別情報や学習対策、また個別の受

験相談に応じる 

実施方法 Zoom によるライブ配信 

注意事項 UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 

 

  

講座名 教職講座 2 「アンガーマネジメント」 

講 師 仙北屋 正樹(教職サポートルーム客員教員) 

目 的 教員・保育者として、自身の心情を管理。学級・児童の対応について、考える。 

位置づけ 「実践力を養う」ステップの強化 

内 容 教壇に立ったときの対応を誤らないために、「怒り」の感情をうまくコントロールす

る方法を学ぶ。 

実施方法 指定教室にてライブ配信 

注意事項 Blackboard を確認すること 
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講座名 教職講座 3(幼・保) 「教育課程と幼稚園教育要領」 

講 師 若月 芳浩(教育学部乳幼児発達学科) 

目 的 教員採用試験対策の本格的な取り組みにあたっての情報収集 

位置づけ 「実践力を養う」ステップの強化 

内 容  

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 4(小中高) 「教員採用試験直前ガイダンス」 

講 師 時事通信出版局 

目 的 教員採用試験対策の本格的な取り組みにあたっての情報収集 

位置づけ 「実践力を養う」ステップの強化 

内 容  

実施方法 Zoom によるライブ配信 

注意事項 UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 4(幼・保) 「保育・教育に関する関連法規と専門科目」 

講 師 明田 貴和子(教職サポートルーム客員教員) 

目 的 教員採用試験対策の本格的な取り組みにあたっての情報収集 

位置づけ 「実践力を養う」ステップの強化 

内 容  

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

 

講座名 第 1 回 論作文応用講座 

講 師 教師教育リサーチセンター教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員・保育士採用試験合格へ向けて、論作文の書き方を習得する 

位置づけ 教員・保育士採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 2 年次の論作文基礎講座で習得した論作文の書き方を復習。 

「論作文の書き方①（講義）＋執筆①」を実施。 

「執筆①」は各担当教員により個別指導。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 
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講座名 第 2 回 論作文応用講座 

講 師 教師教育リサーチセンター教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員・保育士採用試験合格へ向けて、論作文の書き方を習得する 

位置づけ 教員・保育士採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 第 1 回の講義等をふまえ、「論作文の書き方①」の復習。 

新たな課題について、「論作文の書き方②（講義）＋執筆②」を実施。 

「執筆②」は各担当教員により個別指導。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 

 

講座名 第 1 回 論作文実践講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員・保育士採用試験合格へ向けて、論作文の書き方を習得する 

位置づけ 教員・保育士採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 応用講座の講義等をふまえ、各自治体の字数・制限時間に応じた実践講座を行

う。「論作文の書き方①（自治体ごとの講義）＋執筆①」を実施。 

「執筆①」は自治体・校種等に応じた教員により個別指導。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 

 

講座名 第 2 回 論作文実践講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員採用試験合格へ向けて、論作文の書き方を習得する 

位置づけ 教員採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 第 1 回の実践講座をふまえ、「論作文の書き方②（自治体ごとの講義）＋執筆

②」を実施。 

「執筆②」は自治体・校種等に応じた教員により個別指導。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 
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講座名 第 3 回 論作文実践講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員採用試験合格へ向けて、論作文の書き方を習得する 

位置づけ 教員採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 第 2 回の実践講座をふまえ、「論作文の書き方③（自治体ごとの講義）＋執筆

③」を実施。 

「執筆③」は自治体・校種等に応じた教員により個別指導。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 

 

講座名 第 4 回 論作文実践講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員採用試験合格へ向けて、論作文の書き方を習得する 

位置づけ 教員採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 論作文実践講座最終回。地域別対策〈本番の試験時間にて演習のみ）。新学年

で教育実習前、最後の総仕上げ実践講座。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 

 

講座名 第 1 回 面接対策講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員・保育士採用試験合格へ向けて、面接の基本を学ぶ 

位置づけ 教員・保育士採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 面接実践講座として 3回の演習を通して、面接試験における面接票の書き方、

面接の基本動作、心構え等を学ぶ。第 1回目は個別面接を中心に演習を実践。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 
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講座名 第 2 回 面接対策講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員採用試験合格へ向けて、面接の基本を学ぶ 

位置づけ 教員採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 前の回で回収した面接票の返却・指導。改めて面接実践演習として、基本である

個別面接を中心に演習を実践。様々な質問等への対応。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 

 

講座名 第 3 回 面接対策講座 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員採用試験合格へ向けて、面接の基本を学ぶ 

位置づけ 教員採用試験対策の本格的な取り組み 

内 容 面接実践講座の最終回。総仕上げとして、これまでの演習内容を振り返る。個人

面接の総仕上げを目標に実施。また集団討議・集団面接等の実践にも触れる。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 Blackboard を確認すること 

大学より配付される『必出テーマで押さえる教員採用試験のための論作文＆面

接対策』（時事通信出版局）をテキストとするので手元に置いておくこと 

 

講座名 実習直前ガイダンス（幼稚園Ⅰ） 

講 師 教育学部幼稚園実習担当教員・教師教育リサーチセンター職員（実習担当） 

目 的 幼稚園実習に向けて必要な手続き、心構え等を理解する 

位置づけ 免許取得の必須事項となっている実習の準備 

内 容 教育実習に必要な手続き等を説明する。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 UNITAMA掲示または Bb を確認のうえ、参加すること 

 

講座名 実習中間指導（幼稚園Ⅰ） 

講 師 教育学部幼稚園実習担当教員・教師教育リサーチセンター職員（実習担当） 

目 的 実習Ⅰの振り返りと実習Ⅱに向けて必要な手続き、心構え等を理解する。 

位置づけ 免許取得の必須事項となっている実習の準備 

内 容 実習Ⅰを振り返り、実習Ⅱに必要な手続き等を説明する。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 UNITAMA掲示または Bb を確認のうえ、参加すること 
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講座名 実習直前ガイダンス（小中高） 

講 師 学部・学科教職担当教員・教師教育リサーチセンター客員教員・ 

教師教育リサーチセンター職員（実習担当） 

目 的 実習に向けて必要な手続き、心構え等を理解する 

位置づけ 免許取得の必須事項となっている実習の準備 

内 容 教育実習に必要な手続き等を説明する 

実施方法 Zoom によるオンライン説明会 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、参加すること 

 

講座名 日本語検定（第 1回）【希望者のみ対象】 

講 師 東京書籍 

目 的 教師の資質・能力のひとつである「日本語力」を高める 

位置づけ より質の高い教員養成を目指した取り組み 

内 容 文部科学省をはじめ、43 都道府県教育委員会、42 市区町村教育委員会等が後

援している日本語検定を準会場である本学にて実施 

実施方法 本学会場にて受検 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、参加すること 

 

講座名 博物館実習受講ガイダンス【希望者のみ対象】 

講 師 教師教育リサーチセンター職員（資格取得担当）・芸術学部教員 

目 的 学芸員の資格取得者を増やすため 

位置づけ より質の高い教員養成を目指した取り組み 

内 容 学芸員資格取得に必要な博物館実習の概要と、必要な手続き等を説明する 

実施方法 Zoom によるオンライン説明会 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、『履修ガイド』を手元に置いて参加すること 
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4 年次生（小中高） 

実施プログラム一覧 

●年間予定表 

月 日 曜 実施プログラム 備考 

4 11 木 (小中高)教育委員会集団説明会 要 申込み制 

4 20 土 模擬試験「2024 年模試」 要 申込み制 

5 30 木 大学推薦者ガイダンス 【大学推薦者のみ対象】  

6 14 金 【有料】日本語検定（第 1回） 希望者のみ 

   教職特別講座「公立学校教員採用試験 1次対策講座」 

【Ａコースのみ対象】※自治体ごとに掲示 
要 出願報告 

7 4 木 実習直前ガイダンス 【教育学部：サブ免許、文学部・ 

農学部・工学部・芸術学部のダブル免許対象者】 

 

   
教職特別講座「公立学校教員採用試験 2次対策講座」 

【Ａコース 2次試験受験者のみ対象】※自治体ごとに掲示 

要 出願報告 

要 1 次合格報告 

7 25 木 教職特別講座「臨採ガイダンス（第 1回）」  

10 10 木 教職講座 1 「教師・保育者になる学生に向けて」  

11 7 木 教職特別講座「臨採ガイダンス（第 2回）」  

11 28 木 教職講座 2 「教師・保育者になる学生に向けて」  

12 19 木 
教職特別講座「合格者ガイダンス」 

【Ａコース公立合格者のみ対象】 

 

1 9 木 教職講座 3 「教師・保育者になる学生に向けて」  
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4 年次生（幼・保） 

実施プログラム一覧 

●年間予定表 

月 日 曜 実施プログラム 備考 

4 4 木 実習直前ガイダンス（幼稚園Ⅱ)  

4 20 土 (幼稚園)模擬試験「2024 年模試」 要 申込み制 

4 20 土 (保育士)公立保育所模試 要 申込み制 

5 11 土 【有料】保育士模試 (＋幼稚園) 希望者のみ 

6 14 金 【有料】日本語検定（第 1回） 希望者のみ 

   教職特別講座「公立教員・保育士採用試験 集中対策講座」 

【K コースのみ対象】 

幼稚園対策講座Ⅰ期 5/2・6/20 

幼稚園対策講座Ⅱ期 7/25・8/1・8/8 

保育士就職対策講座Ⅰ期 5/2・6/20 

保育士就職対策講座Ⅱ期 7/25・9/5・9/12 

私立幼保施設就職ガイダンス 7/4 

要 公立出願 

10 10 木 教職講座 1 「教師・保育者になる学生に向けて」  

11 28 木 教職講座 2 「教師・保育者になる学生に向けて」  

12 19 木 
公立幼保合格者ガイダンス 

【K コース 幼稚園・保育所のみ対象】 

 

1 9 木 教職講座 3 「教師・保育者になる学生に向けて」  
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●4年次に受講する各講座内容 

 

講座名 実習直前ガイダンス（幼稚園Ⅱ） 

講 師 教育学部幼稚園実習担当教員・教師教育リサーチセンター職員（実習担当） 

目 的 幼稚園実習に向けて必要な手続き、心構え等を理解する 

位置づけ 免許取得の必須事項となっている実習の準備 

内 容 教育実習に必要な手続き等を説明する 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 UNITAMA掲示または Bb を確認のうえ、参加すること 

 

講座名 大学推薦者ガイダンス （大学推薦者のみ対象） 

講 師 教職サポートルーム客員教員 

目 的 大学推薦者特有の試験対策 

位置づけ 教員採用試験対策の具体的な取り組み 

内 容 全学部（院生含む）該当者を対象に、対策講座を実施。具体的な第 1次・2次試

験を確認。学内担当教員との引き合わせを元に今後のスケジュールを確認する。 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、参加すること 

 

講座名 教職特別講座「公立学校教員採用試験１次対策講座」 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員採用試験合格へ向けての総仕上げ 

位置づけ 教員採用試験対策の具体的な取り組み 

内 容 第 1 志望の自治体の試験内容に合わせて、指導する。 

実施方法 未定 

注意事項 ・UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 

・出願報告と 1 次試験の結果を必ず教師教育リサーチセンターに報告すること。 

 

講座名 実習直前ガイダンス（小中高） 

講 師 学部・学科教職担当教員・教師教育リサーチセンター客員教員・ 

教師教育リサーチセンター職員（実習担当） 

目 的 実習に向けて必要な手続き、心構え等を理解する 

位置づけ 免許取得の必須事項となっている実習の準備 

内 容 教育実習に必要な手続き等を説明する 

実施方法 Zoom によるオンライン説明会 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、参加すること 

 

  

35



 

講座名 教職特別講座(幼・保)「公立集中対策講座（K コース対象）」 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員・保育士採用試験合格へ向けての総仕上げ 

位置づけ 教員・保育士採用試験対策の具体的な取り組み 

内 容 第 1 志望の自治体の試験内容に合わせて、指導する。 

実施方法 未定 

注意事項 ・UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 

・出願前に教職サポートルーム客員教員に相談し、出願報告と結果を必ず教師

教育リサーチセンターとサポートルーム客員教員に報告すること。 

 

講座名 教職特別講座(小中高)「公立学校教員採用試験１次対策講座（A コース対象）」 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員採用試験合格へ向けての総仕上げ 

位置づけ 教員採用試験対策の具体的な取り組み 

内 容 第 1 志望の自治体の試験内容に合わせて、指導する。 

実施方法 未定 

注意事項 ・UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 

・出願報告と 1 次試験の結果を必ず教師教育リサーチセンターに報告すること。 

 

講座名 教職特別講座(小中高)「公立学校教員採用試験 2次対策講座（A コース対象）」 

（※1 次試験合格者のみ対象） 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 教員採用試験合格へ向けての最終確認 

位置づけ 教員採用試験対策の具体的な取り組み 

内 容 各自治体の試験内容に合わせて指導する 

実施方法 試験日程が発表になり次第、調整するので直前の確定になる。 

注意事項 1 次合格の報告・試験内容報告書とともに、講座申し込みをすること。 

全日程参加が条件となる。 
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講座名 教職特別講座「臨採ガイダンス＋大学院説明会」 

（当該年度採用試験不合格者・次年度、教員就職希望者の 4年次生のみ対象） 

講 師 ・教師教育リサーチセンター職員（教員就職担当） 

目 的 今回の試験結果をふまえ、卒業後の進路について考え、次年度の教員採用試

験合格を目指して、現場体験を積む準備を進める 

位置づけ 次年度教員採用試験へ向けての準備 

内 容 ・次年度 4月 1日に産休代替教員として教壇に立つための方策を説明する 

・玉川大学大学院(教育学研究科)の説明 

実施方法 Zoom によるライブ配信 

注意事項 UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職特別講座「合格者ガイダンス」（公立学校名簿登載者のみ対象） 

講 師 教職サポートルーム客員教員 ほか 

目 的 新年度から教員になるにあたっての準備を進める 

位置づけ ともに対策講座に取り組んできたメンバーと合格を祝う締め括り。次年度の準備 

内 容 次年度 4月 1 日に教壇に立つまでの心構え、何をしておくべきかを指導する 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 1「教師・保育者になる学生に向けて」 

講 師 森山 賢一（教育学部教授・教師教育リサーチセンターリサーチフェロー） 

目 的 新年度から教員になるにあたっての準備を進める 

位置づけ 教職課程受講支援プログラムの締め括り。次年度の準備 

内 容 文部科学省や教育委員会で活躍する講師による最新の教育事情を紹介。 

実施方法 Zoom によるライブ配信 

注意事項 UNITAMA掲示・Blackboard を確認すること 

 

講座名 教職講座 2(小中高)「教師・保育者になる学生に向けて」 

講 師 山崎 克洋（小田原市立足柄小学校教諭） 

目 的 新年度から教員になるにあたっての準備を進める 

位置づけ 教職課程受講支援プログラムの締め括り。次年度の準備 

内 容 教師 1 年目がハッピーになるテクニック 

実施方法 指定教室にて実施 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、参加すること 
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講座名 教職講座 2(幼・保)「教員・保育者になる学生に向けて」 

講 師 佐藤 淳穂（新宿区立西戸山幼稚園長） 

目 的 新年度から教員・保育士になるにあたっての準備を進める 

位置づけ 教職課程受講支援プログラムの締め括り。次年度の準備 

内 容 現場の第一線で教壇に立つ園長からのメッセージ。 

新任教員として赴任してくる先生をどんな目線で見ているか など 

実施方法 Zoom によるオンライン講話（予定） 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、参加すること 

 

講座名 教職講座 3「教員・保育者になる学生に向けて」 

講 師 盛山 隆雄（筑波大学附属小学校教諭、玉川大学教師教育リサーチセンター非

常勤講師） 

目 的 新年度から教員になるにあたっての準備を進める 

位置づけ 教職課程受講支援プログラムの締め括り。次年度の準備 

内 容 現場の第一線で教壇に立つ教師からのメッセージ。 

実施方法 Zoom によるオンライン講話（予定） 

注意事項 UNITAMA掲示を確認のうえ、参加すること 
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Ⅲ 教職サポートルーム相談室について 
 

教員採用試験対策全般（学習方法、講座、教員の職務について等）を個別に相談したい際には、

公立学校の校長・園長・所長等の経験者で構成される教師教育リサーチセンター教職サポートル

ーム客員教員が対応します。 

個別相談を希望する場合には、Blackboad@TAMAGAWA にて希望日時に予約をしてください。

対面または、オンラインによる面談となります。 

※特定の自治体、教科、校種について相談したい場合には、下記の表「教職サポートルーム相談

室（個別相談）対応担当表」を参考に希望する教職サポートルーム客員教員が対応可能な日時

に予約してください。（日程詳細は Blackboad@TAMAGAWA にて確認してください。） 

※本件に関する問い合わせについては、kyoshoku@tamagawa.ac.jp にメールを送付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊上記の一覧表の曜日・時間帯に原則として隔週で担当教員が対応します。 

＊詳細日程は、Blackboad@TAMAGAWAに表示されますので、そちらからご確認ください。 

＊8月は教員採用試験 2次面接指導対応のため、教職サポートルーム相談室は閉室となります。 

 

月 火 水 木 金

小 八嶋　真理子 先生（横浜市）
西川　克行 先生（神奈川県）

☆柳瀬　泰 先生（東京都） 宮谷　映美子 先生（神奈川県）

芹澤　成司 先生（川崎市）

山重　ふみ子 先生（相模原市）

☆田中舘　明 先生（千葉県・千葉市）

飯島　将仁 先生（神奈川県）

中高 篠生　恵美子 先生（神奈川県） 門倉　松雄 先生（相模原市） 堀井　仁 先生（埼玉県/さいたま市) 山川　伸二 先生（横浜市）

小 小川　俊哉 先生（川崎市）
山口　祐一 先生（東京都）

藤澤　由紀夫 先生（埼玉県/さいたま

市)

瀧澤　優子 先生（横浜市）

余郷　和敏 先生（東京都）
今城　徹 先生（東京都）

神田　しげみ 先生（東京都）

☆三好　浩一 先生（東京都）

中高 ☆刀根　武史 先生（東京都）
風見　章 先生（東京都）

☆仙北屋　正樹 先生（東京都）
永松　由次 先生（神奈川県） 林　孝之 先生（神奈川県） 大嶋　一夫 先生（千葉県・千葉市）

幼保 小野塚　正枝 先生（保育所） 明田　貴和子 先生（保育所） 佐藤　博子 先生（幼稚園）

令和6（2024）年度　教職サポートルーム相談室（個別相談）　対応担当表

午前

9：00

12：00

午後

13：00

　

16：00
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Ⅳ 自主学修室の利用について 
自主学修室では、教員・保育士採用試験の過去問や先輩教員の試験内容報告書等を閲覧す

ることができます。自主学修室 受付にて学生証を掲示のうえ、訪問記録を提出し使用ください。 

 

自主学修室の書籍について 

・小学校 教科書・指導書 

・中学校 教科書・指導書 

・高等学校 教科書・指導書 

・2022 年度 教員採用試験対策 ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ問題集(東京アカデミー) 

・2021 年度版/2022 年度版/2023 年度版 

専門試験 公立幼稚園教諭・保育士採用試験対策ｼﾘｰｽﾞ(協同出版) 

・2022 年度版/2023 年度版 教員採用試験「全国版」過去問シリーズ (協同出版) 

・2022 年度版/2023 年度版/2024 年度版 教員採用試験 過去問シリーズ (協同出版) 

・2022 年度版/2023 年度版/2024 年度版 教員採用試験 参考書シリーズ (協同出版) 

・2024 年度版 教員採用試験(Build Up シリーズ・Twin Books 完成シリーズ)（時事通信社）  

…etc 

 

【使用方法】 

＊入室にあたっては検温、手指消毒を行っていただきます。 

＊自主学修エリアは、個別学修の場所です。私語や共同作業は禁止します。 

＊自主学修室内では飲食禁止です。飲食する場合は、152 グループ学習室を使用ください。 

※飲み物の持込みは、蓋つきのボトルのみ可能です。 

＊コピー機は、Suica や PASMOの交通系のカードが必要となります。 

※モバイルスイカなどは使用できません。 
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Ⅴ 自学自修教材について 
 

 

 

 

 

教員採用試験の準備にあたって、教師教育リサーチセンターでお勧めする自学自修のための

教材を紹介します。 

 

№ 教材名 入手方法 

筆記試験対策におススメ！ 

1 一般教養講座【@じぶんゼミ】 

時事通信に申し込みが必要（有料講座） 
2 教職教養講座【ライブ講座＆じぶんゼミ】 

3 専門教養講座【@じぶんゼミ】 

 中高国語／社会／英語／保健体育 

受験する自治体の動向を探る！ 

4 『教員養成セミナー』（時事通信） 

※毎月 22 日発行 

自主学修室で閲覧可 
5 『教職課程』(協同出版) 

※毎月 22 日発行 

6 「教育新聞」（教育新聞社） 

※週 2 回・月曜・木曜発行） 

実習前にセルフチェック！【4 年次生および芸術学部 3年次生対象】 

7 教育実習前CBT 資料参照。 

問題集は 4 月初旬に 

Blackboard@TAMAGAWA に掲載予定 

現場実習の様子を先取り！ 

8 東京学芸大学 21CoDOMoS 資料参照 

教科教育の最新研究情報！ 

9 ＹｏｕTｕｂｅ文部科学省公式チャンネル 

 MEXT Ｃｈａｎｎｅｌ 外国語教育はこう変わる！ 

資料参照 

教師としての意識を高める! 

10 NITS オンライン講座 資料参照 
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新学習指導要領全面実施対応
「なるほど！小学校外国語」

YouTube 文部科学省公式チャンネル MEXT Channel 外国語教育はこう変わる！

①言語活動 ②読むこと・
書くこと

③学習評価

先生方の疑問に対して、
丁寧にご説明します

• 新学習指導要領に基づく授業改善についての動画シリーズ
（11/27現在2９本掲載、累積視聴数約40万回）※随時、追加中

• 実際の授業ダイジェスト、有識者や視学官・調査官による解説
• １本15分程度で構成、校内研修等でも活用可能

2020最新シリーズ
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17

教科指導におけるICTの効果的な活用のための参考資料

GIGAスクール構想により令和２年度内に小中学校における「一人一台」端末環境
を整備することを踏まえ、外国語科における、言語活動や練習、インターネットを使った
他校や海外の児童生徒との交流など、様々なICT活用事例を紹介しています。
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オンラインコンテンツを活用した家庭学習の紹介、提案

「子供の学び応援サイト」
• オンライン上の様々な学習コンテンツ・リソースを紹介するとともに、それらを活用した家庭学習の例を

紹介しています。
• 高等学校・外国語編は、延べ約１００件を紹介。

→教職を目指す学生が、自身の英語力向上に活用できるコンテンツも多数掲載しています。

技能別の学習素材と活動例
・聞くこと
・読むこと
・話すこと（やり取り、発表）
・書くこと

ICTを活用した学習支援
・動画配信
・オンラインミーティングツール
・学習管理ツール
・遠隔指導のヒント等
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令和６年４月 16日 

第１回教職課程委員会 

 

教職関連科目担当教員の業績確認について 

 

教師教育リサーチセンター 

 

教職関連科目については、2019（平成 31）年度の再課程認定以降の課程認定申請で承認

を得た教員にご担当いただくことを原則としております。 

やむを得ず、上記以外の教員が科目を担当する場合には、教師教育リサーチセンター教職

支援室課長宛に下記の申請をしていただきたく存じます。 

学内審査基準に基づき確認し、教師教育リサーチセンター長の許可を得た上で回答いた

します。回答までには１週間程度の期間を頂戴したく存じます。 

 

記 

 

「教職関連科目担当に伴う確認依頼書」を提出。その際には該当教員の履歴書、研究業績書、

担当希望科目のシラバスを添付のこと。メールによる送付を可とする。 

 

●新任教員の場合（専任・兼担・兼任すべて） 

教務主任もしくは学科主任より、学内審査基準を満たしているかをご確認のうえ、上記の

方法で申請してください。 

学内審査にて許可を得た場合、専任教員については、年度末に文部科学省へ課程認定変更

届の提出が必要になります。 

 

●専任教員の場合（新任を除く） 

教務主任・学科主任もしくは授業運営課長名で授業運営課各学部担当者より、学内審査基

準を満たしているかをご確認のうえ、上記の方法で申請してください。 

学内審査にて許可を得た場合には、年度末に文部科学省へ課程認定変更届の提出が必要

になります。 

 

●兼担教員、兼任教員の場合（新任を除く） 

教務主任・学科主任もしくは授業運営課長名で授業運営課各学部担当者より、学内審査基

準を満たしているかをご確認のうえ、上記の方法で申請してください。 

課程認定変更届の提出が省略されるため、学内審査のみとなります。  
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※「手引き」＝「教職課程認定申請の手引き」（平成 32年度開設用） 

 

【学内審査基準】 

課程認定における研究業績の審査に準じて、以下の要件を満たしていると判断した場合

に、教職関連科目担当者として許可をする。 

ただし、専任教員の場合は文部科学省へ課程認定変更届を提出し、指摘を受けないことが

条件となる。 

基 準 

① 直近 10 年以内の著書・学術論文等の活字業績が当該科目に対して複数あること 

② 対象となる活字業績は、 「当該科目のシラバスで掲げられている内容に関連していること」 

および「学習指導要領で示された内容が含まれていること」を原則とする 

③ 実務家教員の場合は、上記①②の基準をふまえながら、学術論文に限らず、当該科目のシラ

バスに関連する活字業績が複数あることをもって可とする 

※担当教員を増員（変更）する場合には、適切な業績を有する者であるかどうかを確認することが重要

である。その他、変更内容について大学が責任をもって確認し、変更の届出を行うこと（「手引き」<

別冊>Ｑ＆Ａ-96、ｐ.39） 

※職務上の実績を有している場合であっても、活字の業績が一切ない場合は、当該科目を担当するため

に十分な能力を有する者であると認められない（「手引き」<別冊>Ｑ＆Ａ-110、ｐ.40） 

※活字業績について、定量的な基準は設けられていない（「手引き」<別冊>Ｑ＆Ａ-100、ｐ.39） 

※（あくまで目安であるが）活字の総執筆分量が一桁ページの場合は、業績追加の指摘がなされる可能

性が非常に高いため、留意いただきたい。（「手引き」<別冊>Ｑ＆Ａ-99、ｐ.39） 

※「直近 10年以内」は、授業担当年度の前年度を起算とする（例・令和７年度担当の場合は平成 28 年

～令和６年） 

※「実務家教員」の要件は、「専攻分野における５年以上の実務経験を有し、かつ、高度の実務の能力を

有する者」（専門職大学院に関し必要な事項について定める件 平成 15 年 3 月 31 日文部科学省告示

第 53号） 

「教職専任教員」（「手引き」<本体>ｐ.150「教職課程認定基準 3(７)） 

認定を受けようとする課程には、以下の事項を満たす教職専任教員を置くものとする。 

① 専ら当該課程を有する学科等の教育研究に従事する者 

② 当該学科等の教職課程の授業を担当する者 

③ 当該学科等の教職課程の編成に参画 

④ 当該学科等の学生の教職指導を担当 

 「兼担教員」 

当該学部または他学部の他免許種教職関連科目を担当する専任教員 

「教職専任教員」は下記➀～③のいずれかでのみ扱える。 

① 「領域に関する専門的事項」 

② 「教科に関する専門的事項」 

③「保育内容の指導法」、「各教科の指導法」、「教育の基礎的理解に関する科目」等 

「兼任教員」……非常勤教員 

※「手引き」＝「教職課程認定申請の手引き」（令和７年度開設用） 
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日付：令和6年6月4日 

 

○玉川大学教授会等運営規程 

平成14年４月１日制定 

改正 

平成15年４月１日 

平成16年４月１日 

平成17年４月１日 

平成18年４月１日 

平成19年４月１日 

平成20年４月１日 

平成21年４月１日 

平成22年４月１日 

平成23年４月１日 

平成24年４月１日 

平成25年４月１日 

平成26年４月１日 

平成27年４月１日 

平成28年４月１日 

平成28年７月29日 

平成29年４月１日 

平成30年４月１日 

平成31年４月１日 

令和２年４月１日 

令和３年４月１日 

令和４年４月１日 

令和５年４月１日 

玉川大学教授会等運営規程 

（目的） 

第１条 玉川大学学則（以下「本大学学則」という。）第44条第７項並びに第46条に規定する玉川大

学教授会（以下「教授会」という。）の運営について、学校法人玉川学園会議等運営規程のほか、

本規程に定める。 

（会議） 

第２条 教授会は毎月これを開会する。 

２ 教授会の議長は、学部長がこれに当たる。 

３ 教授会は、特に定めのある場合を除き、構成員の過半数の出席をもって成立する。 

４ 教授会に係る事務主管は教学部とする。 

（審議事項） 

第３条 本大学学則第44条第５項及び第６項の審議並びに第７項の運営については、次の各号による。 

(１) 学部長が必要と認めた場合には、学科ごとに審議し、学部教授会の意見とすることができる。 

(２) 本大学学則第44条第５項第１号の「入学者の決定」については、学長が委嘱した各学部入学

試験判定会議において審議し、学長がこれを決定する。 

(３) 学長又は学部長は、前号の決定を学部教授会に報告するものとする。 

(４) 教員の任用、昇格にあたっての教員資格審査については、予め学長が委嘱した教員資格審査

委員会で審議し、学長が決定する。 

（審議事項の報告） 

第４条 教授会の審議の結果は、学科主任等により、必要に応じ速やかに各学科に報告するものとす

る。 

（各委員会） 

第５条 本大学学則第46条に基づき、教務委員会、教職課程委員会、学生委員会、入学試験運営委員
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会、課外活動支援委員会、キャリア・就職指導委員会、ＦＤ委員会、大学学事運営委員会、国際教

育推進委員会、インターンシップ委員会、ＥＬＦ運営委員会、及びＩＲ委員会を置く。また、教育

学部には、通信教育課程入学選考委員会を置く。 

２ 各委員会の委員は、毎年度当初、学部長等が各学科主任等の意見を徴し、学長に推薦し、学長が

任命する。 

３ 委員会は、学長の諮問に答え、審議の結果を答申する。また、委員会は、必要な事項を審議し、

大学部長会に建議又は学長に上申することができる。 

（教職課程委員会） 

第７条 教職課程委員会は、教師教育リサーチセンター長を委員長とし、各学部の教職担当及び事務

担当をもって構成する。 

２ 委員長が必要と認めたときは、本委員会に前項以外の教職員を出席させることができる。 

３ 教職課程委員会は、次の事項を審議する。 

(１) 教職に関する事項 

(２) 教職課程に関する事項 

(３) 教職課程のカリキュラムに関する事項 

(４) 教育職員免許状・保育士資格、その他の資格に関する事項 

(５) その他本委員会に属する事項 

４ 教職課程委員会は、委員長が招集し開催する。 

５ 教職課程委員会は、原則として毎月開催する。 

６ 事務主管は教師教育リサーチセンターとする。 
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教師教育フォーラム
玉川大学　教師教育リサーチセンター・教職大学院共催

教員不足解消のための
教員確保と大学の教員養成改革

オンライン
配信
参加費無料

事前申し込み制

　教員確保に関する文部科学省の施策と大学教員養成への期待
　後藤　教至 氏（文部科学省総合教育政策局　教育人材政策課長）

●ショートレクチャー　小原　芳明 理事長（全国私立大学教職課程協会会長）
　

　東京都の教員確保及び育成に向けた取組
　金木　圭一 氏（東京都教育庁　人事部主任管理主事）　

　神奈川県の取り組み
　羽鹿　直樹 氏（神奈川県教育委員会教育局　副局長）

　横浜市の取り組み
　石川　隆一 氏 （横浜市教育委員会　教育次長）

　教員不足をふまえた大学の教員養成改革の課題
　森山　賢一 （玉川大学教師教育リサーチセンター　リサーチフェロー）　　

【コーディネーター】
笠原　陽子 （玉川大学教師教育リサーチセンター　客員教授）　　

　午前の部は「教員不足解消のための教員確保と
大学の教員養成改革」をテーマに掲げ、講演者に
様々なお立場からご報告いただきます。
　午後の部は教職大学院分科会を行います。それ
ぞれの専門分野について情報共有、意見交換をして
いただきます。
　社会の変化に伴い、学校教育も大きく変化して
いる中で、教員不足解消に向けた様々な取り組み
について、みなさまと共に考える機会にしたいと
考えております。

●開会挨拶　小原　一仁 学長
9：30～12：15  教師教育フォーラム

プログラム

13：00～15：30  教職大学院 分科会

●講演

●シンポジウム

10月19日　土
 9：30～15：30
2024年

●国語科教育　 ●英語科教育　 ●学びの保障 詳細は裏面をご覧ください。

10月15日（火）
23時59分

申込締切

後 援
町田市教育委員会、稲城市教育委員会、神奈川県教育委員会、
横浜市教育委員会、川崎市教育委員会、相模原市教育委員会、
時事通信出版局、日本語検定委員会、玉川学園 K-12

問い合わせ先
玉川大学教師教育リサーチセンター
〒194-8610 東京都町田市玉川学園6-1-1
TEL：042-739-7097　FAX：042-739-8857
e-mail：t-kenshu@tamagawa.ac.jp  HP：www.tamagawa.jp 

https://forms.gle/DpH6UuTgehB1rECc8

お申し込みは
こちら ▼
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分科会テーマ

講演者プロフィール

文部科学省総合教育政策局教育人材政策課長。
平成12年4月文部省入省、初等中等教育局、高等教育局、スポーツ庁等で勤務。その
間、宮城県教育委員会、内閣官房教育再生実行会議担当室へ出向。その後、令和元
年9月高等教育局国立大学法人支援課企画官、令和3年8月初等中等教育局企画
官、令和4年8月文部科学広報官等を経て、令和5年2月より現職。

後藤　教至

東京都教育庁人事部主任管理主事。
東京都公立小学校教諭・主幹として3校で勤務。江戸川区教育委員会指導室指導
主事、練馬区立小学校副校長、練馬区教育委員会教育振興部教育指導課統括指
導主事・副参事、町田市教育委員会指導室長兼指導課長を経て、令和2年度より東
京都教育庁人事部職員課主任管理主事、令和4年度より現職。

金木　圭一

神奈川県教育委員会教育局副局長。
平成元年４月神奈川県庁入庁。県土整備局、県民局、総務局、環境農政局等で勤務。
その後、令和３年４月教育局参事兼教職員人事課長を経て、令和５年６月より現職。

羽鹿　直樹

横浜市教育委員会教育次長。よこはま教師塾「アイ・カレッジ」塾長。
横浜市立小学校教諭、文部科学省研修派遣、横浜市教育委員会事務局教育政策推進
室指導主事、指導主事室主任指導主事、横浜市立小学校長、横浜市教育委員会事務局
小中学校企画課長、学校教育企画部長（横浜市教育センター所長兼務）等を経て、
令和6年度より現職。

石川　隆一

玉川大学教育学研究科教授、教師教育リサーチセンターリサーチフェロー。
専門は教育内容・方法学、教師教育学。特に教育の理論と実践との結合を目指すこと
によって、教育実践に関する研究水準の向上に取り組む。町田市教育委員、第9期～
第12期中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会委員、教育実践学会会長、
日本感性教育学会会長等を務める。

森山　賢一

玉川大学教師教育リサーチセンター客員教授。
独立行政法人教職員支援機構 玉川大学センター 担当。
玉川大学大学院教育学研究科教職大学院教授、神奈川県内の小中学校教諭、中学
校長を務め、神奈川県教育委員会子ども教育支援課長、支援部長、教育参事監、教育
監、顧問を歴任。現在、神奈川県教育委員会教育委員を務める。

笠原　陽子

国語科教育
学びが活性化する言語活動＆話し合い『教育科学国語教育』グループ連載を受けて
現在進行中の「教育科学国語教育」（明治図書）におけるグループ
での連載において、どのような発信がなされているかを概観すると
ともに、執筆者による解説を聞いた上で、参加者と討議し、国語科
の学習における「言語活動」や「話し合い」の位置づけについて検
討する。

ゲストスピーカー

橋本　祐樹 氏（対面）（修了生・世田谷区立等々力小学校主任教諭）
大村　幸子 氏（対面）（修了生・お茶の水女子大学附属小学校教諭）
渡辺　優菊 氏（対面）（修了生・府中市立白糸台小学校教諭）
井上　功太郎 氏（オンライン）（美作大学専任講師）連載編集担当
佐藤　多佳子 氏（オンライン）（上越教育大学教職大学院教授）連載編集担当

担当教員　松本　修（玉川大学教職大学院教授）

対面＋オンライン形式

生徒が主体的に取り組む英語の授業について考える～５ラウンドシステムの英語授業の実践から～
英語教育では、小学校3年生から外国語活動が始まり、5年生か
らは教科としての外国語が始まっている。また中学校において
は、どの教科の時数よりも3年間の総時数が一番多くなってい
る。しかし、令和5年度に行われた全国学力学習状況調査の英
語の正答率は思わしくなく、また興味関心を問う質問に対する回
答の肯定的回答の割合も下がっている。改めて英語の授業につ
いてどのような改善が必要なのか、ということを生徒の活動が授
業の大半を占める5ラウンドシステムの授業実践を基に、考えて
いきたい。

英語科教育

ゲストスピーカー

土屋　雅徳 氏（川崎市立有馬中学校）　 
山本　丁友 氏（横浜市立本牧中学校）

担当教員　西村　秀之（玉川大学教職大学院准教授）

対面＋オンライン形式

不登校児童生徒数が小・中・高を合わせて約30万人に上り過去最
高となっていることを受け文部科学省が取りまとめた「誰一人取り残
されない学びの保障に向けた不登校対策（COCOLOプラン）」の中
では「児童生徒全ての学びの場を確保し、学びたいと思った時に学
べる環境を整える」とされているが、学校教育以外の場で保障される
「学び」の具体については示されていない。
限られた資源や時間の中で、一人一人の子どもたちがその後の人生
を豊かに暮らしていくために必要な学びとは何か。実際に不登校を
経験した若者の生の声を軸にして、NPOや行政・学校等周囲の関係
者とともに「生きる力」に繋がる学びの保障について考える。

誰一人取り残さない「教育」とは　－「生きる力」に繋がる学びの保障について考える－
学びの保障

ゲストスピーカー

大神田　佑雅 氏 （西門ホットスペースColore メンバー）
霜田　直道 氏 （Colore メンバー兼勉強会ボランティア）
河村　香織 氏 （Colore 保護者ボランティア）
雨宮　健一郎 氏 （NPO法人文化学習協同ネットワーク相模原エリア事業部統括）
古屋　礼史 氏 （相模原市中学校長会会長  相模原市立大野北中学校校長）
折原　奈帆 氏 （相模原市青少年相談センター所長）
丸岡　智美 氏 （相模原市青少年相談センター指導主事）

担当教員　今井　勉（玉川大学教職大学院教授）

オンライン形式
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1

令和6年度
教職課程受講ガイダンス

教師教育リサーチセンター

1

当ガイダンスで使用する資料

『2024教職課程受講ガイド』
Webブラウザより

「玉川大学学生要覧Webサイト」

を検索し、ダウンロードしてください

2

※こちらのQRコードからも確認できます

教員になるには

3

教員免許状を取得する

※教職課程を受講し、免許状取得に必要な単位を

修得する。

→併せて教員になるための力量を身につける

教員採用試験に合格する

※教職課程の受講者対象の対策講座等に出席し、

試験合格の対策を行う。

教員になるにあたって必要な条件

4

玉川大学が目指す教師像①

玉川大学が目指す教師像＝玉川教師訓

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ4参照 5

玉川教師訓を実践できる教師の育成を本学は目
指します。そのために必要な次の4つの力量を備え
た教師を養成します。

①確かな学力と健やかな体を育てる「学習指導力」

②豊かな心を育て自己実現を図る「幼児・児童・

生徒指導力」

③ともに高めあうクラスをつくる「学級経営力」

④新たな学校づくりを推進する「協働力」

玉川大学が目指す教師像②

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ4参照 6
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2

教職課程受講支援プログラム①

玉川大学では教職課程受講支援プログラム

（次ページ）を設定しています。

4年間での長期間において、免許状に必要な単
位数を修得し、採用試験の対策しつつ、4つの力
量をしっかり身につけられるよう設定しています。

7

教職課程受講支援プログラム②

8

 理論と実践の往還を繰り返し、即戦力となる
教員の育成を目指す

教職課程受講支援プログラム③

▶「教職課程受講ガイド」ｐ18・19参照
9

教師教育リサーチセンターについて

10

教師教育リサーチセンターについて

• 教員・保育士を目指す皆さんの総合窓口

• 経塚オフィス棟１階

• 教育・保育実習、介護等体験、学校体験活動
（教育インターンシップ・教育ボランティア）、
教員免許状の申請、教員就職支援等

• 教職サポートルーム（所属される先生方の研
究室と自主学修のための支援室）

11

＜問い合わせメールアドレス＞

kyoshoku@tamagawa.ac.jp

モニター

★自主学修室

経塚オフィス棟内１階レイアウト

カウンター

入試広報部

ブース
①

ブース
②

ブース
③

ブース
④

ブース
⑤

ブース
Ｄ

ブース
Ｃ

ブース
Ｂ

ブース
Ａ

入口

★教師教育リサーチセンター
教職課程支援室（通学・通信）
教員研修室

◆通学課程 <教職課程支援室>

* 教育実習 * 介護等体験
* 学校体験活動 * 免許・資格
* 教員・保育士就職（教職講座・教員就職ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ運営）

◆通信教育課程 <教職課程支援室>

* 教育実習 * 介護等体験 等

◆教員研修室
* 現役教員対象の研修 等

教員・保育士を目指す学生のための
自主学修室

・ 教職ｻﾎﾟｰﾄﾙｰﾑ教員等との面談
・ キャリア個別相談
・ 求人票、参考書、教科書・指導書等資料の活用
・ 自主学修、模擬授業の取組み、ｸﾞﾙｰﾌﾟ協議等

カウンター

12
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教師教育リサーチセンター担当窓口

カ ウ ン タ ー

教員就職・講座
担当エリア

実習・介護・
学校体験活動
担当エリア

入口

正面
モニター

教
職
サ
ポ
ー
ト
ル
ー
ムブース

①
ブース
②

ブース
③

ブース
④

ブース
⑤

13

教師教育リサーチセンターからの
連絡について

14

教師教育リサーチセンターからの連絡について

原則UNITAMAの掲示で行います

教職・資格情報

※見逃して欠席にならないようにしっかり確認を怠らないようにしてください。

※大学より付与しているメールアドレスや電話にて連絡することもあります。

15

※4年間を通じて教職に関わる重要な連絡を行います

取得可能な免許状について

16

取得できる免許状について❶

学部・学科により取得できる免許状が異なり
ます。

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ5参照

17

取得できる免許状について❷

複数の免許状を取得することが可能になります。

複数免許状の場合、ピーク免・サブ免を設定します。

▶ 複数免許の組み合わせについては「教職課程受講ガイド」ｐ55参照

複
数
免
許
の
場
合

18

ピーク免 サブ免 ダブル免許プログラム

小学校1種のみ

幼稚園1種のみ

幼稚園・小学校1種

中学校・高等学校1種のみ

小学校1種
中学校2種
（保健体育・社会）

中学校2種（英語・国語・数学・
理科・音楽・美術・技術）
高等学校1種（情報）

中学校・高等学校1種 小学校2種

教育学部
教育学科
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複数の免許状を取得する場合にはそれぞれの免許状
において必要な科目が異なることがあるため、履修に
気をつける必要があります。

免許状取得するために、免許状必要単位数を修得する
以外にも教職課程受講条件や教育実習受講条件があ
ります。条件を充足できるよう学修を進めてください。

※学部の履修ガイダンスや教職・教務担当に確認しながら進めてください。

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ55参照 19

取得できる免許状について❸
教育学部
教育学科

ダブル免許プログラムについて❶

文・農・工・芸術学部で認定されている中学校２種免許

（英語・国語・数学・理科・音楽・美術・技術）および

高等学校１種免許（情報）が取得可能（※申請手続き必要）

ただし、取得にあたっては基準を満たす必要があり、かつ
人数制限があります（５名程度）。

受講を希望する学生は、6月20日（木）17：15より

「ダブル免許プログラム受講ガイダンス」を開催予定です。

詳細はUNITAMA掲示（予定）で案内します。

※ダブル免許プログラムに関する質問は、本ガイダンスで回答します。
▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ14・55・84～87、90～101参照 20

教育学部
教育学科

ダブル免許プログラムについて❷

中学校・高等学校1種免許だけでなく小学校2種免許が

取得可能（※申請手続き必要）

受講を希望する学生は、5月23日（木）17：15より

「ダブル免許プログラム受講ガイダンス」を開催予定です。

詳細はUNITAMA掲示（予定）で案内します。

文・農・工・
芸術学部

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ14・80～83、88～89、98～99参照 21

教職履修カルテについて

22

教職履修カルテとは

本学が目指す教師像（＝玉川教師訓）を踏まえ、
教員免許状を取得するために履修した科目
全て（Ｆ評価の科目含む）に対して、

★どのような成果を得ることができたのか

★今後、何をやらなければいけないと感じたのか

を本学が目指す教師像の視点から振り返り、
まとめたものが教職履修カルテです。

23

教職履修カルテの対象

1. 希望する教員免許状を取得するために

必要な科目すべて
※ 具体的な科目名は希望する免許状ごとに異なるので、

各自教職課程受講ガイドを参照して確認をすること。

学校体験活動（教育ボランティア・教育インターシップ等）

２.  学校体験活動（教育ボランティア・インターン
シップ）の教育現場や地域での社会的活動

４.  年度の振り返り

３.  教育実習の振り返り

24
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教職履修カルテの入力

【入力システム】 UNITAMA「教職カルテ」

【入力時期】 各セメスター終了時

4年生の秋学期に履修する「教職実践演習」 は最後
の総まとめの授業となります。その際に必要となります
のでセメスター毎にしっかり作成をしてください。

 入力方法等については改めてUNITAMA掲示にて
指示しますので確認の上、対応してください。

25

教職課程を受講するにあたっての
注意事項

26

注意事項❶

 教職課程受講登録をする≠教職以外に進めない

• 進路選択の１つ

• １年次でやめても問題ありません

27

注意事項❷

教職課程受講登録をする≠4年間教職課程の受講許可

４年生まで教職課程を続けるには、学部・学科毎に定め
られた条件を充足する必要があります。

※教職課程の受講にあたっては学部・学科毎に条件等

が異なるので、「教職課程受講ガイド」をよく読んで

内容を確認してください。

28

注意事項❷

・教職課程受講条件（文学部国語教育学科の例）

29

注意事項❸

教職課程の受講にあたって諸々の事項(教職受講条件・
免許状取得に必要な科目・教育実習に行くための条件・ダブル

免許プログラムに関すること、教職課程履修規則など）につい
ては、まずは「教職課程受講ガイド」をよく読んで内容
を確認してください。

※不明な点があれば、わからないままにせず、相談してください。

<問い合わせ先>
■教職に関する件 教師教育リサーチセンター

■履修に関する件 学部学科の教務担当または学級担任

30
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今後の手続きについて

31

【重要】教職課程受講登録について

 UNITAMAのアンケートにより必要事項を回答してください。

アンケートはUNITAMAの上部メニューの「アンケート」から

回答ができます。

「アンケート回答一覧」より【令和6年度 教職課程受講登録

について（●●学部対象）（教師教育リサーチセンター）】を

選択し、回答してください。

回答完了をもって教職課程受講者として登録します。

 アンケート回答期限：

4月3日（水）10：00～4月14日（日）23：59まで（時間厳守）

※アンケート回答期限までに未回答の場合には

教職課程の受講をしないとみなしますので注意してください。 32

教職課程受講料について❶

金額 １８,７００円（1年次分）

※UNITAMAのアンケートにて必要事項を回答した方の

保証人宛に納付書を送付（5月上旬に発送予定）します。

※期日までに納入しなかった場合には、教職課程履修規則の

第6項②により受講中止となりますので注意してください。

※一旦納入された受講料は基本的には返金しません。

33▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ104-105参照

教職課程受講料について❷

※文・農・工・芸術・教育学部でダブル免の履修をする
場合、追加の費用が必要です。

詳細は「ダブル免許プログラム受講ガイダンス」

にて案内します

34

ガイダンス資料で質問がある場合には、登録手続きを行う

ためのアンケートの最後に質問項目がありますので、

そこに記入してください。

後日、Q&Aを作成し、UNITAMAにて掲示を行います。

ガイダンス内容についての質問

35

最後に -Instagramの紹介-

36

【教師教育リサーチセンターInstagram】

教師教育リサーチセンターや教職サポート
ルームの紹介、本学の教職課程の取り組み
について公式ＳＮＳ（Instagram）にて情報を
発信しています。



7

玉川大学教師教育リサーチセンター 連絡先

37

【通学課程】

電話番号：042-739-8806

メール：kyoshoku@tamagawa.ac.jp

【教員・保育士就職】

電話番号：042-739-8161

メール：t-shushoku@tamagawa.ac.jp

※電話番号・メールアドレスを登録するようにしてください
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6月23日（日）開催　叶えよう！先生になる夢
「先生になるため」ガイダンス

2024.06.05

将来は教壇に立って働きたい。そんな先生を目指す高校生に向けての説明会を開催します。
特に、玉川大学教育学部をめざしている方は必見のプログラムです！
玉川大学に入学してから実際に教壇に立つまでの流れ、そして、玉川大学独自のサポート体制など、「教員養成の玉川」と言われる玉川
大学の強みをご紹介します。
高校3年生はもちろん、高校1・2年生や保護者の方のご参加も大歓迎です！

6月23日（日）10:00～14:00（9:30より受付開始・開場）
玉川大学会場（大学教育棟 2014）

※ 最寄り駅（小田急線 玉川学園前駅）から会場まで徒歩で5分ほど

10：00～

10：30～

どの学校種・教科を目指すのかによってプログラムが異なります。

アクセス 資料請求 検索

大学入試 入試トピックス 6月23日（日）開催　叶えよう！先生になる夢
「先生になるため」ガイダンス

開催日時・会場

プログラム

基調講演：教育学部長が語る玉川大学が目指す教師像
※ 普段のオープンキャンパスでは聞くことのできないここだけの内容になっています。

教育学科　ガイダンス・模擬授業

乳幼児発達学科　ガイダンス・模擬授業

体験型模擬授業「先生を体験してみよう」（中学校教員編）

教職ガイダンスクイック
メニュー

イベント
情報

入試情報 学部・学科 就職・資格 キャンパス
ライフ

https://www.tamagawa.jp/campus/map/access/
https://www.tamagawa.jp/uni_admission/request/
https://www.tamagawa.jp/uni_admission/
https://www.tamagawa.jp/uni_admission/news/
https://www.tamagawa.jp/uni_admission/
https://www.tamagawa.jp/uni_admission/
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11：50～

どの学校種・教」科を目指すのかによってプログラムが異なります。

＜申込期間＞　6月10日（月）16:00～申し込み開始
先着300名様に『2024年度版 教員採用試験のための論作文＆面接対策講座～玉川メソッド～』をプレゼント！

お問い合わせ先
玉川大学入試広報部入試広報課
電話：042-739-8155（平日9時～17時、土日、祝日を除く）

News & Topics

※ 「国語」・「英語」・「理科」・「数学」・「音楽」・「美術」などの免許状を目指す方

教師教育リサーチセンター見学ツアー・個別相談

教育学科の在校生によるパネルディスカッション

乳幼児発達学科の在校生と卒業生によるパネルディスカッション

体験型模擬授業「先生を体験してみよう」（小学校教員編）

申し込み期間

来校いただくにあたってのお願い
入場ルートが決められているため、必ず正門からご入校くださいますようお願いいたします。

来場者様それぞれお申込みが必要です。

開場までにお待ちいただける場所(食堂・カフェテリアの営業)はございませんので、開場時刻に合わせてご来校ください。

すべてのプログラムにおいて、録画・録音はお断りさせていただいております。当日の様子を収録した映像をオンデマンド配
信いたしますので、ご希望の方はお申込みページよりお申込みください。

一覧へ戻る

すべてのトピックス

入試トピックス

学びトピックス
クイック
メニュー

イベント
情報

入試情報 学部・学科 就職・資格 キャンパス
ライフ

https://www.tamagawa.jp/uni_admission/news/
https://www.tamagawa.jp/uni_admission/all_news/
https://www.tamagawa.jp/uni_admission/news/
https://www.tamagawa.jp/uni_admission/topics/


ポスト

〒194-8612 東京都町⽥市⽟川学園6-1-1

TEL：042-739-8155（入試広報課）

お問い合わせ

このサイトについて

Copyright©Tamagawa Academy&University All Rights Reserved.

キャンパスライフトピックス

玉川大学サイト 玉川学園（総合）サイト

いいね！ 0

アクセス キャンパスマップ サイトマップ

個人情報保護 著作権・リンク

クイック
メニュー

イベント
情報

入試情報 学部・学科 就職・資格 キャンパス
ライフ

https://twitter.com/intent/tweet?original_referer=https%3A%2F%2Fwww.tamagawa.jp%2F&ref_src=twsrc%5Etfw%7Ctwcamp%5Ebuttonembed%7Ctwterm%5Eshare%7Ctwgr%5E&text=6%E6%9C%8823%E6%97%A5%EF%BC%88%E6%97%A5%EF%BC%89%E9%96%8B%E5%82%AC%E3%80%80%E5%8F%B6%E3%81%88%E3%82%88%E3%81%86%EF%BC%81%E5%85%88%E7%94%9F%E3%81%AB%E3%81%AA%E3%82%8B%E5%A4%A2%3Cbr%3E%E3%80%8C%E5%85%88%E7%94%9F%E3%81%AB%E3%81%AA%E3%82%8B%E3%81%9F%E3%82%81%E3%80%8D%E3%82%AC%E3%82%A4%E3%83%80%E3%83%B3%E3%82%B9%EF%BD%9C%E5%85%A5%E8%A9%A6%E3%83%88%E3%83%94%E3%83%83%E3%82%AF%E3%82%B9%EF%BD%9C%E7%8E%89%E5%B7%9D%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E5%85%A5%E8%A9%A6%E6%83%85%E5%A0%B1%E3%82%B5%E3%82%A4%E3%83%88%20%E5%85%A5%E8%A9%A6Navi&url=https%3A%2F%2Fwww.tamagawa.jp%2Funi_admission%2Fnews%2Fdetail_23370.html
https://www.tamagawa.jp/contact/
https://www.tamagawa.jp/aboutsite/
https://www.tamagawa.jp/uni_admission/campuslife_news/
https://www.tamagawa.jp/university/
https://www.tamagawa.jp/
https://www.tamagawa.jp/campus/map/access/
https://www.tamagawa.jp/campus/map/
https://www.tamagawa.jp/uni_admission/sitemap/
https://www.tamagawa.jp/privacy/
https://www.tamagawa.jp/copyright/


226025
テキストボックス
資料2－2－1
































 

226025
テキストボックス
資料2－2－2




玉川大学 障害学生支援コーディネーター

安藤 正紀 先生

玉川大学教師教育リサーチセンター「玉川大学教師・保育者の集い」担当　
E-MAIL：tamakyoshi@tamagawa.ac.jpお問い合せ先

教師の絆・玉川の絆
世代を超えて交流しませんか？

情報交流会

全国に 1 万人いるといわれている玉川大学卒業の
教師・保育者。教育・保育現場で活躍されている皆
さんで交流しませんか？

本学ホームページまたは
QRコードよりお申込みください
※事前申込制。

通常級に在籍する
発達障害児の対応について
～ライフステージという視点で見えることいっぱい～

申込方法

教師・保育者の集い
教師教育リサーチセンター主催

第7回
10：30～12：30
11/10 日2024年

経塚オフィス棟場  所

基調講演

講 師

聖山

大体育館

大グラウンド

Primary
グラウンド

経塚オフィス棟

大学教育棟
2014

玉川池

南口

西口

東口

正門

小田急線
玉川学園前駅

松陰
橋

松陰
橋
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2024/5/18

1

玉川大学における

学校での多様な体験活動による

理論と実践の往還

玉川大学教師教育リサーチセンター長

髙野 修司

2024/5/18 全国私立大学教職課程協会
第43回研究大会

2
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2024/5/18

2

Tamagawa University

3

第1セメスター 第2セメスター 第３セメスター 第4セメスター 第5セメスター 第6セメスター 第8セメスター

教育実習事前指導

ガイダンス

模擬試験 模擬試験・対策講座・自主学修会等 直前対策等

学校体験活動(教育ボランティア・教育インターンシップなど学校現場(他)における活動)

参観実習学外実習など 介護等体験(事前指導含む)

教育実習先開拓、事前指導、現場実習、事後指導

採用試験対策
筆記・面接・論作文等試験対策 筆記・面接・論作文等試験対策、総まとめ 教員採用試験

模擬試験・対策講座・自主学修会等

総まとめ
教科の基礎を学ぶ

大学の
カリキュラム
（授業）

教育実習

教職実践
演習教職の専門的な学修

各教科の指導法に関する学修 教育実習
事後指導領域・教科に関する専門的事項・教育の基礎的理解に関する科目の学修

第7セメスター

ステップ
教職の意義と基礎理論を学ぶ 指導法の基礎を学ぶ 教科・教職の専門性と

実践力を養う
実践と応用

１年生 ２年生 ３年生 ４年生

●令和5年度入学生まで

＝必修の学校現場での活動

Tamagawa University

4

１年生 ２年生 ３年生 ４年生

●令和6年度改訂

＝必修の学校現場での活動
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中央教育審議会答申の提言
～理論と実践の往還を重視した教職課程への転換～

Tamagawa University

中央教育審議会「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の
在り方について～「新たな教師の学びの姿」の実現と、多様な専門性を有する質
の高い教職員集団の形成～（答申）令和4年12月19日付け）

7

❶「教育実習」等の在り方の見直し

❷「学校体験活動」の積極的な活用

❸特別支援教育の充実に資する「介護等の体験」の活用

目的～「質の高い教員養成」を目指すため

Tamagawa University

「質の高い教員養成」
＝「教員採用試験に合格することがゴールではなく、
長く学校現場で活躍できる人材を養成すること」

そのために、早くから現場体験し、実践的指
導力を身につける仕組みを構築する

8

教師不足解消への貢献
・学生の学校現場理解が深まる
→適性見極めの早期化→進路変更
→早期離職減少→教師不足の解消に貢献？
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見直しにあたっての前提（大学の方針）

Tamagawa University

❶文部科学省（中央教育審議会答申）が示した方針に従う

❷法令（教育職員免許法）が定める最低単位数で免許取
得が可能なカリキュラムとする

❸単位の実質化を推進する観点から、参観実習・介護等
体験・学校ボランティアなど、現行では単位化されていな
かった教職関連の取り組みを単位化する

❹学生を受け入れていただく学校現場の事情を考慮する

9

10

実施にあたっての検討プロセス

❶中間まとめに沿った原案作成

❷センター内で調整

❸理事長・理事への相談・説明

❹学内会議における審議

❺各教育委員会等への依頼・説明

令和4年11月

令和5年1月

令和5年4月

令和5年
5～7月

令和5年9月
～令和6年3月

令和5年9月 学内説明会を実施

リサーチフェローの助言

客員教授によるワーキンググループ

令和5年3月

令和5年10月
～令和6年1月
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11

実施にあたってのポイント

❹❸

❷❶

平日の午前中に
授業の空き時間

学生の居住地から
派遣校を選定

1学年500名を
2グループに分割

学生指導担当・
地域担当には
校長経験客員教授

12

実施地域／受け入れ先への説明・依頼
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教育実習の柔軟な見直し
↑「理論と実践の往還」を実現する教職課程

Tamagawa University

13

教育実習の分散化・早期化

学校体験活動の強化・充実

●参観実習の「学校体験活動化」

教師としての総合的な資質能力が高められるよう
な体系的な教職課程の編成が求められる。

これを実現するため、これらの資質能力を習得す
るために具現化された教職課程のそれぞれの理論
中心の授業科目と、現場での体験や実習における
実践的な科目を相互に往き来し、学びを深めてい
くような「理論と実践の往還」の視点を十分に踏
まえた教育課程となっているか、自己点検・評価
のプロセスも活用しながら確認する必要がある。

●学校体験活動の強化・充実

●教育実習の分散化・早期化

❶「教育実習」等の在り方の見直し

教育実習の分散化・早期化❶

Tamagawa University

14

●現行の「教育実習」のまま早期化は難しい。
だが、分散化したうえでの早期化は可能。

学生の多様化や、民間企業等の採用活動の早期
化等の理由により、教育実習について、教職課
程終盤に長期間まとめて履修することが困難に
なっているとの指摘もある。

こうした状況を踏まえ、これまで全ての学生が
一律に、教職課程の終盤に教育実習を履修する
形式を改め、取得を目指す免許状の学校種の違
い等も考慮しつつ、それぞれの学生の状況に応
じた柔軟な履修形式が認められるべきである。
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「教育実習」の全面的な3年次秋学期への
前倒しは、以下の理由により見送る

Tamagawa University

15

●各学科の教職課程認定において、「教育の基礎的理解
に関する科目等」は「教育実習」受講前に修得することを求
められているため、それらの科目をすべて前倒すカリキュ
ラム編成がセメスター履修上限16単位では困難なこと
●文学部英語教育学科は3年次春学期まで留学期間のた
め、教育実習校の開拓が困難なこと

教育実習の分散化・早期化❷

「1年次から4年間かけての教員養成」という方針からも、
「教育実習」と「教職実践演習」は4年次のままの位置づけ
が望ましい

Tamagawa University

16

●「教育実習」の早期化・分散化は、すなわち「学校体験
活動」の強化・充実により実現する

短期集中型の従来の履修スタイルに加え、通年で決
まった曜日などに実施する教育実習や早い段階から
「学校体験活動」を経験し、教育実習の一部と代替
する方法なども想定される。また、異なる学年の学
生が同時に参加する形を取ることにより、上級生が
メンターとしての役割を担うようにする等の工夫を
行うことも考えられる。

いずれも、現行制度上で可能であり、各大学の創意
工夫により、教職科目と学校現場の教育実践を相互
に関連付けながら学びを深める取組を進めることが
重要である。

学校体験活動の強化・充実
↑教育実習の分散化・早期化

❷「学校体験活動」の積極的な活用
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Tamagawa University

17

●「教育実習」の早期化・分散化は、すなわち「参観実
習」を「学校体験活動」に含むことにより1年次に開始する

教職課程のスタートイベントである「参観実習」は、
内容的に「学校体験活動」である。

従来は授業外で実施していたが、早い段階から「学
校体験活動」を経験し、教育実習の一部と代替する
ものとして位置づけが明確になる。

参観実習を授業であり、免許必修科目の一部とする。

事前指導2時間、現場実習6時間、事後指導2時間の
計10時間を「学校体験活動」に含む。

参観実習の「学校体験活動化」
↑教育実習の分散化・早期化

「教育実践に関する科目」の変更

Tamagawa University

18

改正（令和6年度入学生以降） 現行（令和5年度入学生以前）

教育実習
（3単位）

教育実習
（5単位）

学校体験活動
Ａ・Ｂ（各1単位）
（2単位まで代替可能）

学校体験活動Ｃ・Ｄ
（各1単位）※選択

教職実践演習(2単位） 教職実践演習(2単位）

「教育実習」単位の分散化
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介護等体験の「学校体験活動化」
↑学校体験活動の強化・充実

Tamagawa University

19

❸特別支援教育の充実に資する「介護等の体験」の活用

令和6年度
以降改正

令和5年度
以前

備考

社会福祉施設 0日 5日 令和2年までは「社会福祉施設5
日間、特別支援学校2日間体験す
ることが望ましい」

特別支援学校 0日 2日 令和3年から「特別支援学校につ
いては必ず行うようにすること
が望ましい」としつつ、「日数
の内訳は柔軟に設定して差し支
えない」に変更

特別支援学級を設
置する小中学校等 60時間

— 令和3年に対象として追加
→令和4年に積極的に行うことへ
変更

●すべて「特別支援学級を設置する小中学校等」で実施
可能（文部科学省確認済）

介護等体験の科目化

Tamagawa University

20

改正

特別支援学級を設置する小中学校等 60時間

介護等体験

事前指導6時間・中間指導2時間、事後指導2時間、
自学自修20時間の計90時間で2単位科目
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「大学が独自に設定する科目」への追加

Tamagawa University

21

改正（令和6年度入学生以降） 現行（令和5年度入学生以前）

教育インターンシップA

（2単位）
教育インターンシップA

（2単位）

教育インターンシップB
（2単位）

教育インターンシップ・
C・D（各1単位）

介護等体験（2単位）

Tamagawa University

22

●「教育実習」を連続2週間とすることで1週分欠席減少

授業欠席が前提となる活動の減少
↑教育実習の分散化
↑学校体験活動の強化・充実
↑介護等体験の「学校体験活動化」

⇒従来は「介護等体験」による社会福祉施設5日間、特別
支援学校2日間の体験と授業の重複による欠席があった

●「学校体験活動」方式による介護等体験は授業の空き
時間を利用するため、授業欠席を前提としていない

●本見直しにより改善される事項

⇒教育実習実施数が多い5・6月に授業を実施しない科目
「4・7月集中授業」を一部に適用
⇒教員採用試験の早期化による実習中の受験リスク減少
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Tamagawa University

23

●「教育実習」を連続2週間とすることで教員採用試験の
早期化による試験日との重複リスクを軽減

学校現場と大学生の相互にメリット
↑教育実習の分散化
↑学校体験活動の強化・充実
↑介護等体験の「学校体験活動化」

⇒教師教育リサーチセンターで配置

●「学校体験活動Ａ」の1日参観実習の後の受け入れは、
大学生の受け入れを望む学校現場と自己開拓が難しい
地方出身の大学生の需要と供給を充足させる

●「学校体験活動」方式による介護等体験は、現場体験
を必要とする学校現場と大学生の双方を充足させる

⇒自己開拓が可能な学生は柔軟に変更可能とする

⇒期間短縮を吉とする仕組みを創出する

「学校体験活動」の指導体制

Tamagawa University

24

実施校 事前
指導

中間
指導

事後
指導

単位
認定者

Ａ 参観実習校 もしくは
申請により自己開拓

参観実習事前指
導として実施

教師教育RC所属
教員

学科教職担当
教員

および

教師教育RC
所属教員

学科専
任教員
（教職担
当等）

Ｂ 自己開拓
（教育実習開拓同様）
もしくは自治体によって

は大学紹介

教師教育RC
所属教員

Ｃ
教育実習校

教育実習事前指
導が兼ねる 大学指導教員 大学指

導教員Ｄ

異なる学年の学生が同時に参加する形を取るこ
とにより、上級生がメンターとしての役割を担
うようにする等の工夫を行うことも考えられる。

教育イ
ンターン
シップ
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学校での多様な体験活動による理論と実践の往還

2024 START

Tamagawa University

26



令和 6年 10 月 22 日 

大学院研究科長会 

大学院進学者のうち条件を満たした場合の奨学金返還免除実施に伴う対応について 

教師教育リサーチセンター 

令和６年３月 19 日に、中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会において、「優

れた教師人材の確保に向けた奨学金の返還支援の在り方について 議論のまとめ」が取りまと

められ、5 月 9 日に文部科学省より周知の通知が発出されました。 

教職大学院およびその他の研究科で専修免許を取得した学生が大学院修了翌年度４月１日

に正規教員として採用された場合に、大学院在籍時に貸与を受けた日本学生支援機構の第

一種奨学金の返還免除になる制度です。その他の研究科の場合は、30 時間以上の学校等

での実習を必須とする科目を 1 単位以上修得することも条件となります。 

＊上記の条件を満たすためには、以下の流れを踏まえる必要があります。 

時期等/該当学生 
令和６年度 

教職大学院 在籍者 

令和６年度大学院在籍者 

（研究科１年生等） 

令和７年度以降 

大学院入学予定者 

５月～１１月 

教員採用試験 
教員採用試験合格 

採用予定時期 

名簿登載延長制度適用 

令和７年度採用予定者 

（延長制度適用者含む） 

令和 8年度採用予定者 

（延長制度適用者含む） 

令和９年度採用以降 

（延長制度適用者含む） 

必須実習関連 教職専門実習 
教職専門実習または 

*新設：教職特別実習

教職専門実習または 

*新設：教職特別実習

１２月：通知 「日本学生支援機構」より大学へ詳細通知予定：大学院生へ周知 

１月～２月：免除申請 
（大学院修了年度） 

令和７年１月～２月 

学生より返還免除申請 

令和８年１月～２月 

学生より返還免除申請 

令和９年１月～２月 

学生より返還免除申請 

３月：学内選考 
令和７年３月 

学内選考：推薦者決定 

令和８年３月 

学内選考：推薦者決定 

令和９年３月 

学内選考：推薦者決定 

３月：大学院修了 専修免許取得 

教員として現場へ入職 

４月 
令和７年４月 令和８年４月 令和 9年４月 

大学から支援機構へ返還免除候補者を推薦 

７月 
令和７年７月 令和８年７月 令和 9年７月 

「日本学生支援機構」より免除者決定・結果通知 

大学院在籍時に 1 年あたりで貸与される日本学生支援機構の第一種奨学金の金額は 60

万円（月額 5万）もしくは 105 万 6千円（月額 8.8 万）です。 

本制度（奨学金返還免除措置）は令和７年度より適用となります。教職大学院在籍者および

進学予定者は、本学の現状のカリキュラム・試験制度の中で対象となることが可能ですが、 

その他の研究科の場合は、実習関連科目が令和７年度より新設されることが条件となります

（令和６年度入学生に適用する場合には、遡って科目を新設する必要がある）。 

以上 

226025
テキストボックス
資料3－1－3




令和 6年 10 月 22 日 

大学院研究科長会 

大学院生奨学金返還免除申請実施に伴う新設科目・シラバス等について 

教師教育リサーチセンター 

標記の件につきまして、第３回大学院教務委員会にて、現場実習を実施する新設科目名

称・シラバスについて原案を作成いたしましたので、ご審議のほどお願いいたします。 

(1) 大学院共通科目：現場実習科目の新設

・「教科及び教職に関する科目」の 24 単位に含む選択科目（奨学金免除申請者は必修）。

・併設校へ受け入れを依頼（時期は平常授業期間ではない９月を予定。２月は中高の授業

がほとんどない）。

・併設校での受け入れが難しい教科の場合は、町田市・狛江市・横浜市・川崎市・相模原

市等協定を締結している自治体への受け入れを依頼。

（2）大学院生の教職課程受講登録と教職特別実習料の設定について

専修免許取得希望者は教師教育リサーチセンターへ教職課程受講登録のうえ、新設さ

れる現場実習科目の受講を希望する場合には、１週間実習のみの対応として教職特別実

習料を１万円納入する。 

（３）新設科目名称・単位数等について

【科目名称】 

〇「教職特別実習（幼・小）」…教育学研究科（教育学専攻） 

〇「教職特別実習（中・高）」…文学研究科、農学研究科、工学研究科 

＊各シラバスは次ページ以降に掲載。 

【単位数】：2 単位（選択科目） 

 文部科学省が奨学金返還免除に求める学校等での実習は１単位以上だが、教育実習の

単位数は、「教育職員免許法施行規則」第二条備考七に「事前及び・事後の指導 1単位を

含むものとする」と規定されているため、併せて２単位科目として新設することとした。 

以上 

990736
テキストボックス
資料３－１－３
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授業科目名 教職特別実習（幼・小） 
教員の免許状取得のための 選択科目 

担当形態：複数・オムニバス 単位数： ２単位 

担当教員名  

科 目 教科及び教科の指導法に関する科目 

施行規則に定める科目区分又は事項等  

授業のテーマ及び到達目標 

学部の教育実習で得た学校教育活動の基礎的な理解に加え教科指導や生徒指導、学級経営等の状況を経験

することにより、自ら学校における課題に主体的に取り組むことのできる資質能力を培う。教職に専門的

に求められる４領域について、職務を適切かつ円滑に遂行できるように必要な知見と技能を得ることがで

きる。 

授業の概要 

大学院における学習と有機的に関連づけながら、教職に求められる４領域（①教育課程の編成および実施 

②教科などの実践的な指導方法 ③生徒指導および教育相談 ④学級経営および学校経営）の内容につい

て、本大学の併設園 Primary Division （幼稚部）、併設校 Primary Division （１-５年）もしくは私立

幼稚園・認定こども園、私立・公立学校等で１週間（30 時間）の実習を行う。本実習を通して、教員と

しての基本的かつ総合的な指導力を修得するとともに、今日の学校教育における課題の発見や解決能力も

高めるものとする。そのため、実習に当たっては事前指導や実習研究、事後指導を友好的に位置づけ展開

する。 

授業計画 テーマ 内  容 

第１回 

事前指導(1)  【本学実習担当教員より事前指導を行う。】 

・本実習の意義や目的、内容、進め方などについて全体的に理解し、実

習に対しての自己の課題を明らかにする。 

・実習に対しての自己の課題を中心に、各自の実習計画を作成する。 

第２回 
事前指導(2)  【本学実習担当教員より事前指導を行う。】 

・具体的な現場での実習に備え、指導案作成や模擬授業（責任実習）等 

 実践を行う。 

第３回 
事前指導(3)  【本学実習担当教員より事前指導を行う。】 

・具体的な現場での実習に備え、指導案作成や模擬授業（責任実習）等 

 実践を行う。 

第４回 

事前指導(4)  【実習校(園)にて事前オリエンテーションを行う。】 

・実習校(園)の校長(園長)や実習指導教員と本学実習担当教員、学生の

間で協議する機会を持ち、実習の「到達目標や内容」について共通理解

をして、実習生個々の実習計画についても確認する。 

第５回 

実習（1）  

 

【実習校(園)にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校(園)の校長(園長)や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的

に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校(園)を訪問し、実習校(園)

の実習指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第６回 

実習（2）  【実習校(園)にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校(園)の校長(園長)や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的

に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校(園)を訪問し、実習校(園)

の実習指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第７回 

実習（3）  【実習校(園)にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校(園)の校長(園長)や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的

に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校(園)を訪問し、実習校(園)

の実習指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 
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第８回 

実習（4）  【実習校(園)にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校(園)の校長(園長)や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的

に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校(園)を訪問し、実習校(園)

の実習指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第９回 

実習（5）  【実習校(園)にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校(園)の校長(園長)や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的

に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校(園)を訪問し、実習校(園)

の実習指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 10 回 

実習（6）  【実習校(園)にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校(園)の校長(園長)や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的

に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校(園)を訪問し、実習校(園)

の実習指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 11 回 

実習（7）  【実習校(園)にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校(園)の校長(園長)や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的

に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校(園)を訪問し、実習校(園)

の実習指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 12 回 

実習（8）  【実習校(園)にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校(園)の校長(園長)や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的

に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校(園)を訪問し、実習校(園)

の実習指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 13 回 

実習（9）  【実習校(園)にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校(園)の校長(園長)や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的

に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校(園)を訪問し、実習校(園)

の実習指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 14 回 

実習（10）  【実習校(園)にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校(園)の校長(園長)や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的

に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校(園)を訪問し、実習校(園)

の実習指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 15 回 
事後指導  【本学実習担当教員より事後指導を行う。】 

・教育実習 30時間を振り返り、教職に求められる実践的な指導力につい

て考察し、今後の自らの課題を明確化する。 

定期試験 なし  

テキスト  なし 

参考書・参考資料等 

玉川大学教師教育リサーチセンター編『教育実習ガイド』時事通信出版局 

学生に対する評価 

授業における取り組み（７０％）課題等の取り組み（３０％） 
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授業科目名 教職特別実習（中・高） 
教員の免許状取得のための 選択科目 

担当形態：複数・オムニバス 単位数： ２単位 

担当教員名  

科 目 教科及び教科の指導法に関する科目 

施行規則に定める科目区分又は事項等  

授業のテーマ及び到達目標 

学部の教育実習で得た学校教育活動の基礎的な理解に加え教科指導や生徒指導、学級経営等の状況を経験

することにより、自ら学校における課題に主体的に取り組むことのできる資質能力を培う。教職に専門的

に求められる４領域について、職務を適切かつ円滑に遂行できるように必要な知見と技能を得ることがで

きる。 

授業の概要 

大学院における学習と有機的に関連づけながら、教職に求められる４領域（①教育課程の編成および実施 

②教科などの実践的な指導方法 ③生徒指導および教育相談 ④学級経営および学校経営）の内容につい

て、本大学併設校 Secondary Division もしくは私立・公立学校等で 1週間（30時間）の実習を行う。本

実習を通して、教員としての基本的かつ総合的な指導力を修得するとともに、今日の学校教育における課

題の発見や解決能力も高めるものとする。そのため、実習に当たっては事前指導や実習研究、事後指導を

友好的に位置づけ展開する。 

授業計画 テーマ 内  容 

第１回 

事前指導(1)  【本学実習担当教員より事前指導を行う。】 

・本実習の意義や目的、内容、進め方などについて全体的に理解し、実

習に対しての自己の課題を明らかにする。 

・実習に対しての自己の課題を中心に、各自の実習計画を作成する。 

第２回 
事前指導(2)  【本学実習担当教員より事前指導を行う。】 

・具体的な現場での実習に備え、指導案作成や模擬授業等実践を行う。 

第３回 
事前指導(3)  【本学実習担当教員より事前指導を行う。】 

・具体的な現場での実習に備え、指導案作成や模擬授業等実践を行う。 

第４回 

事前指導(4)  【実習校にて事前オリエンテーションを行う。】 

・実習校の校長や実習指導教員と本学実習担当教員、学生の間で協議す

る機会を持ち、実習の「到達目標や内容」について共通理解をして、実

習生個々の実習計画についても確認する。 

第５回 

実習（1）  

 

【実習校にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校の校長や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校を訪問し、実習校の実習

指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第６回 

実習（2）  【実習校にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校の校長や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校を訪問し、実習校の実習

指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第７回 

実習（3）  【実習校にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校の校長や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校を訪問し、実習校の実習

指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第８回 

実習（4）  【実習校にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校の校長や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校を訪問し、実習校の実習

指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 
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第９回 

実習（5）  【実習校にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校の校長や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校を訪問し、実習校の実習

指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 10 回 

実習（6）  【実習校にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校の校長や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校を訪問し、実習校の実習

指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 11 回 

実習（7）  【実習校にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校の校長や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校を訪問し、実習校の実習

指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 12 回 

実習（8）  【実習校にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校の校長や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校を訪問し、実習校の実習

指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 13 回 

実習（9）  【実習校にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校の校長や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校を訪問し、実習校の実習

指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 14 回 

実習（10）  【実習校にて 1週間の教育実習を行う。】 

・実習校の校長や実習指導教員の指導を受け、実習を計画的に進める。 

・本学実習担当教員が適宜（原則１回）実習校を訪問し、実習校の実習

指導教員とともに指導を行う。 

・実習中１日、本学で実習生全員による実習研究を実施することにより、

実習における自己の課題の明確化を図る。 

第 15 回 
事後指導  【本学実習担当教員より事後指導を行う。】 

・教育実習 30時間を振り返り、教職に求められる実践的な指導力につい

て考察し、今後の自らの課題を明確化する。 

定期試験 
なし  

テキスト 

なし 

参考書・参考資料等 

玉川大学教師教育リサーチセンター編『教育実習ガイド』時事通信出版局 

学生に対する評価 

授業における取り組み（７０％）課題等の取り組み（３０％） 
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令和 7 年 7 月 22 日 

大学部長会資料 

 

各 位 

 

令和 6 年度「教職課程自己点検・評価」について 

 

教師教育リサーチセンター 

 

「教育職員免許法施行規則等の一部を改正する省令（令和３年文部科学省令第 25 号）」が公布、

施行され、教職課程を設置する大学は、全学的に教職課程を実施する組織体制を整備すること、

及び教職課程の自己点検・評価を行う仕組みを設けて実施することが令和 4 年 4 月より義務化さ

れております。 

「教職課程自己点検・評価」とは、教職課程認定を受けている大学が、その教育研究等の水準

の向上や活性化に努めるとともに、社会的責任を果たしていくため、自大学の理念・目的に照らし

て教育活動等の状況について自己点検し、現状を的確に把握・認識した上で、その結果を踏まえ、

優れている点や改善を要する点などの自己評価を行うことです。 

 

本学では、一般社団法人全国私立大学教職課程協会により作成された『教職課程自己点検・

評価基準』（令和4年版）等にもとづき、以下より「記入フォーム2」（下線）を選択のうえ実施いたしま

した。 

【記入フォーム１】 各学部報告書を一連にし、学長名において作成した大学としての全体評価

を加えて取りまとめる方法を取る場合の記入フォーム。 

【記入フォーム 2】 集約した各学部報告書を教職課程センター等で再編集し、項目ごとに各学

部の状況を連記した上で、学長名において作成した大学としての全体評価を加えて報告書を完成

させる場合の記入フォーム。 

【記入フォーム 3】 大学の全体評価をせず、各学部別報告書をそのまま公表する。全体評価は

学部長名での記載とする場合の記入フォーム。 

具体的な結果は、下記のホームページに公表している報告書をご覧ください。 

 

●自己点検・評価報告書（高等教育部門／教職課程） 

https://www.tamagawa.jp/introduction/outline/assessment/teacher.html 

「令和 4 年度 教職課程 自己点検・評価報告書（138 ページ）.pdf」（令和 5 年 4 月） 

令和 5 年度 教職課程 自己点検・評価報告書（173 ページ）.pdf」（令和 6 年 11 月） 

 

今後も上記の評価・内容にもとづきながら、玉川大学の教職課程についてさらなる質向上に取り

組んでまいります。 

なお、令和 6 年度版につきましては、7 月 22 日（火）大学部長会承認後 7 月中に一般社団法人

全国私立大学教職課程協会宛提出予定です。「完了証」を受け取り次第、本学ホームページに公

表いたします。 

以上 
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教職課程自己点検・評価の実施方針 

 

玉川大学教師教育リサーチセンター 

 

1 趣 旨 

教育職員免許法施行規則の改正により、令和 4 年 4 月 1 日から、教職課程を設置する大学の全

学的な組織体制の充実（全学組織の設置）および当該組織による教職課程の自己点検・評価が

義務づけられました。 

教職課程の運営にあたり、本学の教職課程の目的・目標に照らして、教育内容・方法および学

修成果の状況などを検証し、絶えず教育の質保証の維持・向上に努めていく必要があります。教

育職員免許法施行規則第 22 条 8 項においても、「課程認定を有する大学は、当該大学における

課程認定の教育課程・教員組織、教育実習並びに施設及び設備の状況について自ら点検及び

評価を行い、その結果を公表するものとする」と求められています。 

上述の内容を踏まえて、教師教育リサーチセンターを中心に行う教職課程に関する自己点検を

適切かつ効果的に実施するために、その基本的な枠組みを定めたものが、本学の実施方針です

（なお、本学における教職課程自己点検・評価については、「教育活動等点検・調査委員会」があ

り、教職課程に関する分科会は「教員養成部会」が位置づけられているが、本方針においては運

営上同一メンバーが委嘱されている「教職課程委員会」の表記で記載する）。 

また、教育職員免許法施行規則第 22 条 7 項には「二以上の認定課程を有する大学は、当該大

学が有するそれぞれの認定課程の円滑かつ効果的な実施を通じて当該大学が定める教員の養

成の目標を達成することができるよう、大学内の組織間の有機的な連携を図り、適切な体制を整え

るものとする」とあることから、本学においては教師教育リサーチセンターがその任を担い、教職課

程自己点検・評価を実施し、「教職課程自己点検・評価報告書」を作成します。 

 

2 「教職課程自己点検・評価報告書」の作成について 

本学では、一般社団法人全国私立大学教職課程協会により作成された『教育課程自己点検評

価基準』にもとづき、『「教職課程自己点検・評価報告書」作成の手引き』に示された以下の記入フ

ォーム3パターンより、「二以上の認定課程を有し教職課程をとりまとめる部署を設置している大学」

が対応する場合、最も簡易に作成が可能な「記入フォーム 2」を選択のうえ実施いたします。 

 

【記入フォーム１】 各学部報告書を一連にし、学長名において作成した大学としての全体評価

を加えて取りまとめる方法を取る場合の記入フォーム。 

【記入フォーム 2】 集約した各学部報告書を教職課程センター等で再編集し、項目ごとに各学

部の状況を連記した上で、学長名において作成した大学としての全体評価を加えて報告書を

完成させる場合の記入フォーム。 

【記入フォーム 3】 大学の全体評価をせず、各学部別報告書をそのまま公表する。全体評価は

学部長名での記載とする場合の記入フォーム。 

 



3 「教職課程自己点検・評価報告書」の作成スケジュール 

前年度の教員採用試験および教員就職の結果を確定する基準日を 5 月 1 日に定めているため、

以下のスケジュールで「教職課程自己点検・評価報告書」を作成する。 

4 月  「教職課程自己点検・評価報告書」の実施方針を確認のうえ承認 

5 月  教職課程委員会にて前年度の教員採用試験結果を報告 

6 月  教職課程委員会および大学部長会・大学院研究科長会にて根拠資料とともに、「教職課

程自己点検・評価報告書」の原案（暫定版）を確認依頼 

7 月  教職課程委員会および大学部長会・大学院研究科長会にて根拠資料とともに、 

「教職課程自己点検・評価報告書」確定版を承認 

7 月末日  「自己点検・評価報告書」を一般社団法人全国私立大学教職課程協会へ提出 

 

4 「教職課程自己点検・評価報告書」の構成 

一般社団法人全国私立大学教職課程協会により作成された『教職課程自己点検・評価基準』に

もとづき、以下の項目について記載する。 

 

 

Ⅰ 教職課程の現況及び特色 

 

Ⅱ 基準領域ごとの教職課程自己点検・評価 

1 基準領域１ 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み   

基準項目１－１ 教職課程教育の目的・目標を共有 

基準項目１－２ 教職課程に関する組織的工夫 

2 基準領域２ 学生の確保・育成・キャリア支援 

基準項目２－１ 教職を担うべき適切な学生の確保・育成 

基準項目２－２ 教職へのキャリア支援 

3 基準領域３ 適切な教職課程カリキュラム 

基準項目 ３－１ 教職課程カリキュラムの編成・実施 

基準項目  ３－２ 実践的指導力育成と地域との連携 

 

Ⅲ 総合評価（全体を通じた自己評価） 

 

Ⅳ 「教職課程自己点検・評価報告書」作成プロセス 

 

Ⅴ 現況基礎データ一覧 

 

 

5 実施時期 

① 教師教育リサーチセンターを中心に恒常的に教職課程自己点検・評価に取り組むものとして、

当該結果は原則として年 1 回報告書として取りまとめることとする。 

② 実施にあたっては、教職課程委員会の開催スケジュールを踏まえ、7 月頃までに自己点検の

結果を取りまとめることができるように、準備を進める。 



6 実施体制 

① 教職課程自己点検・評価は、玉川大学教師教育リサーチセンターが中心となり、5 学部 11 学

科の委員および当センター職員の協力を得て実施する。 

② 自己点検・評価の結果は、教職課程委員会の議を経て、委員長が決定し、大学部長会・大学

院研究科長会に報告する。 

 

7 結果の取り扱い 

① 教師教育リサーチセンターは、教職課程自己点検・評価の結果を踏まえ、教育の質保証の向

上・改善を図る。 

② 教職課程の運営の可視化のために、教職課程自己点検・評価結果（個人情報等の公表にふ

さわしくない箇所を除く）は、玉川大学ウェブサイトにて公表する。 

 

以上 
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